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（総括）

令和４年度予算編成時における内閣府の月例経済報告では、「景気は、新型コロナウイルス感染症による

厳しい状況が徐々に緩和される中で、このところ持ち直しの動きがみられる。」との基調判断の下、「先行き

については、経済社会活動が正常化に向かう中で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、景気が持ち直

していくことが期待される。ただし、供給面での制約や原材料価格の動向による下振れリスクに十分注意する

必要がある。また、変異株をはじめ感染症による内外経済への影響や金融資本市場の変動等の影響を注視する

必要がある。」とされた。本市では、こうした社会経済情勢の変化及び国・県の政策動向を的確に捉え、引き

続き歳出改革に取り組むとともに、第２次島田市総合計画後期基本計画のスタートの年として、計画に掲げる

将来像「笑顔あふれる 安心のまち 島田」に加え、計画期間にとどまらない長期的視点による「未来につな

ぐ３大戦略」を具現化するための予算編成及び財政運営を行った。

新たな時代の核となる本市の重点プロジェクトのうち、市役所新庁舎整備事業では、令和５年 月の開庁

に向け、また旧金谷庁舎跡地利活用事業では、令和５年 月からの生活交流拠点施設の供用開始に向けて、

それぞれ本体工事の本格的な整備を進めた。さらに、令和６年４月の北部４小学校の統合に向けた島田第一

小学校改築事業に本格着手するとともに、島田第四小学校改築事業を完了し、適切な教育環境の整備に取り

組んだ。平成 年４月に着工した新病院建設事業では、外構工事等を含めた全ての整備事業を完了した。

観光の分野では、第 回島田大祭に加え、３年ぶりの開催となる第 回しまだ大井川マラソン リバティ

など、市内に活気を取り戻す事業を積極的に展開した。さらに、一般社団法人化した島田市観光協会を核とし

て、大井川流域におけるＤＭＯ形成を目指す取組を進め、官民が一体となった観光地域づくりの体制構築を

図った。

また、地域課題の解決や地方創生を推進するため、人や情報、サービスなどが集中する首都圏の企業や団

体、個人との連携の強化を図る「首都圏しまだ交流会」を新たに開催した。

エネルギーや食料品などの急激な物価高騰対策として、影響を受けた市民や事業者を支援するため、新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等を活用し、自治体マイナポイント事業を始めとする各種支援事

業を展開した。

（経済財政運営）

国においては、経済財政運営に当たり、引き続き「経済再生なくして財政健全化なし」の基本方針の下、

「経済財政運営と改革の基本方針 」により経済と財政の一体的な再生を目指すとし、 年度の国と地方

を合わせたプライマリーバランス黒字化と、債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す財政健全化目標を

設定した。令和４年度当初予算の一般会計歳入歳出概算の規模は 兆 億円で、令和３年度当初予算と比

べ 億円の増加となった。また、コロナ禍からの経済社会活動の回復を確かなものとすることを目的とす

る「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」による令和４年度第１次補正予算、また、足

元の物価高騰などの経済情勢の変化に切れ目なく対応し、新しい資本主義の加速により日本経済を再生するこ

とを目的とする「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」による令和４年度第２次補正予算によ

り、補正後の国の一般会計予算の規模は 兆 億円となった。

地方公共団体の行財政運営の指針となる令和４年度の地方財政計画は、前年度に比べ ％増の 兆

億円となり、地方財政全体の財源については、東日本大震災の復旧・復興事業等を除く通常収支分としては、

「社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方団体が、行政サービスを安定的に提供しつつ、地域社会のデジ

タル化や公共施設の脱炭素化の取組等の推進、消防・防災力の一層の強化などの重要課題に取り組めるよう、

地方交付税等の一般財源総額について、令和３年度を上回る額を確保」するとした。

本市一般会計の令和４年度最終予算額は、補正予算額及び繰越事業費等繰越額を含めて 億 万２千

円となり、令和３年度との最終予算額と比較し、 億 万３千円の増となった。

決算額は、歳入 億 万４千円、歳出 億 万１千円、歳入歳出差引額（形式収支）は 億

万３千円となり、令和３年度に比べ歳入は 億 万円の増、歳出は 億 万４千円の増となった。予算

及び決算の規模、財政分析、歳入及び歳出の特徴、市債、債務負担行為及び基金の概要については後出のとお

りである。
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１ 歳入歳出決算総括表

令和４年度一般会計の決算額は、歳入が 億 万４千円、歳出が 億 万１

千円となり、歳入歳出差引額（形式収支） 億 万３千円から翌年度へ繰り越すべき

財源３億 万３千円を差し引いた実質収支は、 億 万１千円となった。

予算現額（ ）に対する決算額の比率は、歳入が ％、歳出が ％となった。

決算額の対前年度比増減は、歳入が 億 万円、 ％の増、歳出が 億 万４

千円、 ％の増となった。

また、実質収支の前年度との増減を示す単年度収支は、△５億 万８千円、さらに、

財政調整基金積立金、繰上償還金及び基金繰入金がないとしたときの収支である実質単

年度収支は、△５億 万２千円となった。

（単位：千円）

区 分 令和４年度 令和３年度 増減率（％）

予

算

現

額

当 初 予 算 額

補 正 予 算 額 △

繰越事業費

等繰越額

継続費逓次繰越額 －

繰越明許費繰越額

事 故 繰 越 繰 越 額 －

合計

歳 入 決 算 額

予算現額対比
△ △ －

－

歳 出 決 算 額

予算現額対比
－

－

歳入歳出差引額（形式収支） △

翌年度へ繰り

越すべき財源

継続費逓次繰越額 －

繰越明許費繰越額

事 故 繰 越 繰 越 額 －

合計

実 質 収 支 ＝ △

単 年 度 収 支 前年度 △ －

積 立 金 －

繰 上 償 還 金 －

積 立 金 取 崩 額 －

実 質 単 年 度 収 支 △ －

※表中の金額の不整合は端数処理による。  
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２ 財政分析 

財政力指数について、基準財政収入額は、市民税及び固定資産税の増などにより令和

３年度に比べ５億9,488万５千円、4.7％の増となった。基準財政需要額は、公債費及び

保健衛生費の増などにより、令和３年度に比べ７億8,117万円３千円、4.3％の増となっ

た。令和４年度単年の財政力指数は0.693となり、令和３年度に比べ0.003ポイント上昇

した。 

次に義務的経費構成比について、義務的経費のうち、人件費及び公債費は令和３年度

に比べ増加したが、扶助費の減少が大きく、義務的経費全体では令和３年度に比べ14億

7,932万１千円、7.3％の減となった。また、歳出総額は、島田第一小学校改築事業への

本格着手などにより支出が増加したことから、34億1,942万４千円、8.2％の増となり、

分子が減、分母が増となったため、義務的経費構成比は41.4％と令和３年度に比べ6.9ポ

イント減少した。 

次に経常収支比率について、分子となる経常経費充当一般財源は、物件費及び公債費

の増などにより、令和３年度に比べ４億 9,791 万１千円、2.3％の増となった。また、分

母となる経常一般財源等は、市税及び普通交付税が増になったものの、臨時財政対策債

が大幅に減となったことなどにより、10 億 6,132 万８千円、4.4％の減となったため、

経常収支比率は 93.3％と、令和３年度に比べ 6.1 ポイント上昇した。 

なお、地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により公表する実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４指標は別に報告する。 

 

（３か年度の推移） 

項   目 令和４年度 令和３年度 令和２年度 

１.財政力指数 
単  年 0.693 
３年平均  0.708 

単  年 0.690 
３年平均  0.722 

単  年 0.741 
３年平均  0.743 

２.標準財政規模 
千円 

22,965,825 
千円 

23,533,515 
千円 

22,359,980 

３.義務的経費構成比 
 （一般会計） 

41.4％ 48.3％ 32.0％ 

４.実質収支比率 
 （普通会計） 

5.7％ 7.8％ 3.7％ 

５.経常収支比率 
 （普通会計） 

93.3％ 87.2％ 92.6％ 

 

（参考） 

項  目 算    式 
数  値（千円） 

令和４年度 令和３年度 

１．財政力指数  
基準財政収入額 

  
13,161,599 

  
12,566,714 

 
基準財政需要額 18,993,691 18,212,518 

２．標準財政規模 
標準税収入額等＋普通交付税 16,606,077＋ 5,832,092 15,890,136＋ 5,725,796 

＋臨時財政対策債発行可能額  ＋527,656 ＋ 1,917,583 

３．義務的経費 

  構成比 
 

人件費＋扶助費＋公債費 
×100   

18,700,879 
×100   

20,180,200 
×100  

歳出総額 45,158,341 41,738,917 

４．実質収支比率  
実質収支額 

×100   
1,303,093 

×100   
 1,827,293 

×100  
標準財政規模 22,965,825 23,533,515 

５．経常収支比率  
経常経費充当一般財源 

×100   
21,760,170 

×100   
21,262,259 

×100  
経常一般財源等 23,328,469 24,389,797 

 
※ 普通会計とは、一般会計、土地取得事業特別会計及び休日急患診療事業特別会計を合算し、会計間取引を純計

処理したもので、地方財政統計上統一的に用いられる会計区分です。 



 
３ 歳入決算額の構成及び推移の状況

歳入決算額の構成比をみると、市税が ％、国庫支出金が ％となり、合わせて

％を占めている。次に、自主財源、依存財源の別に増減をみると、令和３年度に比べ、自主

財源が 億 万１千円、 ％の増、依存財源が 億 万９千円、 ％の増となり、

歳入合計では 億 万円、 ％の増となった。

自主財源は、基幹的収入である市税が３億 万５千円、 ％の増となったほか、繰越

金が９億 万円、 ％の増となったことに加え、繰入金が５億 万４千円、 ％

の増となったことなどにより、総額では増額となった。

依存財源は、国庫支出金が７億 万５千円、 ％の減となったが、市債が 億

万円、 ％の増、地方交付税が２億 万８千円、 ％の増となったことなどにより、

総額では増額となった。

（単位：千円、％）

区 分
令和４年度 令和３年度

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

自

主

財

源

１ 市税 △

分担金及び負担金

使用料及び手数料 △ △

財産収入 △

寄附金 △

繰入金 △

繰越金 △

諸収入

小 計 △

依

存

財

源

２ 地方譲与税

３ 利子割交付金 △ △

４ 配当割交付金 △

５ 株式等譲渡所得割交付金 △

６ 法人事業税交付金

７ 地方消費税交付金

８ ゴルフ場利用税交付金

９ 環境性能割交付金 △

地方特例交付金 △

地方交付税

交通安全対策特別交付金 △ △

国庫支出金 △ △

県支出金 △ △

市債 △

小 計 △

歳 入 合 計 △
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市税の推移

市民税のうち個人市民税については、新型コロナウイルス感染症による景気低迷から

の緩やかな回復に伴い、令和３年度に比べ ％の増収となった。

法人市民税については、均等割が増収となったものの、社会情勢の変化による経費の

高騰などの影響を受け、法人税割が減収し、令和３年度に比べ ％の減収となった。

固定資産税のうち土地については、市全体として地価の下落傾向にある地区が多いことか

ら、令和３年度に比べ ％の減収となった。また、家屋及び償却資産については、既存家

屋分の評価額は前年と比較して変化がなかったが、新増築家屋分の評価額が増えたことや新

型コロナウイルス感染症等に係る課税標準の特例措置による軽減が終了したことから、令和

３年度に比べ、家屋は ％、償却資産は ％の増収となった。国有資産等所在市町村交付

金については、対象となる国有資産等の台帳価格の減額により、令和３年度に比べ ％の

減収となった。

軽自動車税については、軽自動車税（種別割）について税額の低い原動機付自転車は減少

したものの、税額の高い軽四輪乗用（自家用）が増加したことから、令和３年度に比べ

％の増収となった。

市たばこ税については、課税標準となる売渡し又は消費等に係る製造たばこの本数は減少

し、令和３年度で手持品課税が終了したものの、令和３年 月からたばこ税の税率が上がっ

たことから、令和３年度に比べ ％の増収となった。

都市計画税については、令和３年度に比べ、土地は ％の減収、家屋は ％の増収、都

市計画税全体では、 ％の増収となった。

入湯税については、新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んでいた入湯客数が回

復傾向となったことから、令和３年度に比べ ％の増収となった。

（単位：千円） 
年 度

項 目
令和４年度 令和３年度

前年度との
増減率 ％

【参考】
令和２年度

市民税

個 人

法 人 △

小 計

固 定

資産税

土 地 △

家 屋

償却資産

国有資産等所在市町村交付金 △

小 計

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

都 市

計画税

土 地 △

家 屋

小 計

入 湯 税

合 計

 

- 5 -



 
地方交付税の推移

地方交付税の総額は 億 万６千円で、令和３年度に比べ２億 万８千円、 ％の

増となった。

普通交付税は、基準財政需要額の増が基準財政収入額の増を上回ったことにより、令和３

年度に比べ１億 万６千円、 ％の増となった。それぞれの主な要因として、基準財政需

要額の増については、合併特例債償還費を始めとした公債費及び保健衛生費の増による。ま

た、地方交付税法の改正により令和３年度に引き続き普通交付税の再算定が行われ、令和４

年度に限り基準財政需要額の費目に臨時経済対策費が創設されたことも要因となった。基準

財政収入額の増については、市民税及び固定資産税の増が挙げられる。

特別交付税は、台風第 号による災害関連経費の増により令和３年度に比べ１億 万２

千円、 ％の増となった。

また、平成 年度から続く財源補塡措置（基準財政需要額の一部を臨時財政対策債へ振り

替える措置）相当額は、５億 万６千円となり、５億 万円の臨時財政対策債の借入れ

を実施した。

（単位：千円）

令和４年度 令和３年度
前年度との

増減率 ％

（参考）

令和２年度

普

通

交

付

税

Ａ

基準財政需要額

Ｂ

基準財政収入額

Ｃ（Ａ－Ｂ）

交付基準額

Ｄ

調整額 皆減 △

Ｅ

合併算定替 ―

Ｆ（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ）

普通交付税交付額

Ｇ

特別交付税

Ｈ

震災復興特別交付税 ―

Ｉ（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ）

地方交付税合計

基準財政需要額から臨時

財政対策債への振替額 △

単年度

財政力指数（Ｂ Ａ）

ポイント

項目 年度 
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４ 歳出決算額の目的別構成及び推移の状況

歳出構成比は、民生費の ％が最も多く、次いで総務費、衛生費、教育費、公債費と続く。

目的別の対前年度比増減では、総務費は市役所新庁舎整備事業費、公共施設整備基金新規積

立金、自治体マイナポイント事業費の増などにより 億 万６千円、 ％の増、民生費は

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業費、認定こども園等施設型給付費など

の増があったが、子育て世帯臨時特別給付金給付事業費などの減から、９億 万６千円、

％の減、衛生費は出産・子育て支援事業費、病院事業会計繰出金の増などにより 万３

千円、 ％の増となった。

農林業費は農地中間管理機構関連農地整備事業負担金、農業振興地域整備計画管理経費など

の増があったが、林道橋りょう長寿命化事業費、林業機械等整備補助事業費などの減により

万円、 ％の減、商工費は無料通信アプリクーポン事業費、島田大祭事業費補助金などの増が

あったが、企業立地促進事業費補助金などの減により１億 万１千円、 ％の減、土木費

はふじのくにフロンティア推進区域整備事業などの増があったが、向島町公園整備事業費、六

合駅駅前広場整備事業費などの減により 万４千円、 ％の減となった。

消防費は消防自動車更新事業費、消防団員の報酬の増などにより 万５千円、 ％の増、

教育費は島田第四小学校改築事業費などの減があったが、島田第一小学校改築事業費、伊太小

学校屋内運動場耐震化事業費などの増により４億 万３千円、 ％の増、災害復旧費は台

風第 号により農林業施設及び公共土木施設に係る崩土、倒木除去及び破損等に係る事業費が

増加したことから、３億 万４千円、 ％の増となった。

（単位：千円）

区 分
令和４年度 令和３年度

決算額 構成比 ％ 増減率 ％ 決算額 構成比 ％ 増減率 ％

１ 議 会 費

２ 総 務 費 △

３ 民 生 費 △

４ 衛 生 費 △

５ 労 働 費 △

６ 農 林 業 費 △ △

７ 商 工 費 △ △

８ 土 木 費 △ △

９ 消 防 費 △

教 育 費 △

災害復旧費

公 債 費 △

歳 出 合 計 △
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５ 歳出決算額の性質別構成及び推移の状況

性質別の対前年度比増減について、消費的経費は、電力・ガス・食料等価格高騰緊急支援給付

金事業費、無料通信アプリクーポン補助金事業費の増などによる補助費等の４億 万１千

円、 ％の増、電力価格高騰に伴う公共施設の光熱水費の増、自治体マイナポイント事業に

係る委託料の増などによる物件費の６億 万円３千円、 ％の増、定年退職者の増加に伴

う退職金の増などによる人件費の 万８千円、 ％の増があったが、子育て世帯臨時特別

給付金給付事業費、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費の減などによる扶

助費の 億 万５千円、 ％の減などにより、令和３年度に比べ６億 万１千円、 ％

の減となった。

投資的経費は、普通建設事業費が市役所新庁舎整備事業費、島田第一小学校改築事業費の増

などにより 億 万８千円、 ％の増、台風第 号などに係る災害復旧事業費が３億

万４千円、 ％の増となり、令和３年度に比べ 億 万２千円、 ％の増となった。

その他の経費は、減債基金新規積立金の減などにより積立金が 万円、 ％の減となっ

たが、新病院建設事業に対する病院事業会計繰出金の増などによる投資及び出資金・貸付金の

２億 万８千円、 ％の増、公債費の１億 万６千円、 ％の増、繰出金の 万円

９千円、 ％の増により、令和３年度に比べ３億 万３千円、 ％の増となった。

（単位：千円、％）

区 分
令和４年度 令和３年度

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

消

費

的

経

費

１ 人件費

２ 物件費 △

３ 維持補修費 △ △

４ 扶助費 △

５ 補助費等 △

小 計 △ △

投
資
的
経
費

６ 普通建設事業費 △

７ 災害復旧事業費

小 計 △

そ
の
他
の
経
費

８ 公債費 △

９ 積立金 △

投資及び
出資金・貸付金 △

繰出金

小 計 △

歳出合計 △
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人件費の状況

単位：千円、％

区 分
令和４年度 令和３年度

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

議員報酬手当 

委員等報酬 △

特別職の給与 △ △

任期の定めのない常勤職員 △

任期付職員 △

再任用職員 

会計年度任用職員 ﾌﾙﾀｲﾑ △

共済組合負担金 △

退職金 △

災害補償費 

その他 △

合 計 
※表中、特別職の給与は市長、副市長及び教育長の給与。

物件費の状況

単位：千円、％

年度 旅費 交際費 需用費 役務費
備 品

購入費
委託料 その他 合 計

４年度

３年度

増減率 △ △ △ △

扶助費の状況

単位：千円、％

年度 社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 災害救助費 教育費等 合 計

４年度

３年度

増減率 △ △ － △
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補助費等の状況

単位：千円、％

年度
負 担 金

補助交付金等 そ の 他 合 計
一部事務組合 その他負担金

４年度

３年度

増減率 △

※法適用の公営事業会計に対する負担金及び補助金は、その他に計上。

普通建設事業費の状況

普通建設事業費の総額は 億 万２千円で、令和３年度に比べ 億 万８千円、 ％

の増となり、歳出全体に占める割合は ％で、令和３年度に比べ ポイント上昇した。

普通建設事業費のうち補助事業は、市役所新庁舎整備事業費、島田第一小学校改築事業費、

新病院入口交差点改良事業費の増などにより、令和３年度に比べ 億 万９千円、 ％

の増となった。

また、単独事業は、市役所新庁舎整備事業費、急傾斜地崩壊対策事業費、ふじのくにフロンテ

ィア推進区域整備事業費の増などにより、令和３年度に比べ２億 万２千円、 ％の増と

なった。

県営事業負担金は、農地中間管理機構関連農地整備事業負担金及び東光寺谷川地区道路整備

事業費の増などにより、令和３年度に比べ 万７千円、 ％の増となった。

単位：千円、％

年度 補助事業 単独事業
県営事業

負 担 金
受託事業費 合 計

４年度

３年度

増減率 －
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６ 引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる経費について

引き上げられた地方消費税率分を財源とする地方消費税交付金（社会保障財源化分）を充て

る「社会保障４経費（制度として確立された年金・医療及び介護の社会保障給付並びに少子化

に対処するための施策に要する経費）」及び「その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保

健衛生に関する施策）に要する経費」については、次のとおりである。 

（歳入）・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

（歳出）・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

（単位：千円） 

目等の名称 経 費

左の財源内訳

特定財源 一般財源

国・県

支出金
その他

地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

社

会

福

祉

障害福祉サービス費

老人福祉費

介護サービス費

児童福祉総務費

児童手当費

母子福祉費

児童福祉施設費

心身障害児援護費

保育所費

子ども・子育て支援費

少子化対策費

生活保護扶助費

生活困窮者自立支援費

小 計

社

会

保

険

国民健康保険費

介護保険費

後期高齢者医療費

共済組合負担金 基礎年金拠出

小 計

保

健

衛

生

重度心身障害者医療費助成費

精神障害者医療費助成費

こども医療費助成費

ひとり親家庭等医療費助成費

未熟児養育医療費助成費

保健衛生総務費

母子保健衛生費

感染症予防費

保健推進費

病院費

小 計

合 計

※事務費及び基礎年金拠出金以外の人件費は除く。  
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７ 市債に関する調

令和４年度借入額は 億 万円で、令和３年度借入額 億 万円に対し、 億

万円、 ％の増となった。主な借入れは、合併特例事業債の 億 万円、学校教育施設

等整備事業債の５億 万円や臨時財政対策債の５億 万円などである。令和３年度に比

べ借入額が増となった要因は、合併特例事業債を活用した市役所新庁舎整備事業、新病院建設

出資金等、大型事業の実施によるものである。市債の年度末残高は、 億 万９千円で、

令和３年度末残高に比べ 億 万６千円、 ％の増となった。

（単位：千円）

区 分
令和３年度末

現 在 高

令和４年度

借 入 額

令和４年度償還額 令和４年度末

現 在 高元 金 利 子

総 務 債  
民 生 債  
衛 生 債  
農 林 業 債  
商 工 債  
土 木 債  
消 防 債  
教 育 債  
災害復旧事業債  
その他 ※注１  
合計（※注２）

市債残高の推移 （単位：千円）

区 分
令和４年度末

現 在 高
Ｂ

令和３年度末
現 在 高

Ａ

増 減

（Ｂ－Ａ）

令和２年度末
現 在 高

令和元年度末
現 在 高

総 務 債  
民 生 債  △

衛 生 債  
農 林 業 債  △

商 工 債  △

土 木 債  △

消 防 債  △

教 育 債  
災害復旧事業債  
その他 ※注１  △

合 計

※注１ その他は、減税補塡債、臨時財政対策債及び減収補塡債の合計
※注２ 表中、金額の不整合は端数処理によって生じたものである。
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８ 市債同意・借入状況

【令和４年度 同意分】 （単位：千円）

事 業 債 名 借入額 資金区分
利率

（％）
償還
期間

うち元金
据置期間

公共事業等債
幹線道路整備・道路施設長寿命化事業

財務省財政融資
資金 起債前借

年 ２年

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債
急傾斜地崩壊対策事業

財 務 省
財政融資資金

９年 １年

災害復旧事業債
財務省財政融資
資金 起債前借

年 ２年

学
校
教
育
施
設
等
整
備
事
業
債

島田第一小学校改築事業 負担
金・交付金分 本省繰越

財 務 省
財政融資資金

年 １年

島田第一小学校改築事業 負担
金・交付金分

財 務 省
財政融資資金

年 １年

島田第一小学校改築事業 継足単
独分 本省繰越

財 務 省
財政融資資金

年 １年

島田第一小学校改築事業 継足単
独分

財 務 省
財政融資資金

年 １年

島田第四小学校改築事業
地方公共団体
金 融 機 構

年 １年

島田第一小学校改築事業 地方単
独分

地方公共団体
金 融 機 構

年 １年

防災対策事業債
自然災害防止事業

財 務 省
財政融資資金

９年 １年

合
併
特
例
事
業
債

市役所新庁舎整備事業
地方公共団体
金 融 機 構

年 １年

ふじのくにフロンティア推進区
域整備事業

地方公共団体
金 融 機 構

年 １年

ふじのくにフロンティア推進区
域整備事業

島田掛川信用金庫 年 １年

一般会計出資債
（新病院建設事業）

地方公共団体
金 融 機 構

年 ５年

合併推進事業債
市役所新庁舎整備事業

地方公共団体
金 融 機 構

年 １年

緊
急
防
災
・

減
災
事
業
債

消防自動車更新事業
地方公共団体
金 融 機 構

５年 １年

伊太小学校屋内運動場耐震化事
業

地方公共団体
金 融 機 構

年 １年

緊
急
自
然
災

害
防
止
対
策

事
業
債

河川改修事業
地方公共団体
金 融 機 構

年 １年

急傾斜地崩壊対策事業
地方公共団体
金 融 機 構

年 １年

緊急浚渫推進事業債
静岡県市町村
職員共済組合

年 ２年

辺地対策事業債
財 務 省
財政融資資金

年 １年

- 13 -



 

過
疎
対
策
事
業
債

ソフト事業（基金積立分） 島田掛川信用金庫 年 ０年

スクールバス購入事業
財 務 省
財政融資資金

５年 １年

中学校施設管理経費 川根中学
校屋根改修）

財 務 省
財政融資資金

年 １年

その他事業
市道・林道・山村都市交流セ

ンター管理運営経費

財務省財政融資
資金 起債前借

年 ２年

臨時財政対策債
財 務 省
財政融資資金

年 １年

令和４年度 同意債 合計

【令和３年度 同意分（繰越明許費分）】 （単位：千円）

事 業 債 名 借入額 資金区分
利率

（％）
償還
期間

うち元金
据置期間

公共事業等債
幹線道路整備・道路施設長寿命化事業

財 務 省
財政融資資金

年 ２年

災害復旧事業債
財 務 省
財政融資資金

年 ２年

防災対策事業債
自然災害防止事業

財 務 省
財政融資資金

９年 ２年

合
併
特

例
事
業

債 旧金谷庁舎跡地利活用事業
静岡県市町村
職員共済組合

年 ２年

ふじのくにフロンティア推進区
域整備事業

地方公共団体
金 融 機 構

年 １年

令和３年度 同意債 合計

合 計
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９ 債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての負担額の状況 （単位：千円）

事 業 名
実施

年度

終了

年度

債務負担

行為総額

３年度

までの

支出額

４年度

支出額

翌年度以降

支出予定額

事務機器賃借料

（平成 年度分）
平 令

事務機器賃借料

（令和元年度分）
令元 令

事務機器賃借料

（令和２年度分）
令 令

自動車賃借料

（令和２年度分）
令 令

自動車賃借料

（令和４年度分）
令 令

会議録検索システム使用料
平 令

窓口業務等包括委託
令元 令

ホームページシステム使用料
平 令

市民活動中間支援委託

（令和３年度分）
令 令

市民活動中間支援委託

（令和４年度分）
令 令

人事管理システム機器賃借料
令 令

財務会計システム開発委託
令 令

共用電子複合機賃借料
令 令

複合機連携認証システム導入委託
令 令

文書管理システム等パッケージシス

テム導入委託
令 令

全庁ＬＡＮ本庁外ネットワーク機器

賃借料
平 令

全庁ＬＡＮパソコン・プリンタ賃借

料
令元 令

全庁ＬＡＮシステム機器賃借料
平 令

ＬＧＷＡＮルータ賃借料
令元 令

ＬＧＷＡＮファイアウォール賃借料
令元 令

住民情報システム機器賃借料
令元 令

仮想デスクトップ環境設備賃借料
令 令

ペーパーレス会議システム機器賃借

料
令 令

電子申請システム使用料
令 令

セキュリティ強靭化対策機器賃借料
令 令
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事 業 名
実施

年度

終了

年度

債務負担

行為総額

３年度

までの

支出額

４年度

支出額

翌年度以降

支出予定額

新庁舎情報ネットワーク再構築委託
令 令

新庁舎ディスプレイモニタ等購入
令 令

公共施設包括管理委託
令 令

市役所警備委託
令元 令

金谷地区生活交流拠点整備管理運営

委託
令 令

省エネルギー照明機器等賃借料

（令和３年度分）
令 令

省エネルギー照明機器等賃借料

（令和４年度分）
令 令

ＬＥＤ照明設置サービス委託
令 令

新庁舎建設工事監理委託
令 令

新庁舎建設工事
令 令

新庁舎オフィス環境整備支援委託
令 令

新庁舎移転委託
令 令

新庁舎什器備品購入
令 令

特別徴収に関するつづり印刷製本
令 令

課税原票等電子化管理システム賃借

料 （平成 年度分）
平 令

課税原票等電子化管理システム賃借

料 （令和４年度分）
令 令

家屋評価システム使用料
令 令

土地評価委託
令 令

戸籍総合情報システム機器賃借料
平 令

住民基本台帳ネットワークシステム

機器賃借料 （令和元年度分）
令元 令

住民基本台帳ネットワークシステム

機器賃借料 （令和２年度分）
令 令

住民基本台帳ネットワークシステム

機器賃借料 （令和４年度分）
令 令

個人番号カードオンライン申請補助

端末機器賃借料
令 令

旅券電子申請システム機器賃借料
令 令

県議会議員選挙期日前投票事務委託
令 令

県議会議員選挙掲示場設置等委託
令 令
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事  業  名 
実施 

年度 

終了 

年度 

債務負担 

行為総額 

３年度 

までの 

支出額 

４年度 

支出額 

翌年度以降 

支出予定額 

コミュニティバス運行管理委託 

（令和３年度分） 
令 3 令 4 269,491 0 269,491 0 

コミュニティバス運行管理委託 

（令和４年度分） 
令 4 令 5 279,174 0 0 279,174 

地元主体運行車両賃借料 
令 3 令 8 2,099 0 420 1,679 

地域公共交通会議負担金 
令 4 令 5 1,980 0 0 1,980 

福祉総合システム賃借料 
令元 令 7 9,626 3,048 1,925 4,653 

障害者計画策定委託 
令 4 令 5 4,048 0 0 4,048 

養護老人ホームぎんもくせい管理運

営委託 
平 30 令 5 596,385 338,461 112,677 145,247 

川根介護予防拠点施設管理運営 

（令和元年度分） 
令元 令 4 19,146 12,764 6,382 0 

川根介護予防拠点施設管理運営 

（令和４年度分） 
令 4 令 7 19,500 0 0 19,500 

特別養護老人ホーム借入金償還金補

助金（あすか） 
平 15 令 5 143,800 129,420 7,190 7,190 

後期高齢者人間ドック検診委託 

（令和３年度分） 
令 3 令 4 77 0 77 0 

後期高齢者人間ドック検診委託 

（令和４年度分） 
令 4 令 5 291 0 0 291 

こども館管理運営委託 
令元 令 6 150,000 60,000 30,000 60,000 

放課後児童クラブ運営委託 
令 2 令 5 481,800 160,200 160,800 160,800 

就労準備支援事業委託 
令 3 令 6 32,169 0 10,723 21,446 

訪問業務等モバイルパソコン賃借料 
令元 令 7 3,432 1,258 686 1,488 

新型コロナウイルスワクチン接種体

制整備委託 
令 3 令 4 55,675 0 55,675 0 

がん等集団検診委託 
令 3 令 6 212,000 0 57,972 154,028 

第３次環境基本計画・地球温暖化対

策実行計画策定委託 
令 3 令 4 3,993 0 3,993 0 

斎場火葬及び受付委託 
令 3 令 6 105,782 0 35,261 70,521 

ごみ資源収集運搬委託 

（令和３年度分） 
令 3 令 4 163,297 0 163,297 0 

ごみ資源収集運搬委託 

（令和４年度分） 
令 4 令 5 167,268 0 0 167,268 

田代環境プラザガス化溶融施設点検

整備委託        （令和３年度分） 
令 3 令 4 473,000 0 473,000 0 

田代環境プラザガス化溶融施設点検

整備委託        （令和４年度分） 
令 4 令 5 561,000 0 0 561,000 

クリーンセンター汚泥運搬車両購入 
令 4 令 6 10,219 0 0 10,219 



事 業 名
実施

年度

終了

年度

債務負担

行為総額

３年度

までの

支出額

４年度

支出額

翌年度以降

支出予定額

勤労者住宅資金利子補給金

（平成 年度分）
平 令

勤労者住宅資金利子補給金

（平成 年度分）
平 令

勤労者住宅資金利子補給金

（平成 年度分）
平 令

勤労者住宅資金利子補給金

（平成 年度分）
平 令

農業経営基盤強化資金利子助成金
平 令

栃山川改修事業償還金負担金
平 令

県営新農業水利システム事業償還金

負担金（栃山川南部地区）
平 令

大井川用水事業（二期）償還金負担

金
平 令

牧之原畑地総合整備土地改良事業償

還金負担金 （平成 年度分）
平 令

牧之原畑地総合整備土地改良事業償

還金負担金 （平成 年度分）
平 令

牧之原畑地総合整備土地改良事業償

還金負担金 （平成 年度分）
平 令

牧之原畑地総合整備土地改良事業償

還金負担金 （平成 年度分）
平 令

地籍調査支援システム賃借料
令 令

地域木材利用促進事業費補助金

（令和３年度分）
令 令

地域木材利用促進事業費補助金

（令和４年度分）
令 令

地域交流センター管理運営委託

（平成 年度分）
平 令

地域交流センター管理運営委託

（令和４年度分）
令 令

しまだ音楽広場管理運営委託
令元 令

小口資金利子補給金

（平成 年度分）
平 令

小口資金利子補給金

（平成 年度分）
平 令

小口資金利子補給金

（令和元年度分）
令元 令

小口資金利子補給金

（令和２年度分）
令 令

小口資金利子補給金

（令和３年度分）
令 令

小口資金利子補給金

（令和４年度分）
令 令

短期経営改善資金利子補給金

（令和３年度分）
令 令

短期経営改善資金利子補給金

（令和４年度分）
令 令
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事 業 名
実施

年度

終了

年度

債務負担

行為総額

３年度

までの

支出額

４年度

支出額

翌年度以降

支出予定額

経済変動対策貸付金利子補給金
令 令

占用管理システム賃借料
平 令

都市公園等管理委託

（令和３年度分）
令 令

都市公園等管理委託

（令和４年度分）
令 令

ばらの丘公園管理運営委託
令 令

中央公園等管理運営委託
令 令

消防指令業務委託
平 令

消防団無線機賃借料
平 令

外国人英語指導委託
令 令

スクールバス運行管理委託

（令和３年度分）
令 令

スクールバス運行管理委託

（令和４年度分）
令 令

小学校県事務職員等コンピュータ賃

借料
令元 令

小学校施設空調機器賃借料

（平成 年度分）
平 令

小学校施設空調機器賃借料

（令和２年度分）
令 令

小学校施設空調機器賃借料

（令和４年度分）
令 令

小学校事務機器賃借料
令元 令

小学校教育用コンピュータ賃借料

（令和元年度分）
令元 令

小学校教員用コンピュータ賃借料

（令和３年度分）
令 令

小学校ＩＣＴ活用支援委託 令 令

島田第一小学校校舎等建設工事監理

委託
令 令

島田第一小学校校舎等建設工事 令 令

中学校県事務職員等コンピュータ賃

借料
令元 令

中学校施設空調機器賃借料
平 令

中学校事務機器賃借料
令元 令

中学校教育用コンピュータ賃借料

（令和元年度分）
令元 令
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事 業 名
実施

年度

終了

年度

債務負担

行為総額

３年度

までの

支出額

４年度

支出額

翌年度以降

支出予定額

中学校教員用コンピュータ賃借料

（令和３年度分）
令 令

中学校ＩＣＴ活用支援委託
令 令

公民館等施設パソコン賃借料
令元 令

図書館業務基幹システム賃借料
令元 令

読書通帳機賃借料
平 令

島田市民総合施設プラザおおるり管

理運営委託
平 令

金谷生きがいセンター管理運営委託
令 令

川根文化センターチャリム 管理運

営委託 （平成 年度分）
平 令

川根文化センターチャリム 管理運

営委託 （令和４年度分）
令 令

文化施設空調機器・照明器具賃借料
平 令

しまだ楽習センター管理運営委託

（平成 年度分）
平 令

しまだ楽習センター管理運営委託

（令和４年度分）
令 令

野外活動センター山の家管理運営委

託 （平成 年度分）
平 令

野外活動センター山の家管理運営委

託 （令和４年度分）
令 令

山村都市交流センターささま管理運

営委託 （平成 年度分）
平 令

山村都市交流センターささま管理運

営委託 （令和４年度分）
令 令

横井運動場公園・大井川緑地等管理

運営委託
令 令

総合スポーツセンター等管理運営委

託
平 令

中部学校給食センター配送委託
令元 令

南部学校給食センター調理等及び市

内小中学校配膳委託
令元 令

合 計 件

（参考）前年度 合計 件 － －

増 減 １件 － － △

- 20 -



- 21 - 

10 基金の状況 

公共施設整備基金、学校施設整備基金及びふるさと応援基金等の新規積立て及び利子積立て

により、合計10億2,787万８千円を積み立てた。一方、取崩しでは、職員退職手当基金、公共施設

整備基金及び新病院建設基金等から合計10億4,538万円を取り崩した。 

この結果、一般会計が所管する基金の年度末現在高の総額は134億4,050万１千円となり、令和

３年度に比べ1,750万２千円の減となった。 

                                     （単位：千円） 

区  分 
令和３年度末 

現 在 高 

決算年度中の増減額 令和４年度末 

現 在 高 
新規 
積立 

利子 
積立 

繰入 
(取崩し) 

差引 

財政調整基金 5,515,300 0 407 0 407 5,515,707 

減債基金 1,838,831 0 7,147 △ 100,000 △ 92,853 1,745,978 

公共施設整備基金 1,275,425 600,000 218 △ 231,100 369,118 1,644,543 

職員退職手当基金 1,285,086 24,004 293 △ 240,000 △ 215,703 1,069,383 

ふるさと創生基金 8,501 0 0 0 0 8,501 

社会福祉振興基金 4,830 0 0 0 0 4,830 

学校施設整備基金 762,749 150,000 113 △ 160,000 △ 9,887 752,862 

新病院建設基金 168,853 0 19 △ 168,872 △ 168,853 0 

交通安全対策基金 32,019 4,570 1 △ 4,370 201 32,220 

青少年教育基金 1,634 0 0 0 0 1,634 

林業地域振興基金 41,400 0 11 △ 7,000 △ 6,989 34,411 

木でつくる未来基金 77,388 28,951 22 △ 6,980 21,993 99,381 

温泉施設基金 46,369 8,259 1 △ 1,188 7,072 53,441 

ふるさと応援基金 142,045 148,653 2 △ 98,551 50,104 192,149 

交通遺児育英基金 17,979 0 0 △ 240 △ 240 17,739 

地域振興基金 2,047,594 0 14,889 0 14,889 2,062,483 

過疎地域持続的発展基金 192,001 40,300 18 △ 27,080 13,238 205,239 

（端数調整） △1 △1 1 1 1 0 

合  計 13,458,003 1,004,736 23,142 △ 1,045,380 △ 17,502 13,440,501 

 

 

 

 



森林環境譲与税の使途について

森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第 条第１項の規定に基づき、譲与を受けた森

林環境譲与税は、以下の事業に要する費用に充てた。

また、令和３年度の森林環境譲与税収入額と決算充当額の差額（ 千円）を木でつくる

未来基金に積み立てた。

さらに、木でつくる未来基金（ 千円）を取り崩し、市役所新庁舎整備事業に充てた。

（歳入）森林環境譲与税 千円 
（単位：千円） 

事業名 決算額

左の財源内訳

当該年度の

森林環境譲与税
基金取崩額 その他の財源

地域木材利用促進事業

森林環境整備促進事業

木でつくる未来基金新規積立金

市役所新庁舎整備事業

合 計

※森林環境譲与税収入額と決算充当額の差額（ 千円）は令和５年度に木でつくる未来基金

に積立てを行う。
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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

令和４年度事業

新型コロナウイルス感染拡大防止及びコロナ禍からの経済社会活動の回復を確かなものと

すること並びに足元の物価高騰などの経済情勢の変化に切れ目なく対応することを目的に

「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を活用し、令和４年度は以下の 事

業を実施した。

令和５年度に繰り越した事業は、６款の肥料価格高騰対策事業の１事業である。

（単位：円）

款 名 事業名
決算額

（交付金対象額）
交付金充当額

２款 総務費

空港周辺地域賑わい創出事業

アンテナショップ出店事業

公開型地理情報システムレイヤ追加

事業

戸籍住民基本台帳事務費

自治体マイナポイント事業

タクシー・路線バス事業者応援事業

３款 民生費

モバイルワーク用パソコン等導入事

業

福祉総合システム改修事業

障害福祉サービス事業所事業継続支

援事業

老人デイサービスセンター管理運営

経費

養護老人ホームぎんもくせい管理運

営経費

介護サービス事業所等事業継続支援

事業

養護老人ホームぎんもくせい感染防

止対策事業

介護保険事業特別会計職員給与費等

繰出金

介護保険事業特別会計保健福祉事業

費繰出金

子育て施設感染拡大防止対策事業

こども館管理運営経費

保育所等感染拡大防止対策事業

保育所等給食経費支援事業

４款 衛生費

会計年度任用職員 
（出産・子育て支援事業） 

フッ化物応用等歯科保健普及事業 

訪問歯科診療備品整備事業
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款 名 事業名 決算額

（交付金対象額）
交付金充当額

４款 衛生費

出産・子育て支援事業

任意予防接種事業

高齢者施設等新規入所者検査事業

抗原定性検査キット配付事業

住宅用省エネルギー設備設置促進事

業

休日急患診療事業特別会計繰出金

病院事業会計繰出金

６款 農林業費
肥料価格高騰対策事業

新規作物取組支援事業

７款 商工費

地域交流センター管理運営経費

しまだ音楽広場管理運営経費

新ブランド創出事業

中小企業者事業継続力強化事業

産業支援センター感染拡大防止対策

事業

無料通信アプリクーポン事業

中小企業者等ＤＸ推進事業

貨物自動車運送事業者応援給付金

中小企業者等燃料価格高騰緊急対策

給付金

観光体験・宿泊サービス支援事業

観光公衆トイレ感染症対策事業

観光・教育旅行バスツアー誘客促進

事業

観光消費機会創出事業

田代の郷温泉管理運営経費

川根温泉管理運営経費

川根温泉ホテル管理運営経費

温泉施設活性化事業

８款 土木費 ばらの丘公園管理運営経費

９款 消防費 避難所用資機材整備事業
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款 名 事業名
決算額

（交付金対象額）
交付金充当額

款 教育費

小学校運営経費 

小学校施設自動水栓化事業

ＧＩＧＡスクール構想実現事業

（小学校費、ＧＩＧＡスクール構想

実現事業）

ＧＩＧＡスクール構想実現事業

（小学校費、新型コロナウイルス感

染症対策事業）

中学校運営経費

中学校施設自動水栓化事業

ＧＩＧＡスクール構想実現事業

（中学校費、ＧＩＧＡスクール構想

実現事業）

ＧＩＧＡスクール構想実現事業

（中学校費、新型コロナウイルス感

染症対策事業）

幼稚園給食経費支援事業

文化施設管理運営経費

プラザおおるり感染拡大防止対策事

業

楽習センター管理運営経費

野外活動センター管理運営経費

山村都市交流センター管理運営経費

総合スポーツセンター等管理運営経

費

横井運動場公園・大井川緑地等管理

運営経費

学校給食運営経費

合計（ 事業）
）

令和３年度繰越事業

令和３年度から令和４年度に繰り越した「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金」を活用した事業は、以下の１事業である。

（単位：円）

款 名 事業名
決算額

（交付金対象額）
交付金充当額

２款 総務費 ふるさと島田の魅力発信事業
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新型コロナウイルス感染症に係る主要な給付金事業

令和４年度事業

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、厳しい状況にある方々の生活・暮らしへ

の支援として以下の事業を実施した。なお、事業費の財源は全額国庫支出金を充当した。

（単位：円）

款 名 事業名 決算額

３款 民生費

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業

令和３年度繰越事業

令和３年度から令和４年度に繰り越した給付金事業は、以下の２事業である。

（単位：円）

款 名 事業名 決算額

３款 民生費
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業

子育て世帯臨時特別給付金給付事業

 
 
 

１款 
 

議 会 費 
 

 

１項 議会費 

 

議 

会 

費 
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１款 
 

議 会 費 
 

 

１項 議会費 

 

議 

会 

費 





 

 

主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
１款 議会費 決算額 ２１４，４５３，２３７円

１項 議会費 決算額 ２１４，４５３，２３７円

１目 議会費 決算額 ２１４，４５３，２３７円

１ 議員報酬

議員 人（定数 人）

 本会議の開催状況 ※括弧内は令和３年度

区 分
回数

回

会 期 本会議等日数

日

本会議等

時間数開会日～閉会日 日数 日

定例会

６月定例会 Ｒ４ ６ ２～６

９月定例会 Ｒ４ ８ ～９

月定例会 Ｒ４ ～

２月定例会 Ｒ５ ２ ～３

臨時会 ４月臨時会 ― ―

合 計

議案等審査件数 ※括弧内は令和３年度 （単位：件）

区 分
定 例 会 臨時会

合 計
６月 ９月 月 ２月 ４月

予 算

条例
議員提出 （ （ （

市長提出

一般議案

同 意 （

諮 問 （

認 定

承認

予 算

条 例

その他

会議規則 （ （

意 見 書 （ （ （

決 議 （ （

議員派遣

合 計

請 願 （

議員提出の議案

ア 条例・会議規則

島田市議会の個人情報の保護に関する条例について （令和５年３月 日 原案可決）

イ 意見書

加齢性難聴への補聴器購入のための国の助成を求める意見書 （令和４年 月 日 原案可決）

国道１号島田バイパス大代インターチェンジの名称変更を求める意見書 （令和５年２月 日 原案可決）

請願・陳情

「高齢者のための島田市補聴器購入費助成制度」の実施を求める請願 （令和４年９月 日 採択）

金谷公民館の指定管理者制度導入の開始延期を求める請願 （令和４年 月 日 不採択）
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
常任委員会・特別委員会等の開催状況 （単位：回）

区 分
開催回数

令和４年度 令和３年度

常任委員会

総務生活常任委員会

厚生教育常任委員会

経済建設常任委員会

議会運営委員会

特別委員会

議会だより編集等に関する特別委員会（Ｒ２～Ｒ３）

議会だより編集等に関する特別委員会（Ｒ３～Ｒ４）

広報広聴特別委員会

島田市総合計画に関する特別委員会

中山間地域の振興に関する特別委員会

予算・決算特別委員会全体会（Ｒ３～Ｒ４）

予算・決算特別委員会厚生教育分科会（Ｒ３～Ｒ４）

予算・決算特別委員会経済建設分科会（Ｒ３～Ｒ４）

予算・決算特別委員会総務生活分科会（Ｒ３～Ｒ４）

予算・決算特別委員会（Ｒ４～Ｒ５）

予算・決算特別委員会厚生教育分科会（Ｒ４～Ｒ５）

予算・決算特別委員会経済建設分科会（Ｒ４～Ｒ５）

予算・決算特別委員会総務生活分科会（Ｒ４～Ｒ５）

全員協議会

議員連絡会

議会報告会の開催状況 （単位：人）

区 分 開催日 会 場 参加人数 人数合計

第１回
５月 日

島田市役所

六合公民館

５月 日 金谷公民館

第２回

月 日 初倉公民館

月５日
川根支所

北部ふれあいセンター

２ 議会活動費

所管事務調査・視察調査

委員会名 視察調査先及び調査項目 期間及び派遣人数

総 務 生 活

常任委員会

愛知県豊橋市議会

豊橋市のごみ処理方法と、生ごみと汚泥を資源とするバイオマス発

電について

令和４年 月 日

７人

厚 生 教 育

常任委員会

※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止等の理由により、令和４年

度は実施なし
―

経 済 建 設

常任委員会

①奈良県奈良市議会

茶業振興の取組について

②三重県伊賀市議会

伊賀流空き家バンクについて

令和４年 月 日から

令和４年 月 日まで

６人
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

議 会 運 営

委 員 会

①山形県米沢市議会 
タブレット、パソコン等の運用について 
対面式議場での運営について 
本会議・委員会のユーチューブ配信について 

②福島県須賀川市議会

対面式議場での運用について

予算常任委員会、決算特別委員会の運営について

タブレット、パソコン等の運用について 

令和５年１月 日から

令和５年１月 日まで

９人

（議長・副議長を含む）

広報広聴

特別委員会

①宮城県柴田町議会 
高校生をはじめとした次世代との意見交換について 

②岩手県奥州市議会

広報・広聴活動について

令和５年１月 日から

令和５年１月 日まで

６人

中山間地域の

振興に関する

特別委員会

①山口県岩国市議会 
岩国市中山間地域振興施策基本条例について 
岩国市中山間地域振興基本計画について 

②広島県三原市議会

中山間地域活性化基本方針について

中山間地域活性化事業「地域計画」について 

令和５年１月 日から

令和５年１月 日まで

７人

議員研修会

内 容 実施日、人数及び場所

島田市議会議員研修会

内 容 行政評価を活用した決算審査

講 師 静岡県立大学 経営情報学部

教授 小西 敦 氏

令和４年 月 日

島田市議会議員 人

島田市役所 議場

政務活動費

交付額 年額 円、議員個人に交付（ 円を超えた額については自己負担）

単位：円）

議員名
調査研

究費
研修費 広報費

要請・

陳情活

動費

資 料

作成費

資 料

購入費

その他

の経費

合計額

うち自己負担額

青山真虎
内容

活動報告誌印刷、書籍購入ほか

天野 弘
内容

研修（自治体議会特別セミナー（自治体議会研究所）、自治体決算の基本と実践、地方財政制

度の基本と自治体財政（全国市町村国際文化研修所 、活動報告誌印刷、ホームページ使用・

管理料、書籍購入

石川晋太郎
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

井上 篤
内容

研修（全国市議会議長会研究フォーラム（全国市議会議長会 ほか

大石節雄
内容

研修（清渓セミナー（清渓セミナー実行委員会

大関衣世
内容

調査研究（門司港レトロ倶楽部（福岡県北九州市）、ＡＩを活用したオンデマンドバス実証運

行（福岡県宗像市）、行橋市図書館等複合施設整備事業（福岡県行橋市）、大刀洗町自分ごと

化会議及びＭＥＧＵＲＵ ＳＴＡＴＩＯＮ🄬🄬（福岡県大洗刀町 、研修（議会改革を考える

（全国市町村国際文化研修所）、全国市議会議長会研究フォーラム（全国市議会議長会

大村泰史
内容

研修（基礎からわかる認知症問題、基礎からわかる学校統廃合（地方議員研究所

桜井洋子
内容

調査研究（門司港レトロ倶楽部（福岡県北九州市）、ＡＩを活用したオンデマンドバス実証運

行（福岡県宗像市）、行橋市図書館等複合施設整備事業（福岡県行橋市 、研修（デジタル化

と地方自治のゆくえ（第 回自治体学校実行委員会）、自治体財政の基礎を押さえて「財政危

機」の正体を知る（㈱自治体研究社 、活動報告誌印刷、書籍購入

提坂大介 内容

調査研究（東日本大震災後の復興状況（岩手県山田町）、高速無線インターネットやはばＷｉ

－Ｆｉ（岩手県矢巾町 、研修（市町村財政分析基礎講座（ＮＰＯ法人多摩住民自治研究所

清水唯史

内容

調査研究（門司港レトロ倶楽部（福岡県北九州市）、ＡＩを活用したオンデマンドバス実証運

行（福岡県宗像市）、行橋市図書館等複合施設整備事業（福岡県行橋市）、大刀洗町自分ごと

化会議及びＭＥＧＵＲＵ ＳＴＡＴＩＯＮ🄬🄬（福岡県大洗刀町 、研修（市町村議会議員特別

セミナー「自治体決算の基本と実践」（全国市町村国際文化研修所）、自治体・公共ｗｅｅｋ

２０２２（自治体・公共ｗｅｅｋ実行委員会）、全国市議会議長会研究フォーラム（全国市議

会議長会主催 、書籍購入ほか

曽根達裕

内容

調査研究（門司港レトロ倶楽部（福岡県北九州市）、ＡＩを活用したオンデマンドバス実証運

行（福岡県宗像市）、行橋市図書館等複合施設整備事業（福岡県行橋市）、大刀洗町自分ごと

化会議及びＭＥＧＵＲＵ ＳＴＡＴＩＯＮ🄬🄬（福岡県大洗刀町 、研修（自治体議会特別セミ

ナー（自治体議会研究所）、アフターコロナ時代を動かす質問の仕方（地方議員研究会）、全

国市議会議長会研究フォーラム（全国市議会議長会
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

平松吉祝 内容

調査研究（東日本大震災後の復興状況（岩手県山田町）、高速無線インターネットやはばＷｉ

－Ｆｉ（岩手県矢巾町

藤本善男

内容

調査研究（門司港レトロ倶楽部（福岡県北九州市）、ＡＩを活用したオンデマンドバス実証運

行（福岡県宗像市）、行橋市図書館等複合施設整備事業（福岡県行橋市）、大刀洗町自分ごと

化会議及びＭＥＧＵＲＵ ＳＴＡＴＩＯＮ🄬🄬（福岡県大洗刀町 、研修（市町村議会議員特別

セミナー「自治体決算の基本と実践」（全国市町村国際文化研修所）、全国市議会議長会研究

フォーラム（全国市議会議長会）、交通・観光・まちづくりのコロナからの再生、ＣＡＳＥ／

ＭａａＳ／ＤＸを活用したこれからの公共交通（地方議員研究会 、書籍購入ほか

村田千鶴子
内容

研修（基礎からわかる認知症問題、基礎からわかる学校統廃合（地方議員研究所

森 伸一

内容

研修（教育総合展（ＥＤＩＸ）東京（ＥＤＩＸ実行委員会）、日本自治創造学会研究大会

（ 一社 日本自治創造学会）、市町村議会議員研修「住民とのコミュニケーション」（全国市

町村国際文化研修所）、全国都市問題会議（第 回全国都市問題会議実行委員会）、地域医療

政策セミナー（地域医療政策セミナー全国自治会病院経営都市協議会）、全国小水力発電大会

（全国小水力発電大会実行委員会）、全国地方議会サミット （ローカル・マニュフェスト

推進連盟事務局）、全国政策研究集会 静岡（全国政策研究集会 静岡実行委員会

ほか

八木伸雄
内容

活動報告誌印刷、書籍購入ほか

山本孝夫
内容

調査研究（門司港レトロ倶楽部（福岡県北九州市）、ＡＩを活用したオンデマンドバス実証運

行（福岡県宗像市）、行橋市図書館等複合施設整備事業（福岡県行橋市 、研修（清渓セミ

ナー（清渓セミナー実行委員会 、書籍購入

横田川真人

内容

調査研究（門司港レトロ倶楽部（福岡県北九州市）、ＡＩを活用したオンデマンドバス実証運

行（福岡県宗像市）、行橋市図書館等複合施設整備事業（福岡県行橋市）、大刀洗町自分ごと

化会議及びＭＥＧＵＲＵ ＳＴＡＴＩＯＮ🄬🄬（福岡県大洗刀町）、東日本大震災後の復興状況

（岩手県山田町）、高速無線インターネットやはばＷｉ－Ｆｉ（岩手県矢巾町 、研修（市町

村財政分析基礎講座（ＮＰＯ法人多摩住民自治研究所
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

横山香理
内容

研修（基礎からわかる認知症問題、基礎からわかる学校統廃合（地方議員研究会

四ツ谷恵
内容

研修（交通権を保障した交通政策と地域の交通のあり方、学校統廃合・小中一貫教育を考え

る、水道広域化と民営化「広域水道に住民の声はとどかない」、デジタル化と地方自治のゆく

え（第 回自治体学校実行委員会）、地方自治からみる真の子どもの政策とは（ＮＰＯ法人多

摩住民自治研究所 、活動報告誌印刷、書籍購入ほか

３ 議会事務費

議会広報発行

ア 発行内容

号 内 容 発行 ページ数 頁 発行部数 部 金額 円 委託先

２月定例会 ５月

松本印刷㈱

臨時号 ７月

６月定例会 ８月

９月定例会 月

月定例会 ２月

議場放映事業

「開かれた議会」の実現のため、平成 年６月定例会から市議会本会議全日程のインターネット生中継及び録

画配信を行っている。

ア 事業費

令和４年度契約額： 円（機械器具賃借料）

契約先：㈱大和速記情報センター

イ アクセス状況

ｱ 生中継 （単位：件）

会議区分 ６月定例会 ９月定例会 月定例会 ２月定例会 臨時会 合計

令和４年度 －

令和３年度

ｲ 録画配信 （単位：件）

会議区分 ６月定例会 ９月定例会 月定例会 ２月定例会 臨時会 合計

令和４年度 －

令和３年度
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２款 
 

総 務 費 
 

 

１項 総務管理費 

２項 徴税費 

３項 戸籍住民基本台帳費 

４項 選挙費 

５項 統計調査費 

６項 監査委員費 

７項 交通安全対策費 
 

 

総 

務 

費 





 

 

主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
２款 総務費 決算額 ８，５４６，９８５，０５２円

１項 総務管理費 決算額 ７，００８，７４７，７７７円

１目 一般管理費 決算額 １，９９２，０７５，２６３円

１ 委員報酬

固定資産評価審査委員会委員 ５人

令和５年２月議会において、任期満了となる委員２人について選任（新任２人）の同意を得た。
令和４年度は、審査の申出はなかった。

固定資産評価審査委員会の開催状況

年度 開催日 内 容

４ 令和４年８月５日
委員長の選挙、委員長職務代理者の指定について
令和４年度の審査申出状況について
固定資産課税台帳縦覧状況の報告について

３ 令和３年８月４日

委員長の選挙、委員長職務代理者の指定について
令和３年度の審査申出状況について
固定資産課税台帳縦覧状況の報告について
島田市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例の
施行に伴う様式の整理について

２ 職員給与費

令和４年度中の病院医療職を除く採用職員は、 人であった。一方、年度中の退職者は 人で、うち定年退職者
は 人、早期退職者は４人、普通退職者は 人、静岡県教育委員会への身分切替えによる者は２人であった。ま
た、再任用職員について、令和４年度からの任用は 人、年度末の任期満了者は 人であった。

職員数及び任免の状況

ア 職員数（４月１日現在） 括弧内は定数外職員：外書き（単位：人）

区 分 令和４年度 令和３年度 職員定数

市長の事務部局

議会の事務部局

選挙管理委員会の事務部局

監査委員の事務部局

農業委員会の事務部局 － －

教育委員会の事務部局

総合医療センター

水道事業

公共下水道事業

合 計

※市長事務部局の職員数に農業委員会事務部局及び看護専門学校の職員数を含む。

イ 任免等（令和４年度中の任免等の状況） 括弧内は定数外職員：外書き（単位：人）

区 分 採用 退職 再任用
再任用
任期満了

分 限
（病気休職）

懲 戒
（減給･戒告）

市長の事務部局

市長の事務部局以外

内

訳

監査委員事務局

議会事務局

農業委員会事務局

教育委員会の事務部局

総合医療センター

水道事業

公共下水道事業

合 計

※再任用の任期の更新を除く。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
令和４年度の採用試験の状況（令和５年度採用分）

区 分 募集人数
応募者 人 合格者 人 採用者 人

総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性

一般事務（大学卒）

人程度
一般事務（短大卒）

一般事務（高校卒）

一般事務（地方創生）

土木技術（大学卒） 若干人

土木技術（短大卒） 若干人

土木技術（高校卒） 若干人

保健師 若干人

保育士 若干人

看護師 若干人

法務専門官 １人

合 計

※合格者が辞退した場合や定年以外の退職者が出た場合に補欠合格者を繰り上げているため、採用者数が合格者

数を上回る区分がある。また、静岡県教育委員会からの身分切替え職員を除く。

給与

職別平均基本給（令和５年３月末実績） （単位：円）

職 別 人員 人 平均年齢 歳 平均勤続年数 年 平均給料月額ａ 平均扶養手当ｂ 合計ａ＋ｂ

部長級

課長級

課長補佐級
係長級
主査級
主事級
書記級
事務員級
合 計

※病院事業職員を除く。

退職手当支給状況

区 分 人員 人 退職手当総額 円 平均在職年数 年 退職時平均給料月額 円
普通退職
定年退職
早期退職
合 計

※看護専門学校職員、任期満了から改めて採用された職員及び静岡県教育委員会への身分切替え職員を除く。

 
《参考》ラスパイレス指数の推移

年 度 ４ ３ ２ 元
ラスパイレス指数
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
３ 窓口業務等包括委託

市で取り扱う窓口における各種届書及び申請書の受付、窓口案内等に関する業務の一部を委託し、民間事業者の

ノウハウの活用及び創意工夫により効率的な業務の遂行と市民サービスの向上を図った。

（単位：円）

事業名 事業概要 事業費 備 考

窓口受付等

包括委託

窓口における各種届出書及

び申請書の受付、各種証明

書等の作成並びに窓口案内

等に関する業務の委託

財源内訳

一般財源

委託料

シダックス大新東ヒューマンサービス㈱

契約額総額

令和２年度～令和５年度

自動車運転

管理等包括

委託

自動車運転管理等業務（マ

イクロバス等の運転、水路

橋通行監視、文書集配、清

掃等）の委託

財源内訳

一般財源

委託料

シダックス大新東ヒューマンサービス㈱

契約額総額

令和２年度～令和５年度

４ 秘書事務費

表彰費

令和４年 月１日に島田市表彰式を開催した。島田市表彰条例に基づき、学術、公共事業、保健衛生、消防、

交通安全、善行及び市政推進の各分野において功労のあった 人・１団体に島田市表彰を授与した。

また、令和４年度は、島田市に関係のある 人が叙勲を受章され、広報しまだへ掲載するなど栄誉を讃えた。

ア 島田市表彰

功 労
受賞者数

主要経歴・功績
個人 人 団体 団体

学術 島田市史編さん委員

公共事業 島田市都市計画審議会委員

保健衛生 学校歯科医

消防 消防団員

交通安全 島田市交通指導員

善行 環境教育・情操教育

市政推進 島田市教育長

合 計

イ 叙勲 
区 分 勲 章 功労、功績 受章者数 人

春の叙勲
旭日双光章 地方自治、金融業

瑞宝単光章 技能検定

秋の叙勲

瑞宝小綬章 警察

旭日双光章 地方自治

瑞宝双光章 学校保健

危険業務従事者叙勲
瑞宝双光章 防衛、警察

瑞宝単光章 防衛、警察

合 計

※死亡叙勲、高齢者叙勲を除く

※春秋の褒章受章者なし
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主   要   事   業   の   説   明 款 項 目 

２目 戦略推進費 決算額            ４１，２０７，３７５円 

１ 戦略推進事業 

(1) 戦略推進事務費 

ア 島田市総合計画市民意識調査（市民アンケート）の実施   

事業の目的 事業の内容 
事業の成果 

（期待する効果） 

事業費

（円） 

市民意識の経年変化等

の分析結果を施策の評

価や総合計画の進捗管

理の基礎資料とする。 

18歳以上の市民2,500人を対象にアンケー

トを実施し、1,258件の回答を得た。 

（回答率50.3％） 

契約先：㈱地域まちづくり研究所 

業務内容：企画設計・調査準備、郵送調

査、集計・分析、報告書作成 

第２次島田市総合計画前期

基本計画のめざそう値とし

て設定した26の調査項目に

より、令和３年度における

施策の進捗を評価した。 

1,468,500 

 

イ 島田市まち・ひと・しごと創生市民会議・金融機関会議の開催 

「島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく市の取組を産官学金労言の多様な視点で評価・検証

し、行政による自己評価の妥当性、客観性を担保するため、市民会議及び金融機関会議を開催した。 

 

市民会議開催実績 

区分 開催日 内  容 

第１回 令和４年８月22日 

令和３年度第２期島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の評価・検証 

第２期島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂の方向性について 

多様な主体と協働・連携した地域を支える人材育成 

意見交換 

第２回 令和５年３月22日 

第２期島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂について 

令和４年における島田市の人口動向 

意見交換 

 

金融機関会議開催実績 

区分 開催日 内  容 

第１回 令和４年８月25日 

令和３年度第２期島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の評価・検証 

第２期島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂の方向性について 

令和４年度主要事業等実施状況報告 

意見交換 

第２回 令和５年３月17日 

第２期島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂について 

令和４年における島田市の人口動向 

意見交換 

  

ウ 企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）の実績 

寄附者 寄附の内容（円） 充当先事業 

富士産業㈱ 

2,400,000 

災害時等医療救護体制整備事業 

島田掛川信用金庫 シティプロモーション推進事業 

非公表 茶業団体支援事業 

 

(2) 空港周辺プロジェクト推進事業 

ア 静岡空港隣接地域賑わい空間創生事業 

空港隣接地域（初倉地区の11町内会、金谷地区の３町内会）において、空港と地域の調和ある発展を図る

とともに、空港周辺の賑わいを創出していくため、静岡空港隣接地域賑わい空間創生事業費補助金を活用した

社会基盤・住環境等の整備などを主管課・地元・関係機関との協力、調整により実施した。 

 



 

 

主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
ｱ 隣接地域振興事業一覧（令和４年度分） （単位：円）

事業名 事業の概要 事業費 うち隣接補助金

空港利活用促進事業 空港を活かしたにぎわいづくり事業

道路整備事業 吹木線改良事業（ 工区）

農業振興事業 本村カザシ水路改修事業

合 計

ｲ 隣接地域振興事業一覧（令和３年度繰越分） （単位：円）

事業名 事業の概要 事業費 うち隣接補助金

（繰越明許）道路整備事業 色尾大柳線改良事業ほか１件

合 計

イ 空港周辺市町空港共生協議会（島田市・牧之原市・吉田町）（負担金 円）

ｱ 静岡空港ＰＲ事業

国際線の運航再開にあわせて、到着便の搭乗客を対象に２市１町の記念品（島田市：緑茶の急須もなか、

一煎茶ティーバッグ）を配布し、空港周辺市町をＰＲするとともに、富士山静岡空港と地域との共生を推進

した。

ウ 空港隣接地域地元対策事業

富士山静岡空港を活用した地域振興策の研究の一環として、市と初倉地域空港対策協議会及び牧の原自治会

空港対策委員会の共催で、静岡空港を活用したまちづくり研修会を開催した。

令和４年度は、富士山静岡空港、フジビジネスジェット㈱及び静岡エアコミュータ㈱の施設を見学した。

エ 富士山静岡空港の二次交通を活用した観光誘客事業補助金（補助金 円）【令和４年度新規事業】

富士山静岡空港利用者の利便性の向上と市内への観光誘客を目的に、空港、市内の鉄道駅及び市観光施設２

か所以上を結ぶ空港アクセスバスを定期運行する事業者に対し、観光施設へ接続する区間の経費の一部、並び

に対象年度乗降者数から増員になった人数及び観光施設の乗降者数に定額を乗じた金額で補助金を交付した。

区分 実績

対象年度からの乗降者増員数 人

観光施設乗降者数 人

※対象年度は、コロナ前において乗降者数が多かった令和元年度とした。

オ 旧金谷中学校跡地活用事業

ｱ  旧金谷中学校跡地活用事業者選定

令和３年度に実施したトライアル・サウンディングやマーケットサウンディング調査を踏まえ、平成 年

度に策定した基本計画を一部修正した。また、事業用地を活用する事業者を新たに募集し、静銀リース㈱を

優先的交渉権者に決定した。

区分 開催日 内 容

第１回旧金谷中学校跡地活用

事業優秀提案者選定委員会
令和４年７月 日

・選定委員会について

・事業者選定スケジュールについて

・審査方法について

旧金谷中学校跡地の活用に向

けた基本計画（一部修正）の

公表

令和４年８月５日

（目標）

広域的な交流人口の拡大、賑わいの創出

（方向性）

観光・交流や自然とアウトドア活動の場として、

交流人口拡大と賑わい創出を図る拠点を整備
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

旧金谷中学校跡地活用事業プ

ロポーザル募集要項の公表

令和４年８月５日～

月２日

・事業用定期借地権設定契約による土地の賃貸

・基本計画に基づく事業提案募集

第２回旧金谷中学校跡地活用

事業優秀提案者選定委員会
令和４年 月 日

・事業提案者によるプレゼンテーション

・選定委員による事業提案者へのヒアリング

・選定委員による意見交換

・優秀提案者等の決定について

優先的交渉権者決定の公表 令和４年 月 日

（優先的交渉権者）静銀リース㈱

（点数） 点／ 点

（応募事業者数）２者

ｲ 事業用地管理

事業用地の除草作業を実施した。

事業名 実施日 事業費（円） 備 考

旧金谷中学校跡地

除草作業

令和４年７月 日～７月 日

令和４年 月 日～ 月 日

役務費

１回目

２回目

請負先

㈱大石商店

コワーキングスペース運営事業費補助金

ＩＣＴを活用した多様な働き方及びコワーキングスペースの利用者の間における協業を促進し、地域経済の

活性化を図ることを目的に、コワーキングスペースの運営に対しての補助を行った。

実施内容 事業の成果 事業費（円） 備考

島田商工会議所会館１階の

施設運営

施設：有料席５席、

フリースペース 席

（最大 席）

運営日数： 日

・有料席延べ 人、実８人

（契約率 ％）

・フリースペース延べ利用者数 人

（利用率 ％）

・フリースペース登録者数 人

補助金 補助先

島田ＩＣＴコン

ソーシアム

広域行政推進経費

ア 静岡県中部５市２町首長会議（負担金 円）

「しずおか中部連携中枢都市圏ビジョン」事業の進捗確認や次年度計画に係る協議、意見交換を行った。

事 項 実施日・会場 内 容

第１回中部５市２町

首長会議

令和４年 月 日

（焼津グランドホテル）

しずおか中部連携中枢都市圏における令和５年度の

連携事業（案）について

脱炭素社会の実現に向けた取り組みについて（環境

省等との意見交換会）

中部５市２町首長会

議担当課長会議

（３回開催）

令和４年６月３日

（焼津市役所）

令和３年度静岡県中部５市２町首長会議事業実績案

及び決算案について

令和４年度静岡県中部５市２町首長会議事業計画案

及び予算案について

令和４年度静岡県中部５市２町首長会議の概要につ

いて

令和４年度連携事業及び令和５年度連携事業の検

討・提案について

令和４年９月 日

（ウェブ会議）

令和５年度連携事業の提案状況について

令和４年度静岡県中部５市２町首長会議について
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

令和５年３月 日

（ウェブ会議）

都市圏ビジョンに掲げる各目標値の達成状況・改

定・懇談会の開催について

令和４年度静岡県中部５市２町首長会議事業実績案

及び決算見込について

令和５年度静岡県中部５市２町首長会議事業計画案

及び予算案について

令和４年度及び５年度連携事業実施に伴う負担金手

続について

イ 「しずおか中部連携中枢都市圏」の取組

島田市が実施主体となった連携事業（静岡市からの事業負担金を得て実施した事業）

（単位：円）

事業名 事業の概要 事業費 うち静岡市負担金

大井川流域ニューツーリズム推

進事業

（観光文化部観光課）

大井川鐵道本線や井川線を軸に沿線活性化

イベントやフリーペーパーによる魅力発信

事業等の実施

ＪＲ駅前等賑わい創出事業

（産業経済部商工課）

島田駅北口駅前広場及び駅前緑地にイルミ

ネーション等の設置や駅前でのイベントの

開催

若者就職促進事業

（産業経済部商工課）

志太３市が連携したインターンシップフェ

アや合同企業説明会、高校授業への企業の

参画、企業同士の事例検討会等の実施

合 計

中部５市２町それぞれが実施主体となった連携事業（静岡市からの事業負担金を得て実施した事業）

（単位：円）

事業名 事業の概要 事業費 うち静岡市負担金

共通電子申請サービス利用事業

（市長戦略部デジタルトランス

フォーメーション推進課）

圏域の各市町において、共通の電子申請

サービスを利用する。

ウ 大井川の清流を守る研究協議会（負担金 円）

流域の住民を対象に啓発事業を実施し、参加者の大井川についての理解が深まった。

事 項 実施日・会場 内 容

大井川の清流を守る
研究協議会総会

令和４年７月４日
（大井神社宮美殿）

＜議題＞
・令和３年度事業報告並びに決算報告について
・役員改選について
・令和４年度事業計画（案）並びに収支予算（案）について
＜講演会＞
・講演：「長島ダムの現状について～土砂堆積の状況～」
講師：国土交通省長島ダム管理所 松村昭洋氏（所長）

リニア中央新幹線建
設に伴う先進地視察

令和４年９月 日 視察先：山梨県早川町役場（早川町との意見交換会）
南アルプストンネル山梨工区
・広河原非常口ヤード坑内
・早川非常口ヤード
・中州発生土仮置き場

参加者：大井川流域構成市町会員及び担当職員 人
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

大井川を知る総合学
習 学校出前講座

令和４年 月 日～
月 日

・内容：大井川出前講座
・実績：構成市町 校（ クラス） 人受講
※うち市内：大津小、島田第二小など ６校 人受講

大井川源流部を学ぶ
視察会（公募事業）

台風第 号被害の影
響により中止

大井川水源地域や大
井川について学ぶ講
演会

令和５年２月５日
（島田市民総合施設
プラザおおるりホー
ル）

＜講演１＞「大井川の移り変わりについて」
講師：静岡県環境学習指導員 小澤節子氏
＜講演２＞「長島ダム管理の 年の歴史とその役割」
講師：国土交通省長島ダム管理所 松村昭洋氏（所長）
＜講演３＞「大井川と大井川農業用水の関わりについて」
講師：大井川土地改良区事業課 永田聡氏（課長）
参加者 人

大井川用水を学ぶ視
察会（公募事業）

令和５年３月３日 視察先：相賀浄水場、川口発電所、川口取水口ほか
参加者： 人

協議会活動啓発事業 通年 業務委託によるホームページの運営管理

エ 中部地域経営会議（負担金 円）

市町の枠を超え中部地域全体の発展を図るため、６市２町の首長や商工会議所の会頭、学識経験者、市民団
体代表が、中部地域の緊急課題に関し広域的な対応策等を協議した。令和４年度総会では、人材育成に関する
提言書が提出され、意見が交わされた。

事 項 実施日・会場 内 容

中部地域経営会議総

会

令和４年４月 日

（ホテルグランヒ

ルズ静岡）

令和３年度調査研究テーマの報告書「教育（学ぶ）と雇用（働く）

をつなぐ地域総がかりでの次世代人材育成」について意見が交わさ

れた。令和４年度は、デジタル活用による中小企業の体質強化につ

いてワーキンググループを置いて調査研究することとなった。

中部地域経営会議

担当者打ち合わせ会

（２回開催）

令和５年１月 日

（ウェブ会議）

令和５年２月 日

（ウェブ会議）

令和５年度調査研究テーマの検討や中部地域経営会議のあり方につ

いて協議を行った。

首都圏しまだネットワーク形成事業経費【令和４年度新規事業】

首都圏の企業や個人等とネットワークを形成し、情報発信及び情報収集を行い、市の認知度向上や効果的な

情報を基に事業化に向けた検討を進めた。

実施内容 事業の成果 事業費（円）

首都圏企業等への訪問活動 訪問及び面談件数 件

（訪 問 先）企業・スタートアップ･金融機関

建設会社等

（情報発信）各種事業・観光・廃校利活用など

（情報収集）企業の取組・新技術・スタートアップ

との関わり方等

（内訳）

旅費

首都圏しまだ交流会

開催日：令和４年７月９日

会 場：東京都丸の内

島田市にゆかりのある首都圏在住者等

島田市の今昔･観光情報・特産品の紹介等

参加者 人

（内訳）

会場使用料
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主   要   事   業   の   説   明 款 項 目 

２ 政策推進事業費 

   各部経営方針に基づき、部ごとの創意工夫と判断により、戦略的かつスピード感を持って事業展開することを目

的に以下の事業を実施した。 

(1) 市長戦略部 

事業名 

（担当課） 
事業の目的 事業の内容 

事業の成果 

（期待する効果） 
事業費（円） 

島田市子育て支

援 プ ラ ッ ト

フォームＰＲ動

画作成業務委託 

（デジタルトラ

ンスフォーメー

ション推進課） 

市独自の取り組み

について、全国で

どのように評価さ

れ、どういった反

響があるか検証す

るため、効果的な

ＰＲ動画を作成し

た。 

夏のDigi田甲子園にお

いて、島田市子育て支

援プラットフォームを

ＰＲするための動画作

成業務 

デジタル田園都市国家構

想実現に向けた取り組み

の一環として開催された

「夏の Digi 田甲子園」に

静岡県一般市の部の代表

として出場した。本選に

おいて紹介動画を作成

し、広く周知した結果、

国民投票得票数546票、全

国９位となった。 

297,000 

（内訳） 

委託料 

297,000 

 

(2) 地域生活部 

事業名 
（担当課） 

事業の目的 事業の内容 
事業の成果 

（期待する効果） 
事業費(円) 

多様性に関する意
識啓発アドバイ
ザーの求人サポー
ト事業 
（市民協働課） 

性の多様性の理解促
進や、男女共同参画
への理解を一層推進
していく専門職員の
採用・求人に係る募
集記事掲載やサポー
トのため。 

専門職員の求人に関す
るサポート業務の委託 
〇業務内容 
・求人に係る企業ペー
ジ（島田市の紹介
ページ）の作成 

・求人情報掲載 
・対象となりうる人材
情報の調査や人材発
掘等 

・面接等選考に係るノ
ウハウ提供 

〇委託先：㈱JobRainbow 
〇実施期間：令和４年
５月31日から令和４年
10月31日まで 

就職情報サイト上に島田市の企
業ページを作成することで、今
までに島田市を知ることがな
かった層に市の情報やダイバー
シティへの考え方について伝え
ることができた。 
また、サイトの情報を通じて、
県外から３名の方から求人への
応募があった。 
その他、ＬＧＢＴ等へ配慮した
面接ノウハウのレクチャー及び
動画提供によって、動画による
管理職職員の面接研修も実施す
ることができた。 

330,000 
（内訳） 
委託料 

330,000 

 

(3) 教育部 

事業名 
（担当課） 

事業の目的 事業の内容 
事業の成果 

（期待する効果） 
事業費(円) 

国際バカロレア教

育先進地視察 
（学校教育課） 

静岡県立高校（再編
整備校）への国際バ
カロレア導入に向け
て、先進事例である
高知国際中学・高校
の導入手法を静岡県
職員と共に学ぶ。 

視察先 

①香美市教育委員会 

・担当からの説明 

②高知県教育委員会 

・担当からの説明 

③高知県立高知国際中

学校・高等学校 
・学校視察 

バカロレア教育を推進するに当
たっての市教育委員会の支援体
制構築の参考となった。また、
県と市の意識の共有が図られ
た。 

104,640 
（内訳） 
旅費 

104,640 
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主   要   事   業   の   説   明 款 項 目 

３ 新型コロナウイルス感染症対策事業 

 (1) 空港周辺地域賑わい創出事業【令和４年度新規事業】 

    新型コロナウイルス感染症の影響を受けている航空業界の支援に加え、ポストコロナ社会に向け空港を核とし

た賑わいの創出を図った。 

事業名 事業内容 事業の成果 事業費（円） 

富士山静岡空港を
活用したマイクロ
ツーリズム事業 

・オープントップバスツ
アー事業の企画・運営 

・ショートトリップツア
ー事業の企画・運営 

・ウォーキングツアー事
業の企画・運営 

・空港ターミナル内にお
ける島田市のシティプ
ロモーション 

実施期間：令和４年５月27日～ 
令和５年３月31日 

・オープントップバスツアー 
参加者：555人 

・ショートトリップツアー 
 参加者：21人 
・ウォーキングツアー 
 参加者：544人 
・島田市緑茶化計画プロモーショ
ン動画を放映し、来館者へ島田
市の魅力を発信した。 

・４種の緑茶スイーツを展示し、
販売促進を図った。 

委託料     9,999,999 
（財源内訳） 
国庫支出金（コロナ臨時交
付金）     9,999,999 

 
委託先：富士山静岡空港㈱ 

島田市による航空
機ネーミングライ
ツ広告媒体活用委
託業務 

・ネーミングライツ事業 
・ヘッドレストへの広告
掲出 

・記念カード配布 
・機内放送 
・機内誌掲載 
・機内配布用茶菓子提供 
・ＳＮＳプレゼントキャ
ンペーン 

実施期間：令和４年４月26日～ 
令和５年３月31日 

・ＦＤＡ８号機へ愛称を付与し、
機体へ島田市緑茶化計画のブラ
ンドメッセージを掲出すること
で、全国各地へ島田市をＰＲし
た。 
愛称：「地球上でもっとも緑茶
を愛する街、静岡県島田市」号 

・機内配布用茶菓子3,000個を提
供し、島田市の魅力を発信する

とともに販売促進を図った。 

委託料    11,000,000 
事務費      648,768 
（財源内訳） 
国庫支出金（コロナ臨時交
付金）        11,000,001 
一般財源     648,767 
 
委託先：㈱フジドリームエ
アラインズ 

富士山静岡空港周
辺賑わい創出事業
コーディネート等
業務 

・機体及びヘッドレスト
のデザイン 

・記念カード等の作成 
・機内誌の作成・編集 

実施期間：令和４年４月22日～ 
令和５年３月31日 

・機体に掲出するロゴデザイン及
びヘッドレストの広告デザイン 

・記念カード等の作成 
・機内誌にて、緑茶の魅力や島田
市内の観光情報を掲載した。 

委託料     3,000,000 
（財源内訳） 
国庫支出金（コロナ臨時交
付金）         3,000,000 
 
委託先：㈱マイロックチョ
コレーツ 

合計 

委託料    23,999,999 
事務費      648,768 
（財源内訳） 
国庫支出金（コロナ臨時交
付金）        24,000,000 
一般財源     648,767 

 

３目 広報費 決算額          ６０，６９０，０３９円 

１ 広報費 

(1) 広報活動経費 

ア 放送広報 

行政の各種事業の取組及び市内で開催される催し物やイベント等について、ＦＭ島田をはじめ静岡県市町村

振興協会事業による、静岡エフエム放送㈱（Ｋ－ｍｉｘ）、ＳＢＳラジオ及び静岡新聞広告を利用した広域的
な広報を行い、周知を図った。また、難聴地域でも放送を聴取できるインターネット放送（サイマルラジオ）

の利用促進を啓発した。 



 

 

主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
イ 市公式ホームページ運用管理

ホームページ管理システムを利用し、市民に最新の情報を提供した。また、ＳＮＳ（ ・ ・

・ ）による即時情報発信も行った。

ｱ  市公式ホームページ利用状況 （単位：ページビュー）

区 分 令和４年度 令和３年度 増減

年間総ページビュー △

月平均総ページビュー △

・ホームページシステム使用料 円

・ホームページサーバー増強使用料 円

・ドメイン名使用料（ ） 円

ｲ  ＳＮＳ利用状況 翌年５月現在（単位：フォロワー）

区 分 令和４年度 令和３年度 増減

・島田市 公式アカウントメッセージ配信ツール使用料 円

 広報発行経費

ア 広報しまだ

毎月 日前後に「広報しまだ」を発行し、全世帯に配布して市民への市政に対する理解の促進を図った。市

政の課題などを踏まえた特集、市の事業・制度等の行政情報、イベントや行事の案内のほか、市民生活に密着

したお知らせ等を掲載した。
発行部数： 部／月

印刷製本費： 円

令和３年度から、多言語ユニバーサル情報配信ツール「 」（運営 ㈱モリサワ）を導入した。
これにより、テキストの拡大表示、音声読み上げ、自動機械翻訳による多言語化（英語・中国語・ベトナム

語等）等に対応した。

契約額 円

閲覧件数： 件（令和３年度： 件）

 行政番組放送事業

㈱ＦＭ島田を活用し、市民に密着した行政情報および地域情報の発信を行った。

広告料： 円（令和３年度実績 円）※令和４年度から放送単価引上げあり。

ア 行政放送番組一覧

番組名 放送時間 番組内容

１ 市長と語ろう
第２月曜日
（ 分間）

市長と市民ゲスト１人又は１団体が、対話形式で市
長の考えや市民活動を紹介

２ 緑茶化のススメ
第１火曜日
（ 分間）

緑茶化計画に関わるヒト・モノを紹介し、新たな市
の魅力を発信

３ 友好タウンのあれこれ
第１水曜日
（ 分間）

島田市と交流がある海外都市にまつわるあれこれや
季節にあった外国語、各国のイベント事情などを紹
介

４ しまいくラジオ
第３水曜日
（ 分間）

広報しまだ「しまいく」の内容を中心に、子育て情
報を担当職員が紹介

５ マイホームタウン島田
第１・３木・金曜日
（ 分間）

「広報しまだ」掲載記事を中心に、主に市職員が出
演する情報番組

６
高校生、島田の仕事を探
る！

第４日曜日
（ 分間）

市内５校の高校生が、企業を訪問して仕事の内容や
やりがいを紹介
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

７
ふるさと大使三遊亭遊喜の
落語

第１水曜日
（ 分間）

ふるさと大使の活動紹介や、落語を一席または二席
放送

８ 島田市インフォメーション
月～金曜日
（朝・昼各４分間）

広報紙掲載内容を中心とした、行政情報の読み上げ
コーナー

９ 交通情報コーナー
月～金曜日
（朝１分）

市内の詳細な交通渋滞情報や、交通安全を呼びかけ
るコーナー

特別番組
令和５年３月 日
（１時間）
日再放送

「島田ぶらり旅～まちなか編～」

令和２、３年度に続く第三弾の島田ぶらり旅。依

然続くコロナ禍の中、“ちかば観光”を紹介。リ

ポーター久保ひとみさんが、島田地区（景観、人

物、店舗、商品）を取材

 超短波放送難聴対策事業

ＦＭ放送による行政情報等の受信ができない難聴地域を解消するための送信所の維持・管理等を行った。

ア 難聴地域放送及び送信所管理委託

市が難聴地域対策として設置し、令和４年度から休止した３送信所（伊久美・北五和・初倉南）の機器等撤

去委託

委 託 先：㈱ＦＭ島田

委託期間：令和４年４月１日～令和５年３月 日

契 約 額： 円

イ 難聴地域放送及び送信所管理負担金

ＦＭ島田が難聴地域対策として設置した家山送信所の設備維持管理費用を全額負担した。（笹間・金谷送信所

は令和４年度から休止）

負担金額： 円（令和３年度実績： 円）

ウ 難聴地域・送信所管理補助金

休止した中継局のうちＦＭ島田が所有する２中継局（北五和・初倉南）について、機器等の撤去費用を補助

金として交付した。

補助金額： 円

 シティプロモーション推進事業

島田市緑茶化計画を旗印としたシティプロモーションの推進により、島田市の魅力を市内外へ効果的に発信す

るとともに、市民の島田市への愛着度の向上を図った。

事業名 事業の目的 事業の内容 事業の成果 事業費 円

コンテンツ造成

・発信事業

島田市緑茶化計画に

関する商品の制作を

行うことで、市民や

観光客への「島田市

緑茶化計画」イメー

ジの浸透を図る。

メインビジュアルを活用

したトートバッグ、レ

ジャーシート型コンセプ

トブック２、「七種の緑

茶 ティーバッグ 茶箱」

コンセプトティのギフト

ボックス の制作を行っ

た。

オール市役所で取組をＰＲ

するためのトートバック制

作や市内小学１年生へのコ

ンセプトブック２配布によ

り、市民への「緑茶化計画

」という旗印の周知ができ

た。

また、ギフトボックスのデ

ザイン制作を行い、新聞に

掲載され、市内外への周知

ができた。

（財源内訳）

静岡県市町村振

興協会助成金

一般財源
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

事業者協働事業 市内中学校との共同

授業や市民参加によ

るワークショップを

開催し、島田市緑茶

化計画の周知を図る

とともに、シビック

プライドの醸成を図

る。

六合中学校３年生の総合

学習の時間において、映

像監督の高根澤氏を講師

として招き、生徒が制作

した緑茶化計画に関する

ＣＭ 本を講評しウェ

ブ公開した。

また、イラストレーター

若林夏氏を招き、メイン

ビジュアルを基にしたお

面、ＰＯＰ作りを実施し

た。

六合中学校３年生、 人

が緑茶化計画に関するＣＭ

を各自１本ずつ作成するこ

とで、緑茶化計画の趣旨の

理解や発信方法を考え、シ

ビックプライドの醸成を図

った。

市民協働イベン

ト事業

市内大規模イベント

に合わせたＰＲイベ

ントを行うことで、

市内外の人に「島田

市緑茶化計画」の認

知度向上を図る。

しまだ大井川マラソン

リバティの開催にあわ

せ、ＪＲ島田駅北口駐車

場において「島田の緑茶

縁日」を開催した。

市内観光プラン「島田ＤＥ

いっぷく」に参画する事業

者を中心に 者が出店し、

約 人が来場した。

※一般財源には、企業版ふるさと納税寄附金 円を含む。

２ 新型コロナウイルス感染症対策事業

 アンテナショップ出店事業【令和４年度新規事業】

事業の目的 事業の内容 事業の成果 事業費（円）

首都圏に向けた、島

田市の魅力の発信や

商品の購入による島

田市への来訪意欲を

高め、地域経済の活

性化や移住・定住促

進など関係人口の拡

大を図る。

７月８日～ 日の７

日間、東京駅グラン

スタで「島田の緑茶

縁日」を開催し、市

内事業者 者による

物販や縁日遊び、観

光案内、移住相談を

行った。

コロナ禍で失われた首都圏へのＰＲ機会を創出

し、市内事業者 者とともに官民連携によるプ

ロモーションを実施した。来場者アンケートで

は、回答者の ％から「島田市に行きたい」と

回答を得られた。

メディア露出

テレビ：１件

雑誌：１件

新聞社：２件

ウェブ： 件

購入者数： 人

（財源内訳）

国庫支出金（コロ

ナ臨時交付金）

一般財源

３ 新型コロナウイルス感染症対策事業（繰越明許）

 ふるさと島田の魅力発信事業（繰越明許）

事業の目的 事業の内容 事業の成果 事業費（円）

首都圏に向けた島田

市の魅力発信を行う

人たちとの関係構築

を図る。

また、脱炭素社会の

視点による「島田市

緑茶化計画」の在り

方を市民に周知さ

せ、機運の醸成を図

る。

首都圏在住の島田市

出身者を対象に、東

京で交流会を開催し

た。

また、市ふるさと大

使である別所哲也氏

を招き、ゼロカーボ

ンシティに向けた取

り組みを考えるパネ

ルディスカッション

を市内で開催した。

コロナ禍で失われた、首都圏事業者との人的交

流の機会を創出した。首都圏在住で島田市出身

者 人が参加し、今後の事業連携を見据えたマ

ッチングが行われた。

市ふるさと大使別所哲也氏による島田市の魅力

発信の機会を創出。

参加者 人に対して脱炭素社会の視点から、基

幹産業である緑茶の魅力の再認識を促したこと

で、シビックプライドを醸成することができ

た。

（財源内訳）

国庫支出金（コロ

ナ臨時交付金）

一般財源
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
４目 地域振興費 決算額 ２７２，３８４，７６９円

１ 委員報酬

自治推進委員

市政を民主的かつ円滑に運営し、併せて市政に対する市民の理解と協力を得るため、市内の自治会から推薦さ

れた 人を自治推進委員として委嘱した。

自治推進委員連絡会議の開催状況

開催日 内容

令和４年４月 日
委嘱状交付、感謝状贈呈、市長挨拶及び市政報告、各課からの連絡（ 件）、

事前質問（２件）

令和４年６月 日 市長挨拶及び市政報告、各課からの連絡（６件）、事前質問（３件）

令和４年８月 日 市長挨拶及び市政報告、各課からの連絡（５件）、事前質問（３件）

令和４年 月 日 市長挨拶及び市政報告、各課からの連絡（８件）、事前質問（３件）

令和４年 月 日 市長挨拶及び市政報告、各課からの連絡（４件）、事前質問（４件）

令和５年２月 日 市長挨拶及び市政報告、各課からの連絡（６件）、事前質問（１件）

２ 市民協働費

市民協働事務費

ア 文書使送

事業名 事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

文書使送
業務

市からのお知らせ等を
自治会、町内会を通じ
て各戸に配付し、市民
への周知を図る。

委託先：日本郵便㈱島田郵便局
実施日：毎月１回
配付先：市内 か所
送付文書： 種類
・文書配布担当者宛 種類
・組回覧 種類
・各戸配布 種類

市からのお知らせ等を効
率的に周知する機会を設
けることができた。

（内訳）
委託料

イ 地域活性化センター等負担金

事業名 事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

地域活性化

センター負

担金

活力あふれ個性豊かな

地域社会の実現を目指

す。

静岡県市長会を通じて団体加

入。地域活性化に関する調査

研究事業、研修・交流事業、

まちづくり助成事業等を実施

する。

地域づくり、地域活性化、

移住・定住に関する情報の

提供を受け、施策の企画・

立案の参考となる知見を得

ることが期待できる。

大井川長島

ダム流域連

携協議会負

担金

水源地域の自立と振興

を支援し、流域圏の治

水・利水機能等を確保

するとともに、流域圏

全体の発展を図る。

長島ダム流域の７市２町で構

成。体験プログラム等の交流

人口拡大事業、ダム周辺の景

観・環境保全事業を実施す

る。

イベント等の開催を通じて

水源地域住民と流域住民と

の交流の促進や水源地域の

環境保全に関する市民の意

識啓発が期待できる。

静岡県地域

活性化協議

会負担金

過疎対策の充実強化に

より、過疎地域の活性

化、持続的発展と地域

住民の生活、文化の安

定向上を図る。

県内の過疎市町及び経過団体

で構成。過疎地域の活性化及

び持続的発展のための施策の

推進及び調査研究、国、県等

関係機関に対する陳情及び要

望等を実施する。

会員市町相互の情報共有や

先進事例の調査・研究を通

じて、過疎対策事業の企

画・立案の参考となる知見

を得ることが期待できる。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
ウ 広聴

事業名 事業の目的 事業の内容 事業の成果（期待する効果）

市長への
手紙実施
事業

市長への手
紙によって
幅広い市民
の声を把握
し、市政へ
の反映を図
る。

受付件数： 通（うち回答済み： 通）
ポスト設置箇所（ か所）：
市役所本庁舎、金谷南支所、金谷北支所、川根支所
、プラザおおるり、保健福祉センター、しまだ楽習
センター、六合行政サービスセンター､初倉行政サー
ビスセンター、大津農村環境改善センター、伊久身
農村環境改善センター、北部ふれあいセンター、金
谷生きがいセンター、川根文化センターチャリム

市長への手紙により、広く意
見や提言を聴き、質問や疑問
に答えるとともに、市政に活
かすよう努めた。
市長への手紙の質問と回答に
ついては、件数の報告ととも
にホームページへ掲載した。

協働のまちづくり推進事業

事業名 事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

市民活動

センター

運営事業

協働のまちづ

くりを推進す

るため、市民

が主体的にま

ちづくりに関

わる活動がで

きる拠点とし

て整備する。

市民活動センターにおいて、登録団体に対

し貸室等を行うとともに、市民活動に関す

る相談･情報提供等を行う中間支援業務を実

施した。

設置場所：地域交流センター歩歩路内

登録団体数： 団体

中間支援業務委託先：特定非営利活動法人

クロスメディアしまだ

貸室機能に加え、市民活

動に関する情報を収集・

発信するとともに、講座

の開催や相談業務を実施

するなど市民活動団体等

が主体的にまちづくりに

関わるための活動拠点と

しての役割を果たした。

（内訳）

委託料

使用料及び賃

借料

しまだ未

来カフェ

＆協働の

まちづく

り セ ミ

ナー融合

事業

市民のまちづ

くりに対する

意識啓発及び

市民レベルで

の課題解決に

向けて実践を

通じて主体的

に行動できる

人材を発掘・

育成すること

を目的とす

る。実践を通

じて具体的な

活動計画づく

りやグループ

での合意形成

を学び、アイ

デアをかたち

にすることに

よって市民が

主体的に行動

するきっかけ

づくりを図

る。

題目：検証ワークショップ島田がこうなっ

たらいいなをプチ実現したらどうなる

の？ 
概要：令和４年９月「島田がこうなったら

いいな」という意見を で募集し、

件の投稿を収集。 件の投稿を題材にし

ながら、各チーム自分たちでできる、身

の丈に合わせた実践内容を企画し実行し

た。 
開催日：令和４年 月 日～

令和５年３月 日

参加者： 人

・るるぶ島田編集室チーム

まだ子育て世代に知られていないであろ

う公園の情報を発信することを目的とし

て、公園を巡るフィールドワークを実施

・食いしん坊チーム

島田産の食材を通じて島田を知ることを

目的として、「わくわく青空レストラ

ン」を開催

・誰もが主役！楽しい街づくりチーム

誰もがみんな楽しく過ごす場を作ること

を目的として、「たいけん＆だがし」を

開催

チームでできる実践内容

を考えることによって、

市民がまちづくりを「自

分ごと」として捉え、意

見交換を行うことができ､

まちづくりに関する市民

の意識啓発を図ることが

できた。また、小さな成

功体験を体験することに

よって、まちづくりに対

するハードルを下げ、

「自分でもできる」と市

民が主体的に行動する後

押しをすることができ

た。

（内訳）

委託料

（財源内訳）

市町村振興協

会助成金

一般財源
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
協働のまちづくり推進事業費補助金

事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

市民活動団体が自

主的に取り組むま

ちづくり事業に対

し補助金を交付

し、市民と行政の

協働によるまちづ

くりの推進を図

る。

・活動開始支援補助金

発足後５年未満の団体が活動を円滑に開始

し、軌道に乗せることを目的とした補助金

補 助 率： （限度額５万円）

交付件数：４件

交付金額： 円

補助金を交付する

ことで市民活動団

体の活動を支援

し､協働によるま

ちづくりを推進す

ることができた。

（内訳）

報償費

旅費

需用費

負担金、補助及び

負担金

（財源内訳）

市町村振興協会助

成金

一般財源

・活動育成支援補助金

団体の自立を促進し、活動を継続していくこ

とを目的とした補助金

補 助 率： （限度額 万円）

交付件数：５件

交付金額： 円

・活動推進支援補助金

団体がこれまで行ってきた活動の拡充又は発展

を目的とし、活動育成支援補助金を２回受けた

ものに対する補助金

補 助 率： （限度額 万円）

交付件数：１件

交付金額： 円

・活動拡大支援補助金

団体がこれまでの補助対象事業を継承し、新

たな活動の拡大を図ること又は団体同士の連

携につなげることを目的とし、活動推進支援

補助金を２回受けたものに対する補助金

補 助 率： （限度額 万円）

交付件数：１件

交付金額： 円

 

交付団体の事業内容

区分 団体名 事業内容 交付金額 円

活動開始支援補助金

静岡エンジョイフィッ

トネス

地域フィットネスイベントを通して居場所

づくりや健康意識の向上を図る事業

島田市内で活躍できる人材の育成セミナー

ゆいまぁる 「結」を拠点に交流促進、

地域活性化を図る事業

駅前から川根の未来を

考えっ会

家山駅駐車場スペースを利用した川根さく

らマルシェ

活動育成支援補助金

生活クラブ静岡志太支

部しゃぼんだまの会

母親と子どものための学びと交流の場づく

りや子育てしやすまちづくりをする事業

ＮＰＯ法人まんまぁる 不登校児童生徒への学習支援事業

島田市保護猫ボランテ

ィア

飼主のいない猫の保護活動

ＮＰＯ法人ららの家 子どもたちと一緒に島田市の魅力を再発見

・発信する事業

街道にぎやかし隊 島田市河原にて街道にペットボトル灯篭を

飾る街道夕涼み灯篭
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

活動推進支援補助金
特定非営利活動法人ク

ロスメディアしまだ

子どもが地域で働く地域・仕事体験プログ

ラム

活動拡大支援交付金 島田近代遺産学会 近代遺産の調査研究事業

３ 地域推進事業

地域おこし協力隊派遣事業

事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

人口減少、高齢

化等の進行が著

しい地域に地域

おこし協力隊を

派遣し、地域協

力活動に従事さ

せ、地域の活性

化を図る。

川根地区

派遣人数：１人

派遣期間：令和２年７月１日から

令和４年 月 日まで

伊久身地区

派遣人数：１人

派遣期間：令和２年 月１日から

令和４年９月 日まで

地域協力活動として、地域のＮ

ＰＯ法人等と協力して川根地区

を中心に山林の整備に取り組ん

だほか、市内の農産物等を販売

するオンラインショップ及びマ

ルシェの企画、伊久身地区の耕

作放棄地の利活用の検討等に携

わった。

（内訳）

報償費

負担金、補助及び交

付金

移住・定住促進事業

事業名 事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

移住相談

会等出展

移住希望者に

島田市の魅力

をＰＲし、島

田市の認知度

の向上と移住

の促進を図

る。

静岡まるごと移住フェア

出展回数：３回

開催方法：オンライン・対面

相談者数： 組 人

島田市オンライン移住相談

実施回数：１回

相談者数：１組２人

オンライン移住相談会「島田市

ＤＡＹ」

実施回数：３回

相談者数：５組７人

島田市・川根本町合同セミナー

実施回数：１回

開催方法：対面

相談者数：２組４人

藤枝焼津島田市合同セミナー

実施回数：１回

開催方法：対面

相談者数： 組 人

シズオカルーム

実施回数：１回

開催方法：対面

相談者数：４組５人

移住を積極的に検討し

ている相談者に対して

は、支援制度や地域情

報等を中心に提供し、

検討段階の相談者に対

しては、市の魅力をＰ

Ｒして移住候補地とし

て認知してもらえるよ

う努めた。また、相談

会終了後も継続的に相

談を受けることで、実

際の移住に８組 人結

びつけることができ

た。

（内訳）

旅費

使用料及び賃借料
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

広告配

信業務

移住候補地と

しての島田市

の認知度と島

田市への移住

関心層の拡大

を図る。

委託先：㈱西日本新聞メディアラ

ボ

履行期間：

令和５年２月８日から

令和５年３月 日まで

配信方法：

インストリーム広告、Ｇ

ＤＮバナー広告、ＳＮＳカルーセ

ル広告

目的やターゲットごと

に複数の配信方法を実

施することで、効果的

に移住ポータルサイト

への誘導ができ、島田

市の認知度の向上と移

住イベントの申込数の

増加に繋げることがで

きた。

（内訳）

委託料

（財源内訳）

繰入金（ふるさと応

援基金）

一般財源

島田市移

住・就業

支援金

東京圏から市

内へ移住し、

就業又は起業

した者に支援

金を交付し、

移住の促進及

び中小企業等

における人手

不足の解消を

図る。

東京圏から市内へ移住し、就業又

は起業した者に支援金を交付し

た。

交付件数：４件

移住者数：７人

移住者の就業、起業を

支援するとともに、東

京圏在住の移住希望者

の移住を促進し、首都

圏の一極集中の緩和及

び中小企業等の人手不

足解消が期待できる。

（内訳）

負担金、補助及び交

付金

（財源内訳）

県支出金（移住・就

業支援事業費補助

金）

一般財源

４ 都市提携・交流事業

国際交流団体補助金

コロナ禍で中断していた姉妹都市等からの訪問団の受入れ・学生親善使節の派遣を再開し、各種語学講座を実

施している島田市国際交流協会に対して補助金を交付し、島田市の国際交流並びに国際協力を推進するととも

に、国際感覚を身に付けた次世代の人材育成を行った。

ア 島田市国際友好事業補助金

事業名 事業の目的 事業の内容 事業の成果（期待する効果） 事業費 円

島田市

国際交

流協会

補助金

市民の文化・

教育・経済等

の向上を図

る。

島田市国際交流協会が実

施する事業に対し、補助

金を交付した。

・友好都市提携 周年を迎えた中国浙江省湖

州市とオンライン記念式典を開催した。

・国際交流に係る出前授業や給食での海外料

理提供を学校で実施し、若年層の海外への

関心を高め、国際感覚を身に付けた人材の

育成につなげた。

・「外国人のためのにほんご教室」や「多文

化共生社会を考える懇談会」を開催し、多

文化共生の視点を取り入れた事業を実施し

た。

島田大

祭訪問

団受入

事業交

付金

島田市の代表

的な歴史文化

を通じて、姉

妹都市・友好

都市等からの

訪問団と市民

との交流を図

る。

受入期間：

令和４年 月７日から

令和４年 月 日まで

受入人数：

リッチモンド市 人

モンゴル国 ９人

訪問団は島田大祭に参加し島田市の歴史文化に

触れるなど、市民と交流し、両国の国際交

流・相互理解を深めた。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

韓国東

豆川市

交流事

業交付

金

交流都市・韓

国京畿道東豆

川市とマラソ

ンを中心とし

た市民交流を

図る。

受入期間：

令和４年 月 日から

令和４年 月 日まで

東豆川市マラソン訪問

団：７人

第 回しまだ大井川マラソン リバティに選手

３人が参加し、市民と交流を深めた。

イ 島田市学生親善使節派遣事業費補助金

事業名 事業の目的 事業の内容 事業の成果（期待する効果） 事業費 円

島田市

学生親

善使節

リッチ

モンド

市派遣

事業

姉妹都市リッ

チモンド市に

派遣する中学

生及び高校生

を対象に、外

国語力の向上

と国際感覚を

養成する。

実施日：

令和５年３月 日から

令和５年３月 日まで

参加者：

学生８人、引率教師１

人、引率者１人

事業内容：

英会話研修、市民交流

海外都市での生活及び現地の人達との交流に

より、学生の英語力の向上と、国際感覚の養

成につなげた。

※モンゴル国への派遣事業は、国内外における新型コロナウイルス感染症対策のため募集を行わなかった。

５ 平和推進事業

平和祈念事業

事業名
事業の
目的

事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

島田市
平和祈
念事業

市民の恒
久平和の
意識高揚
を図り、
平和に向
けたまち
づくりを
推進する｡

企画・運営：島田市平和祈念事業実行委員会
・島田空襲被爆者慰霊のつどい
開 催 日：令和４年７月 日
会 場：扇町公園
参加者数： 人（令和３年度 人）

・島田市平和祈念式典
開 催 日：令和４年８月 日
会 場：プラザおおるりホール
参加者数： 人（令和３年度 人）

・島田市平和祈念事業展示
開 催 日：令和４年８月 日～ 日
会 場：プラザおおるり展示ホール
参加者数： 人（令和３年度 人）

島田市平和祈念事業実行委員
会の企画運営により３事業を
実施し、市民の恒久平和・国
際平和への意識高揚を図っ
た。
令和３年度に引き続き、市内
の高校生に実行委員として参
加してもらい、高校生委員が
事業の運営に携わったほか、
「平和クイズ＆スタンプラ
リー」企画や募金活動を実施
したことにより、これまで課
題であった若い世代への情報
発信ができた。

（内訳）
負担金、補
助及び交付
金

６ 自治推進費

自治会活動支援事業

事業名 事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

自治会活

動推進手

数料

自治会が行う行政

協力に対し手数料

を交付し、自治会

活動の促進を図る｡

自治会運営手数料：

均等割、世帯割及び地域割で算定

事務取扱手数料：

前年 月１日の文書配付世帯数で算定

環境衛生手数料：

均等割及び世帯割で算定

交付自治会数： 自治会

自治会活動の活性

化に寄与した。 （内訳）

役務費
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

自治会情

報通信機

器整備補

助金

効率的な情報伝達

方法の構築と事務

の効率化を図る。

・公会堂等に情報通信機器を整備する

経費

補助率 （限度額 千円）

交付件数：５件 円

・インターネット接続利用料

補助率 （限度額２万円）

交付件数： 件 円

自治会のＩＣＴ化

により自治会活動

の改善や役員の負

担軽減に寄与し

た。

（内訳）

負担金、補助及

び交付金

コミュニティ育成支援事業

事業名 事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

地域コミ

ュニティ

育成支援

事業補助

金

地域コミュニティ

による住みやすい

地域づくりのため

の活動を支援す

る。

交付先：

島田市コミュニティ推進協議会（市内

９団体のコミュニティ委員会等で組

織）

交付対象事業：

協議会が実施する自主事業等

コミュニティ推進

協議会が研修会等

を実施することに

より、地域コミュ

ニティのまちづく

りに関する活動を

支援した。

（内訳）

負担金、補助及び

交付金

７ ふるさと寄附金推進事業

ふるさと寄附金推進事業

事業名 事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

ふるさと

寄附金推

進事業

ふるさと寄附金への

感謝の意を表すとと

もに、島田市の特産

品を返礼品として送

付することにより、

シティプロモーショ

ンの推進と地場産業

の振興を図る。

返礼品送付対象者：

寄附金の額が１万円

以上かつ市外に住民

登録がされている者

募集方法：

窓口受付の他、ふる

さと寄附金ポータル

サイトによる。

台風 号・豪雨災害応援

寄附の実施：

令和４年９月 日か

ら令和４年 月 日

にかけて、ふるさと寄

附金ポータルサイト

「ふるさとチョイス」

「ふるなび」「さとふ

る」内で、台風 号・

豪雨災度害応援寄附を

募った。

ふるさと寄附金

寄附件数： 件

寄附金額： 円

返礼品数： 品目

うち、台風 号・豪雨災害

応援寄附実績

寄附件数： 件

寄附金額： 円

（公共土木施設災害復旧費

へ充当）

（令和３年度）

寄附件数： 件

寄附金額： 円

返礼品数： 品目

（内訳）

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

返礼品発送状況

令和４年４月１日～令和５年３月 日（※総件数 件中 希望件数上位 品）

品 名 件数 件

エリエール シャワートイレのためにつくった吸水力が２倍のトイレットペーパー ロール６個

ネスカフェ エクセラボトルコーヒー 無糖 ２ケース 本

エリエール 贅沢保湿ローションティシュー３箱×５セット 計 箱
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主   要   事   業   の   説   明 款 項 目 

 

ネスカフェ ゴールドブレンド80ｇ×４本 918 

エリエール シャワートイレのためにつくった吸水力が２倍のトイレットペーパー12ロール６個
（フラワープリント香水付き） 

750 

エリエール コットンフィール ３箱×８セット(計24箱) 612 

ネスカフェ エクセラボトルコーヒー 甘さひかえめ 900ml ２ケース(24本) 503 

ネスカフェ ゴールドブレンド 80ｇ × ３本 353 

ネスカフェ ゴールドブレンド カフェインレス 80ｇ×２本 257 

味の素 お粥５種(白がゆ・梅・玉子・紅鮭・玄米各３個)計15個セット 229 

 

８ 町内会組織支援費 

(1) 町内会組織助成事業 

事業名 事業の目的 事業の内容 
事業の成果 

（期待する効果） 
事業費(円) 

防犯灯

電気料

金補助

金 

交通の安全及び

犯罪の防止を図

る。 

設置した防犯灯の電気料金を支払う

自治会又は町内会に補助金を交付す

る。 

対 象：防犯灯の電気料金 

補助率：ワット数に応じた定額 

自治会等の電気料金の負担

が軽減し、交通の安全及び

犯罪の防止に寄与した。 

補助灯数：8,298基 

3,623,600 

（内訳） 

負担金、補助

及び交付金 

3,623,600 

防犯灯

設置費

等補助

金 

交通の安全及び

犯罪の防止を図

る。 

照明電灯の設置等を行う自治会又は

町内会に補助金を交付する。 

対 象：省エネ型照明器具の設置に

要する経費 

補助率：1/2以内 

 

蛍光灯からＬＥＤ電灯への

交換が進み、交通の安全及

び犯罪の防止に寄与した。 

補助灯数：544基 

 

7,617,400  

（内訳） 

負担金、補助

及び交付金 

7,617,400 

（財源内訳） 

市町村振興協

会助成金 

4,400,000 

一般財源 

3,217,400 

公会堂

整備事

業費補

助金 

地域住民のコ

ミュニティづく

りの推進を図

る。 

公会堂の新築、購入、増築、改築、

修繕等を行う自治会等に補助金を交

付する。 

補助率： 

・新築、購入 2/3以内 

・増築、改築、修繕、耐震補強 

1/2以内 

・備品購入 1/3以内 

地域住民の公会堂利用の利

便性が向上した。 

・修繕 

交付件数：38件 

補助金額：9,754,000円 

・備品購入 

交付件数：４件 

補助金額：432,000円 

10,186,000 

（内訳） 

負担金、補助

及び交付金 

10,186,000 

 

 

ポス

ター等

掲示場

設置事

業費補

助金 

市及び公共的団

体の行事等を市

民に周知する。 

ポスター等掲示場設置事業を行う自

治会等に補助金を交付する。 

補助対象経費： 

集会場と同一の敷地又は近接する

場所に設置する独立型又は壁掛け

型のポスター等掲示場の設置等に

要する経費 

補助率：1/2以内 

地域住民が自治会等の行事

予定を目にする機会が増

え、自治会活動の活性化に

寄与した。 

交付件数：２件 

157,000 

（内訳） 

負担金、補助

及び交付金 

157,000 

 

 

 

 



 

 

主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
５目 人権・男女共同参画費 決算額 ２，６５２，９５３円

１ 委員報酬

男女共同参画推進委員会委員

男女共同参画行動計画や実施計画、推進施策についての審議のほか、平成 年度に策定した第３次島田市男女

共同参画行動計画の進捗管理のため、実施計画書から７事業を抽出し、事業所管課とのヒアリングを行った。

委員：８人（学識経験者１人、公益代表２人、市民５人）

男女共同参画推進委員会の開催状況

区分 開催日 内 容

第１回 令和４年８月 日 令和３年度事業報告
令和４年度事業計画
第３次島田市男女共同参画行動計画実施計画書 令和３年度実績評価について

第２回 令和４年 月 日 第３次行動計画実施計画書に係る担当課事業ヒアリング
第４次島田市男女共同参画行動計画の策定について

第３回 令和５年３月 日 静岡県パートナーシップ宣誓制度について
令和５年度男女共同参画事業計画
第４次島田市男女共同参画行動計画の策定について

２ 人権施策推進費

すべての人々の人権が尊重される社会の実現を目指し、人権問題に対する理解と認識を深め、人権に関わる問題

の解決に資するため、人権施策事業を実施した。

事業名 事業の内容 開催期間、会場 応募数（点）

島田市人権啓発
ポスター展

市内小中学生、高校生が制作
した人権ポスターを展示し
た。

開催期間：
令和４年 月８日から 月 日まで
会場：プラザおおるり

３ 男女共同参画費

男女共同参画社会推進事業

事業名 事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

男女共同

参画啓発

情報誌

「パレッ

ト」発行

業務

啓発情報誌を作成し、男女

共同参画の普及啓発を図

る。

１月に各 部を作成し、市

内全戸及び関係機関に配布し

た。

結婚観の多様化につい

ての記事や、男女共同

参画社会づくり宣言事

業所の紹介を掲載し､

男女共同参画の啓発を

行った。

（内訳）

委託料

女性相談

事業

配偶者等からの暴力をはじ

めとする男女の固定的役割

分担意識から生じる問題

や、女性が抱えるさまざま

な悩み・問題に対し、相談

者自身が自ら解決していく

ようサポートする。

毎月１・３金曜日の午後１時～

４時 分に実施（月２回）

会場：プラザおおるり会議室

対象：市内在住の女性（空きが

あれば、市外も可）

相談件数：延べ 件

令和３年度 延べ 件

女性が抱えるさまざま

な悩み・問題に対し、

相談者自身が自ら解決

していくようサポート

した。

（内訳）

委託料

女性議会 女性の市政に対する関心の

喚起、また男女共同参画の

日 ７月 日 の直近の土日

に行うことで、その日の周

知も図る。

市議会本会議に倣った質疑

第９回女性議会

開催日：令和４年７月 日

会場：プラザおおるり大会議室

参加者：５人 代１人、

代３人、 代１人

参加者が市政について

質問をし、それに対し

て市長や市幹部が答え

た｡

模擬議会を通して、参

加した女性の市政への

関心喚起を図った。

（内訳）

需用費
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
第９回女性議会の質問内容について

質問 質問内容

１

島田球場の活用
について

・島田球場の利用状況と年間の運営収支について伺う。
・施設の整備について現時点でどのような課題があるか。

学校跡地の利活
用について

・今後、学校の統廃合によりいくつの学校が廃校となるか。また、それらについて利活
用の計画はあるか。

ふるさと寄附金
について

・令和３年度の予算額及び寄附実績を伺う。
・人気のある返礼品はどのようなものがあるか。

２
配食ができる子
ども食堂のシス
テムについて

・あらためて子ども食堂の活動目的や意義を伺う。
・現在の島田市内の子ども食堂の状況を伺う。
・現在、市が行っている子ども食堂への支援について伺う。

３

女性の社会進出
を支えるための
保育サービスの
在り方について

・幼稚園や保育園などの利用基準を伺う。
・冠婚葬祭や一時的な理由で施設を利用することはできるか。また、その場合の具体的な
要件を教えてほしい。

・子育て支援センターの役割は何か。また、利用対象者を伺う。

島田市版ネウボ
ラの支援の在り
方について

・島田市版ネウボラの対象となる子どもの年齢、また、対象外の子どもについても支援に
ついて伺う。

４

子育て世帯への
家事支援の現状
と今後の行政支
援について

・子育て家庭へのサポートとして、島田市ではどんな取組を行っているか伺う。
・ 年度の施行が見込まれている児童福祉法改正案に、家事支援事業が含まれてい
る。今後島田市では家事支援事業をどのように進め、広めていくのか予定があれば伺
いたい。

５

伊久美地区の環
境と安全につい
て

・島田市では、伊久美地区の災害発生の危険性がある箇所を把握しているのか。
・伊久美小学校が指定避難所になっているが、土砂崩れなどで指定避難所まで行くこと
ができない場合は、どのようにすれば良いか。

伊久美地区の地
域振興について

・地域づくりの拠点である「やまゆり」が休止したことにより、地域振興の拠点はどの
ような状態になっているのか。

・島田市における地域振興の取組や生活支援についての事業はどのようなものがあるか
伺う。

 
４ 多文化共生事業

庁内での外国人窓口対応等に必要な翻訳・通訳サービスを島田市国際交流協会に依頼し、外国人が安心して来

庁できるような環境づくりを行った。

利用件数：翻訳サービス 件、通訳サービス 件

筆耕翻訳料： 円

６目 市民相談費 決算額 ７，１９３，９０１円

１ 市民相談事業

常設、定例の行政相談及び民事・家事相談等の一般相談並びに消費生活相談事業を通して、市民からの相談に対

応した。一般相談、消費生活相談ともに受付件数は前年度より増加した。一般相談では、相続・贈与に関する相談

が引き続き一番多かった。消費生活相談では、コロナ禍で在宅時間が増えたことで、インターネット通販の利用が

増え、それに起因する定期購入に関するトラブルが多かった。

相談員別・項目別 相談受付件数 （単位：件）

項
目

相
談
員
別

行
政
相
談

民 事 ・ 家 事 相 談 交
通
事
故
相
談

消
費
生
活
相
談

合

計

相
続
・
贈
与

不
動
産
関
係

離
婚
・
離
縁

相
隣
関
係

金
銭
問
題

家
庭
問
題

労
働
問
題

人
権
問
題

そ
の
他

常
設

市 民 相 談 室

 

- 55 -



 

 

主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

定
例

税 理 士

弁 護 士

司 法 書 士

行 政 相 談 委 員

人 権 擁 護 委 員

宅 建 相 談

土地家屋調査士相談

社会保険労務士相談

特
設

弁 護 士
多重債務相談）

令和４年度 合計

令和３年度 合計

前 年 比 △ △ △

販売購入形態別消費生活相談件数 （単位：件）

販売購入形態 令和４年度 令和３年度 前年比

店 舗 購 入

訪
問
販
売

ふとん関係 △

屋根・建物改修 △

床下換気扇・除湿剤 △

浄水器・活水器 △

催眠商法

デート商法

その他 △

訪問販売 小計 △

通
販

携帯電話等トラブル

ＩＴ関連

その他

通販 小計

マルチ・マルチまがい △

電話勧誘

送り付け商法

訪問購入 △

その他無店舗

不明・無関係

合 計

２ 消費者保護事業

消費生活に関する情報の収集と発信を実施した。

事 業 名 実施日、回数等 参加人員等 事業の内容

消費生活モニター活動
令和４年９月 日

令和５年２月 日
委嘱 人

モニター会議（委嘱状交付ほか）

モニター会議（学習会）

生活用品活用バンク事業 火、木曜日 延べ 件

活用件数（括弧内は令和３年度実績）

・譲ってください 件（ 件）

・譲ります 件（ 件）

・成立 件 （ 件）

消費者被害未然防止移動講座 随時 回 延べ 人 対象 老人クラブ、中学校等
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
消費者団体活動費補助金 （単位：円）

事 業 名 団体及び会員数 補助金額

消費者団体活動費補助金
金谷ライフクリエーターサークル（会員数 人）

川根消費生活桜美会（会員数 人）

３ 防犯対策事業

防犯まちづくり、暴力追放

防犯まちづくり講座等により市民等の防犯に対する意識の向上を図るとともに、防犯パトロールや地域防犯団

体等への支援など地域防犯団体等と協働して犯罪の防止に取り組んだ。令和４年の刑法犯認知件数は 件、令

和３年と比較し６件の増となった。

事 業 名 実 績

防犯まちづくり講座

令和４年度 ５回 人

※令和４年度も引き続き新型コロナの影響で、申し込みを控えた団体が多く、

開催回数・受講者数ともに、令和３年度よりも減少した。

令和３年度 ７回 人

青色回転灯装着車両によ

る防犯パトロール

教育委員会や他課の協力を得て児童の下校時や夕暮れ時、夜間における外出時に

青色回転灯を公用車に装着し、パトロールを実施した。（随時）

地域防犯団体等への支援

自治会（町内会）及び地域見守り団体に補助金を交付した。

・地域見守り活動補助金

令和４年度 団体 計 円 令和３年度 団体 計 円

・通学路防犯カメラ設置事業費補助金（令和４年度 新規事業）

令和４年度 ３団体 計 円 カメラ設置台数 計５台

明るく安心して暮らせる

まちづくり市民大会

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止とし、関係機関・団体へ反社対策マ

ニュアルを送付した。

その他の事業

・新入学児童への啓発品（イカのおすしクリアファイル）配布

・ツーロックの日キャンペーン活動（防犯団体に対して防犯グッズを配布）

・ホームページによる「振り込め詐欺被害防止」等の広報の実施（随時）

 
犯罪被害者等支援事業 
市民への周知を図るため、犯罪被害者週間（ 月 日～ 月 日）に合わせ、島田図書館での関連図書の紹介、

犯罪被害者等支援、性暴力被害者支援に関するチラシの配架を行った。

 
７目 行政経営費 決算額 ８１，４８０，４６６円

１ 行政総務費

行政総務事務費

ア 議会に提出する議案書等の作成を行った。

ｱ 招集回数 （単位：回）

年度 招集回数
４

３

ｲ 議案提出件数 （単位：件）

年度 条例案 予算案 一般議案 報告 認定 諮問 合計
４

３
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
イ 顧問弁護士への相談実績

年度 件数 件 担当課 相談事項

４ － －

３ 国保年金課 ほか 行政不服審査法に基づく審理員質問書への回答について ほか

行政改革推進経費

合理的かつ能率的な行政運営を行うため、行政組織及び事務分掌の見直しを実施した。また、各種制度の適正

な運用を図るため、所管課に対し指導等を行った。

項 目 令和４年度 令和３年度

行政経営会議の開催回数 回

組織（行政部門並びに議会及び地方公

営企業の事務管理部門）の見直しによ

る部課等の数の推移

（平成 年４月１日から担当制を導入）

部相当 （増減なし）

支所 （増減なし）

課相当 （△２）

係・担当 （係 ・担当

（令和５年４月１日現在）

部相当 （＋１）

支所 （増減なし）

課相当 （＋１）

係・担当 （係 ・担当

（令和４年４月１日現在）

指定管理者

制度の運用

制度導入状況
・指定件数 ・施設数

（令和５年４月１日現在）

・指定件数 ・施設数

（令和４年４月１日現在）

指定更新状況 ・指定件数 ・施設数 ・指定件数 ・施設数

評価実施状況 ・評価件数 ・施設数 ・評価件数 ・施設数

パブリック・コメント制度に基づく意

見等募集事案件数 件

職員提案
提案件数 件

表彰件数 件

行政改革推進委員会の開催回数 回

２ 契約検査事務費

入札参加資格審査申請受付（令和５年３月 日現在） （単位：者）

区 分 建設工事等登録業者数 物品購入等登録業者数 合 計
市 内
市 外
合 計

※市内の建設工事等登録業者数には準市内業者 者を含む。

入札業務

市の入札事務の簡素化・効率化を図るため、建設工事等の入札執行事務を集中管理して実施した。

ア 建設工事等の入札状況 （単位：件）

区 分 令和４年度 （内訳） 令和３年度 （内訳） 増 減

建設工事

（制限付 ）
（格付 ）
（指名 ）
（随契 ）

（制限付 ）
（格付 ）
（指名 ）
（随契 ）

業務委託
（指名 ）
（随契 ）

（指名 ）
（随契 ）

合 計 ― ―

※ 万円を超える建設工事、 万円を超える建設工事に係る業務委託等が対象

※表中、「制限付」は「制限付一般競争入札」、「格付」は「格付公募型一般競争入札」、「指名」は「指名競争

入札」、「随契」は「随意契約」の略である。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
イ 物品購入等の入札状況 （単位：件）

区 分 令和４年度 （内訳） 令和３年度 （内訳） 増 減
備品・消耗品
・印刷物

（指名 ）
（随契 ）

（指名 ）
（随契 ）

※ 万円を超える物品、 万円を超える印刷物が対象

※単価契約１件（令和３年度：２件）は除く。

契約業務

ア 建設工事

区分
令和４年度 令和３年度

発注件数 件 発注率 ％ 発注金額 円 発注件数 件 発注率 ％ 発注金額 円

市内

市外

合計 － －

※発注率は件数ベースで計算

イ 建設工事に係る業務委託等

区分
令和４年度 令和３年度

発注件数 件 発注率 ％ 発注金額 円 発注件数 件 発注率 ％ 発注金額 円

市内

市外

合計 － －

ウ 物品購入等の契約状況

備品・消耗品・印刷物

区分
令和４年度 令和３年度

発注件数 件 発注率 ％ 発注金額 円 発注件数 件 発注率 ％ 発注金額 円

市内

市外

合計 － －

※単価契約１件（令和３年度：２件）は除く。

電子入札業務

静岡県と県内市町とが共同利用している電子入札システムの管理運営は、静岡県電子入札共同利用センターが

一元的に行っている。システムの内容としては、インターネット上のやりとりにより公共事業の入札手続きを実

現する電子入札システムと、入札公告・入札結果等を公表する入札情報サービスがある。

電子入札利用状況及び利用負担金

年度 建設工事 件 業務委託 件 合計 件 利用負担金 円

４

３

※ 万円を超える建設工事、 万円を超える建設工事に係る業務委託等が対象

検査業務

市が発注した建設事業に係る契約について、その適正な履行を確認するため、建設工事執行規則に基づく１件

万円以上の工事、業務委託検査規程に基づく１件 万円以上の建設工事業務委託及び財務規則に基づく１件

万円以上の物品を対象として検査を執行した。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
ア 工事検査執行件数及び請負代金額

工 種
完 成 検 査 中間検査

件

既済部分検査

件

材料製造検査

件件数 件 請負代金額 円

土木一式

建築一式

電気

塗装

造園

機械

舗装

解体

管工

水道

その他

合 計

令和３年度

イ 建設工事に係る業務委託の検査執行件数及び委託料

業 種
完 了 検 査

件数 件 委託料 円

計画作成

基本設計

測量・設計

設 計

監 理

合 計

令和３年度

ウ 物品検収執行件数

年度 件数 件

４

３

入札参加者等審査委員会

万円以上の建設工事、建設工事に係る 万円以上の業務委託、建設工事に係る 万円以上の材料の購

入を対象にして、入札参加者の選定を適正かつ合理的に行うため開催するとともに、競争入札に参加する者に必

要な資格の審査と入札参加制限等措置要綱に基づく入札参加制限の措置を行った。

ア 入札参加者等審査委員会開催回数及び審査件数

年度 開催回数 回 審査件数 件

４

３

イ 入札参加制限件数

年度 件数 件 業者数 者

４

３
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
優良建設工事主任技術者等表彰選考委員会

建設技術の向上と適正な建設工事の施工を推進し、併せて建設業の育成・発展を図るため、卓越した技術等に

より優れた成績で建設工事を完成させた主任技術者等を表彰する。令和４年度（令和３年度完成工事が対象）に

おいては、委員会にて審議した結果、２人を決定した。

年度 被表彰者（人）

４

３

研修会

検査員の技術力向上を目的に、研修会を開催した。なお、例年開催している建設工事実務研修会、建設工事職

員研修会及び入札・契約事務担当者研修会は、令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症対策のため中

止とした。

開催日 研修会名 対象者 参加者（人）

令和４年５月 日 島田市検査員連絡会議 検査員

３ 人事管理費

職員研修事業

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、計画していた研修が一部実施できなかったが、多様化する行政

ニーズに対応し質の高い行政サービスを提供することができる、広い視野と専門的知識・技能を持った職員を育

成するために、地方公務員法第 条、島田市人材育成基本方針及び令和４年度島田市職員研修計画に基づき、各

種研修を行った。

実務的知識や技能等を習得する研修の受講は、各業務の質及び正確性などの向上、また事務処理速度の向上な

どにつながった。

また、階層別研修や民間団体等が行う研修の受講は、既成概念にとらわれない柔軟な発想を醸成し、創意及び

行動力のある職員の育成につながった。

※括弧内の数字は受講者数

ア 自主研修

通信教育 ２

イ 職場実務研修

継承講座「しまだトラッド」４回 、庁内実務講座７テーマ 、業務紹介講座・お茶の入れ方講座

ウ 階層別研修

課長職マネジメント研修 、新任管理者研修 課長級・ 、管理監督者研修 課長補佐級・ 、係長級

研修 ８ 、新任監督者研修 係長級・ 、主査級研修 、主事級研修 、新規採用者研修 、採用内定

者研修・フォローアップ研修

エ 特別研修（専門的・実務的知識、技能習得のための研修）

勤務評定者研修 ９ ※１、市議会対応講座 ９ ※１、フォロワーシップ研修 ９ 、目標達成力向上研修 ７ 、

政策形成研修 ９ 、職員交通安全講習会※２、メンタルヘルス研修 、クレーム対応研修 ８ 、 活用

研修 ５ 、法制執務研修 、防火管理者講習 ８ 、草刈機講習 ５ 、しずおか中部連携中枢都市圏（５市２

町）共同事業合同人材育成研修会 ９

※１…新型コロナウイルス感染拡大防止のため資料配布のみ実施

※２…新型コロナウイルス感染拡大防止のため動画配信により実施
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
オ 派遣研修

早稲田大学マニフェスト研究所 ３ 、県自治研修所 、市町職員広域研修 、静岡県・島田市人事交流

１ 、静岡市・島田市人事交流 １ 、志太３市人事交流 ３

公務災害及び通勤災害

職員の災害認定件数は、公務災害 件（前年度 件）、通勤災害４件（前年度０件）で、地方公務員災害補償

法に基づき療養補償等を行った。

認定状況 （単位：件）

区 分 公務災害 通勤災害 合 計

地域生活部

都市基盤部

教育部

総合医療センター

合 計

人事管理システム運用経費

人事給与システムは、毎月の職員給与計算をはじめ、定期人事異動、各種統計資料作成や人件費に関する予算

管理などに活用するためのコンピューターシステムである。令和３年度に新たな機種に更新し、５年のリース契

約を締結している。

事業名及び契約期間 事業概要 事業費 円 備 考

人事給与システム賃貸借事業

＜契約期間＞令和４年１月１日～

令和８年 月 日

人事給与システム機器の賃借 ＮＥＣキャピタル

ソリューション㈱

人事給与システム使用契約

＜契約期間＞令和４年１月１日～

令和８年 月 日

人事給与システムの運用保守、クラ

ウド環境の提供

ＮＥＣ静岡ビジネ

ス㈱

庶務管理システム運用経費

庶務管理システムは、毎日の出退勤管理をはじめ、時間外勤務、各種休暇、振替代休などの申請業務を行うた

めのコンピューターシステムである。令和３年度から導入し、５年の使用契約を締結している。

事業名及び契約期間 事業概要 事業費 円 備 考

庶務管理システム使用契約

＜契約期間＞令和４年１月１日～

令和８年 月 日

庶務管理システムの運用保守、クラ

ウド環境の提供

ＮＥＣ静岡ビジネ

ス㈱

４ 財政事務費

財務書類作成経費

事業名 事業の目的 事業の内容
事業の成果

（期待する効果）
事業費 円

新地方公会計

財務書類等作

成業務委託

新地方公会計制度（統一

的な基準）による財務書

類を作成する。

財務書類４表等の作成及

び固定資産台帳の更新

委託先：

ＬＰＡパートナー㈱

経年比較や類似団体との

比較による今後の行財政

運営の課題検討への活用

を見込んでいる。

（内訳）

委託料
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
財務会計システム開発経費【令和４年度新規事業】

平成 年度に更新した財務会計システムが導入後６年を経過し、サーバ機器及びＯＳ等のサポートが終了する

ため、システムを更新した。

（単位：円）

事業名 事業概要 事業費 備 考

財務会計システム

開発委託

財務会計・契約管理システムの開

発（既存システムの更新） （財源内訳）

一般財源

委託料

ジャパンシステム㈱

５ 自動車運行管理費

団体用バス運行事業

町内会・老人クラブ・子ども会・福祉団体などの活動の増進を図るため、事業を実施した。

令和４年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、４月１日～６月 日、８月１日～ 月 日、 月

日～２月 日の期間を運休した。他の期間は、市内運行のみを受付し、３月７日から通常運行の受付として

いる。

（単位：件）

年度 令和４年度 令和３年度

利用件数

 
８目 文書費 決算額 １７，６４８，５１３円

１ 委員報酬

情報公開審査会委員 ５人

行政不服審査法に基づく審査請求について、情報公開審査会への諮問が１件あった。

ア 公文書開示請求の状況 （単位：件）

年度 開示請求 請求該当文書

４

３

イ 情報公開審査会の開催状況

年度 開催数 開催日 内 容

４ １回 令和４年５月９日
令和３年 月 日付けで審査庁からされた諮問に対する答申案

について

３ １回 令和４年３月４日

会長の選任及び職務代理者の指名について

令和３年 月 日付けで審査庁からされた諮問について

口頭意見陳述の実施可否について

文書不存在の確認調査の実施可否について

求釈明申立の対応について

個人情報保護審査会委員 ５人

行政不服審査法に基づく審査請求について、個人情報保護審査会への諮問はなかった。

ア 自己情報開示請求等の状況 （単位：件）

年度 開示請求 請求該当文書

４

３
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
イ 個人情報保護審査会の開催状況

年度 開催数 開催日 内 容

４ ０回 － －

３ ０回 － －

個人情報保護審議会委員 ６人

個人情報保護制度の適正、円滑な運営を推進するため、個人情報取扱事務の届出について審議した。

個人情報保護審議会の開催状況

開催日 内 容

件 数
令和４年８月１日

個人情報取扱事務の届出について

（新規審議２件、新規報告 件、変更審議１件、変更報告 件、廃止 件）

令和４年 月 日

～ 月 日

個人情報取扱事務の届出について（書面開催）

（新規審議０件、新規報告０件、変更審議０件、変更報告 件、廃止０件）

令和４年 月 日
個人情報取扱事務の届出について

（新規審議０件、新規報告７件、変更審議０件、変更報告 件、廃止４件）

令和５年３月 日
個人情報取扱事務の届出について

（新規審議０件、新規報告３件、変更審議０件、変更報告 件、廃止４件）

行政不服審査会委員 ５人

行政不服審査法に基づく審査請求について、行政不服審査会への諮問はなかった。

ア 諮問及び答申の状況 （単位：件）

年度 諮問件数 答申件数

４

３

イ 行政不服審査会の開催状況

年度 開催数 開催日 内 容

４ ０回 － －

３ １回 令和３年８月 日
会長の選任及び職務代理者の指名について

令和３年６月 日付けで審査庁からされた諮問について

２ 文書法制費

文書法制事務費

条例等の制定改廃及び例規集の整備事務等を執行した。

例規審議委員会の審議の状況 （単位：件）

年度 開催数 条例 規則 規程 要綱 その他 合計

４ 回

３ 回
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
９目 情報管理費 決算額 ３０２，０００，７４０円

１ 電算機器等管理費

電算機器維持経費

ア 情報通信機器の運用管理

全庁ＬＡＮ、住民情報システム、インターネット等の機器及び通信設備等の運用管理を適正かつ安全に行っ

た。

事業名及び履行期間 事業概要 事業費 円 備 考

グループウェア用パソコン及びプ

リンタ等更新賃借

＜履行期間＞令和元年 月１日～

令和６年 月 日

グループウェア用パソコン及びプリ

ンタ等の賃借

静銀リース㈱藤枝

営業所

全庁ＬＡＮ及びグループウェアシ

ステム機器賃借

＜履行期間＞平成 年１月１日～

令和５年 月 日

全庁ＬＡＮ及びグループウェアシス

テム機器の賃借

㈱ＪＥＣＣ

全庁ＬＡＮ本庁外ネットワーク機

器賃借

＜履行期間＞平成 年８月１日～

令和５年７月 日

支所等の出先施設に設置している

ネットワーク機器の賃借

ＮＥＣキャピタル

ソリューション㈱

全庁ＬＡＮ通信ネットワーク機器

賃借（再リース）

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

全庁ＬＡＮ通信ネットワーク機器の

再リース

静銀リース㈱藤枝

営業所

データセンターサービス利用料

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

データセンターサービスの利用料 ㈱ＴＯＫＡＩコ

ミュニケーション

ズ

データセンター電気代サーチャー

ジ料

＜履行期間＞令和４年 月１日～

令和５年３月 日

データセンター電気代サーチャージ

料

㈱ＴＯＫＡＩコ

ミュニケーション

ズ

本庁舎－支所間ＦＡＸ賃借（再

リース）

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

本庁舎－支所間ＦＡＸの再リース ＮＥＣキャピタル

ソリューション㈱

第四次ＬＧＷＡＮ接続サービス

＜履行期間＞令和元年８月１日～

令和５年７月 日

第四次ＬＧＷＡＮ接続機器の賃借 ソフトバンク㈱

ＬＧＷＡＮファイアウォール賃借

＜履行期間＞令和元年 月１日～

令和６年 月 日

ＬＧＷＡＮファイアウォールの賃借 ＮＥＣキャピタル

ソリューション㈱

自動消火装置保守委託

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

本庁舎サーバ室の自動消火装置の保

守

セコム㈱

全庁ＬＡＮ回線・機器保守委託

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

全庁ＬＡＮ回線機器の保守 ＮＥＣフィール

ディング㈱中部支

社静岡支店

全庁ＬＡＮ通信ネットワーク機器

保守委託

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

全庁ＬＡＮ通信ネットワーク機器の

保守

㈱静岡情報処理セ

ンター
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

テレワーク環境構築機器保守委託

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

テレワーク環境構築機器の保守 ㈱静岡情報処理セ

ンター

グループウェアシステム保守委託

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

グループウェアシステムの保守 ㈱静岡情報処理セ

ンター

サーバ室入退室管理システム・監

視カメラ保守委託

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

サーバ室入退室管理システム及び監

視カメラの保守

アマノ㈱静岡支店

インターネットセキュリティ強化

システム保守委託

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

インターネットセキュリティ強化シ

ステムの保守

㈱静岡情報処理セ

ンター

資産管理システム構築業務委託

＜履行期間＞令和４年９月３日～

令和５年３月 日

資産管理システムの更新作業 ㈱静岡情報処理セ

ンター

テレワーク用ＰＣ購入事業

＜履行期間＞令和５年２月 日～

令和５年３月 日

テレワーク用ＰＣ２台の購入 ㈱静岡情報処理セ

ンター

ウイルス対策ソフトライセンス更

新料

＜履行期間＞令和４年４月 日～

令和４年４月 日

ウイルス対策ソフトライセンス更新 ㈱フューチャーイ

ン静岡支社

ゲートウェイセキュリティ対策ソ

フトライセンス更新料

＜履行期間＞令和４年３月８日～

令和４年４月１日

ゲートウェイセキュリティ対策ソフ

トライセンス更新

㈱フューチャーイ

ン静岡支社

イ 住民情報システム運用業務

住民情報システムの安定稼動のため、毎月㈱ＳＢＳ情報システムと定例会を開き、業務スケジュール調整、

業務改善（問題点の解消等）及び安全性の向上などシステムの適正な運用管理を実施した。また、利用端末で

は顔認証システムにより２要素認証とすることで、セキュリティの強化を図った。

ｱ 事業費

事業名及び履行期間 事業概要 事業費 円 備 考

住民情報システム機器一式賃借

＜履行期間＞令和２年３月１日

～令和７年２月 日

住民情報システム機器の賃借 静銀リース㈱藤枝

営業所

住民情報システム使用料

＜履行期間＞令和４年４月１日

～令和５年３月 日

住民情報システムの使用料 ㈱ＳＢＳ情報シス

テム

住民情報システム機器保守委託

＜履行期間＞令和２年３月１日

～令和７年２月 日

住民情報システム機器の保守 ㈱ＳＢＳ情報シス

テム

住民情報バックアップシステム

保守委託

＜履行期間＞令和２年３月１日

～令和７年２月 日

住民情報バックアップシステムの保守 ㈱ＳＢＳ情報シス

テム
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

団体内統合宛名システム保守委

託

＜履行期間＞令和４年４月１日

～令和５年３月 日

団体内統合宛名システムの保守 ㈱ＳＢＳ情報シス

テム

住民情報システム年度切替権限

設定業務委託

＜履行期間＞令和５年３月 日

～令和５年３月 日

住民情報システム年度切替権限設定作

業の業務委託

㈱ＳＢＳ情報シス

テム

住民情報システム帳票印刷業務

委託

＜履行期間＞令和４年４月１日

～令和５年３月 日

住民情報システムから出力する帳票の

印刷に係る業務委託

㈱ＳＢＳ情報シス

テム

ウ ネットワークＳＥ派遣

全庁ＬＡＮ及びインターネット接続に関するセキュリティ対策、新庁舎ネットワーク施工管理及び各情報シ

ステム移設検討、移設設計等、専門性の高い業務を委託し、高品質で安定性の高い情報通信基盤の維持管理に

努めた。

事業名 事業内容 事業費 円 備 考

ネットワークＳＥ派遣委託 ＳＥ１人（年間 日／人） ㈱静岡情報処理センター

エ ウェブ会議用システム使用経費

デジタル変革宣言に基づき、市が主催する会議、研修会及び、幹部職会議、部長会議、ヒアリング等の内部

会議を参集型からウェブ会議に変更して開催した。

ｱ 事業費

事業名 令和４年度 円） 令和３年度（円） 備 考

ウェブ会議システム使用料
一般ライセンス３、ウェ

ビナーライセンス１

財源内訳
国庫支出金（コロナ臨時交付金）
一般財源

㈱静岡情報処
理センター

特別職・部長職等ウェブ会
議システム使用料

㈱静岡情報処

理センター

ｲ 使用回数

区 分 令和４年度（回） 令和３年度（回）

ウェブ会議システム

特別職・部長職等ウェブ会議システム

情報セキュリティ強化対策事業

ア 情報セキュリティ強化対策機器の管理

情報セキュリティ強化対策機器の維持管理、リース期間満了に伴う再構築及び自治体情報セキュリティクラ

ウドの運用を行い、マイナンバー制度導入に伴うネットワーク分離等の情報セキュリティ強化対策を行った。

ｱ 事業費

事業名及び履行期間 事業概要 事業費 円 備 考

セキュリティ強靭化対策機器保守

委託

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月 日

セキュリティ強靭化対策機器の保守

に係る業務委託

㈱静岡情報処理セ

ンター
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主   要   事   業   の   説   明 款 項 目 

 

仮想デスクトップ環境設備賃借

（再リース） 

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月31日 

仮想デスクトップ環境設備の賃借 2,658,480 ＮＥＣキャピタル

ソリューション㈱ 

静岡支店 

仮想デスクトップ環境再構築業務

委託 

＜履行期間＞令和４年12月２日～

令和５年３月31日 

仮想デスクトップ環境再構築に係る

業務委託 

5,324,000 ㈱静岡情報処理セ

ンター 

セキュリティ強靭化対策機器再構

築業務委託 

＜履行期間＞令和４年12月２日～

令和５年３月31日 

セキュリティ強靭化対策機器再構築

に係る業務委託 

2,377,100 ㈱静岡情報処理セ

ンター 

自治体情報セキュリティクラウド

運用保守委託 

＜履行期間＞令和４年４月１日～

令和５年３月31日 

自治体情報セキュリティクラウドの

運用保守に係る業務委託 

3,927,360 ㈱ＴＯＫＡＩコ

ミュニケーション

ズ 

    

   (ｲ) セキュリティインシデントに起因して発生した情報流出事故件数 

令和４年度（件） 令和３年度（件） 

0 0 

 

２ デジタル変革推進経費 

(1) デジタル変革推進事業 

ア 電子申請共同利用システム運用業務 

令和２年１月に、令和３年度末までで静岡県電子自治体推進協議会（県内34市町で構成）の電子申請システ

ムの共同利用を終了し新システムを各市町個別調達することが決定したため、より機能や操作性の高い新たな

システムの検討を行い、県中部５市２町で共通のシステムを利用することとなった。令和４年度は令和３年度

に導入した新システムの運用が全庁へ浸透し、利用可能手続業務数179件、電子申請件数が22,656件増加し

た。 

(ｱ) 事業費                                         

事業名 事業費（円） 備 考 

電子申請システム使用料 
＜履行期間＞令和４年４月１日～
令和９年３月31日 

2,019,600 
㈱フューチャーイン静岡支社 
※県内５市２町で共同調達 

 

(ｲ) 導入業務数 

区 分 令和４年度 令和３年度 増減 

利用可能手続業務数(件) 
363 184 

（旧：88、新：96） 
179 

 電子申請件数(件) 
34,231 11,575 

(旧：6,930、新：4,645) 
22,656 

 

イ ＲＰＡ及びＡＩ－ＯＣＲ 

定型作業等を職員に代わりソフトウェアのロボットが自動で作業可能な「ＲＰＡ(Robotic Process 

Automation)」及び、紙やＰＤＦ等の文字情報を電子化することができる「ＡＩ－ＯＣＲ」を利用し、業務改

善、業務の効率化を行った。令和４年度は、差押予告書発行業務、死亡届出人入力業務等にＲＰＡを導入し、

自動化を達成した。加えて、ひとっとびアンケートの集計、川根地区の生活に関する住民アンケートの集計に

ＡＩ－ＯＣＲを導入し、集計作業の効率化を行った。 



 

 

主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
ｱ 事業費

事業名 事業費（円） 備 考

ＲＰＡソフトウェアライセンス（２ライセンス） ㈱ＳＢＳ情報システム

ＡＩ－ＯＣＲサービス ㈱静岡情報処理センター

合 計

ｲ 利用業務数 （単位：件）

区 分 令和４年度 令和３年度 業務内容

ＲＰＡ及びＡＩ－ＯＣＲ利用
ふるさと寄附金特例申請書の申請データ集
計・整形業務等

ＲＰＡのみ利用 個人市県民税の配当譲渡割還付の入力業務等

ＡＩ－ＯＣＲのみ利用 アンケート集計業務等

合 計

ウ 施設予約システム運用事業

いつでも自ら施設等の予約状況を確認し、利用したい施設の予約を取ることを可能にすることで、市民の利

便性の向上を図ること及び感染症対策として窓口での接触機会も減らすことを目的とし、令和３年６月より公

共施設等予約システムを運用している。令和４年度のシステム予約受付率は、令和３年度システム予約受付率

％と比較し ％増加しており、市民の利便性の向上及び感染症対策に寄与した。

ｱ 事業費

事業名 事業費（円） 備 考

公共施設等予約システム使用料 ㈱ＴＫＣ

ｲ 成果

期間
予約

総件数（件）
システムによる
予約件数（件）

システム予約
受付率（％）

受付端末割合（％）

令和４年４月～
令和５年３月

パソコン
スマートフォン

エ 統合型及び公開型地理情報システム運用事業

業務の効率化及び市民サービスの向上を目的に庁内の地理空間情報を職員及び市民が統合的に管理、閲覧で

きる基盤として、統合型及び公開型地理情報システムを運用している。令和４年度は、道路台帳図及び建築基

準法上の道路レイヤを更新した。また、ホームページ公開サイトへの訪問数は月平均 件であった。

ｱ 事業費

システム名 令和４年度 令和３年度 備 考

統合型及び公開型ＧＩＳデータ更新業務委
託

－ ㈱パスコ 静岡支店

統合型及び公開型ＧＩＳシステム利用料 ㈱パスコ 静岡支店

デジタウンユーザ図形データ変換業務委託 － ㈱ゼンリン

ｲ 管理レイヤー数

区 分 令和４年度 令和３年度 主なレイヤー

統合型 全体公開、グループ共有 航空写真、国土地理院

公開型 島田市わが街ガイド 公共施設、都市計画図、避難所
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
オ デジタル活用支援員派遣等事業

高齢者等がデジタル化社会に取り残されることなく、デジタル活用の恩恵を受け、活き活きとより豊かな生

活を送ることができるよう、高齢者等におけるデジタルデバイドの解消とデジタルリテラシーの向上を図るこ

とを目的とし、スマートフォン活用講座を公民館等で行うとともに、自治会などの希望団体において実施した。

また、総務省のデジタル活用支援推進事業について、企業より実施依頼があったため連携自治体として開催協

力を行った。 
さらに、日常において高齢者等にスマートフォン端末やそれに関するアプリなどのレクチャーや相談を行う

窓口職員等に対して、基本的な知識を学ぶ講座を実施した。

年度 事業内容
講座回数
（回）

受講者
（人）

事業費（円） 備 考

４

スマートフォン活用講座
（財源内訳）
繰入金（ふるさと応援基
金）
一般財源

かわねのね

スマートフォン活用講座
（派遣講座）

（財源内訳）
一般財源

Ｓｅｅパソコン
くらぶ

デジタル活用支員養成講座 （財源内訳）
一般財源

㈱東海道シグマ

３

スマートフォン活用講座
（財源内訳）
繰入金（ふるさと応援基
金）
一般財源

かわねのね

デジタル活用支員養成講座 （財源内訳）
一般財源

ソフトバンク㈱

カ 申請管理システム構築事業【令和４年度新規事業】

行政手続きのオンライン化を推進することを目的に、国の電子申請サービスであるぴったりサービスと島田

市の住民情報システムを連携するための申請管理システムを構築した。当システムは、令和５年度より運用を

開始する。 
ｱ 事業費

事業名 事業費（円） 備 考

申請管理システム構築業務委託
（財源内訳）
国庫支出金（デジタル基盤改革支援補助金）

一般財源

㈱ＳＢＳ情報
システム

キ 子育て支援プラットフォーム等構築事業

妊娠期から子どものライフステージに合わせた切れ目のない支援や、仕事と子育てを両立し十分に子育ての

時間を確保できるような支援の実現、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策やスマートフォンの急激な普及

に伴う子育て関連施策のデジタルシフトに対応し、利便性を向上させるため、保護者と行政の「接点」にデジ

タル技術を活用するため、子育て支援プラットフォーム「しまいく＋（ぷらす）」を構築した。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 

年度 事業の内容 事業の成果 事業費 円 備 考

４

子育て支援プラット

フォーム「しまいく＋」

において、子育て支援分

野・保育支援分野におけ

るサービスの構築をし

た。

令和３年度に構築した、複数

の所属で活用できる汎用性の

高い共通機能を備えたプラッ

トフォームにおいて、子育て

支援分野・保育支援分野にお

けるサービスの運用を開始し

た。

３月末利用登録者数： 人

（財源内訳）

県支出金（ふじのくに少

子化突破展開事業費補助

金）

繰入金（ふるさと応援基

金）

㈱静岡情

報処理セ

ンター

３

子育て支援プラット

フォーム「しまいく＋」

基盤部分の構築及び母子

保健サービスの構築をし

た。

複数の所属で活用できる汎用

性の高い共通機能を備えたプ

ラットフォームを構築し、令

和４年３月 日に母子保健

サービスの運用を開始した。

３月末利用登録者数： 人

（財源内訳）

国庫支出金（コロナ臨時

交付金）

一般財源

㈱静岡情

報処理セ

ンター

ク キャッシュレス決済導入事業

市民の利便性の向上と待ち時間の短縮、接触機会を減らすとともに、感染症リスクの減少に繋げることを目

的とし、窓口（市民課・納税課・課税課・３支所・２行政サービスセンター・博物館本館・博物館分館）に

キャッシュレス決済端末を導入し（令和３年度）、利用を開始した。さらに、元日マラソン（スポーツ振興

課）や島田第一保育園、島田第三保育園にＱＲコード決済（ ）を導入し、利便性向上を行った。

年度 事業の内容 事業の成果 事業費 円 備考

４

【端末導入窓口】

５月 日よりキャッ

シュレス決済の利用

を開始した。（クレ

ジットカード・電子

マネー・ＱＲコード

決済に対応）

キャッシュレス決済利用率 ％

キャッシュレス利用額

手数料

（財源内訳）

一般財源

ＧＭＯフィナ

ンシャルゲー

ト㈱、㈱ＴＯ

ＫＡＩケーブ

ルネットワー

ク、ポスタス

㈱、三井住友

カード㈱、㈱

ジ ェ ー シ ー

ビー

 

【ＱＲコード決済窓

口】

１月よりＱＲコード

決済の利用を開始し

た。

【元日マラソン（参加料）】

キャッシュレス決済利用率 ％

キャッシュレス利用額

手数料

【第一・第三保育園（延長保育

料）】

キャッシュレス決済利用率 ％

キャッシュレス利用額

手数料

手数料

（財源内訳）

一般財源

㈱

３

キャッシュレス決済

導入に必要なイン

ターネット回線の引

き込み、キャッシュ

レス決済端末の賃

借、使い方研修を実

施した。

キャッシュレス決済端末が設置で

きる環境整備及び端末の設置が完

了した。

また、使い方の研修を行い利用開

始に向けた準備を行った。

（財源内訳）

国庫支出金（コロナ

臨時交付金）

一般財源

㈱ＴＯＫＡＩ

ケーブルネッ

トワーク、ポ

スタス㈱、㈱

ＮＥＣフィー

ルディング、

三井住友カー

ド㈱
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
デジタルマーケティング施策推進事業

ア デジタルマーケティング推進アドバイザー業務委託

市施策へのデジタルマーケティングの導入支援、継続支援、マーケティング的思考を取り入れたＰＤＣＡサ

イクルに対応するための職員の意識改革、及び業務改善を目的に、デジタルマーケティングに精通した専門的

な知見及び経験を有したアドバイザーに委託することで、島田市のデジタルマーケティングの推進を図った。

また、ウェブサイトの分析方法及びＳＮＳ等の有効活用等について実践的な指導を受けるとともに職員向け

の研修を複数開催することで、職員自らが意識してＰＤＣＡサイクルを回すことができるよう、意識改革及び

知識の習得を図った。

年度 事業の内容 事業の成果 事業費 円 備 考

４

訪問、テレビ会議

による定期支援及

び電話等による随

時支援

・デジタルマーケティング継続実施事業

（課）：９事業（７課）※１

・ウェブサイトの分析、ＳＮＳ等の有効活用

を行った事業（課）：６事業（５課）※２

・職員等を対象にした研修会：３回（

アナリティクス研修、ウェブサイト研修、

島田市職員のためのマーケティング研修）

（財源内訳）

繰入金（ふるさ

と応援基金）

㈱Ｉｎｔ

ｈｅｏｒ

ｙ

３

訪問、テレビ会議

による定期支援及

び電話等による随

時支援

・デジタルマーケティング新規導入事業

（課）：１事業（１課）※３

・デジタルマーケティング継続実施事業

（課）：８事業（６課）

・ウェブサイトの分析、ＳＮＳ等の有効活用

を行った事業（課）：６事業（５課）※２

・職員等を対象にした研修会：２回（「稼ぐ

観光」のマーケティング勉強会、成果を上

げるコツ教えます！マーケティングセミ

ナー）

（財源内訳）

繰入金（ふるさ

と応援基金）

㈱Ｉｎｔ

ｈｅｏｒ

ｙ

※１ ９事業…プロモーション（ＤＸ推進課）、認知度調査（ＤＸ推進課）、ウェブサイト機能強化（ＤＸ推進

課、農業振興課、市民協働課、観光課、子育て応援課、商工課）、観光施策（観光課）、ふるさ

と寄附金（市民協働課）、移住（市民協働課）、茶業振興（農業振興課）、子育て支援（子育て

応援課）、文化政策（文化資源活用課）

※２ ６事業…市ウェブサイト全般（ＤＸ推進課）、住んでごしまだ（市民協働課）、ふるさと納税特設サイト

（市民協働課）、旅する大井川（観光課）、しまいく（子育て応援課）、市公式サイト（広報課）

※３ １事業…文化政策（文化資源活用課）
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
イ デジタルプロモーション業務委託

令和４年度は、島田市への誘客及び移住を目的とした認知度の向上と、観光ウェブサイト内決済ページの取

引件数及び取引額の拡大を図るために、マーケティング的思考に基づき、目的・ターゲット毎に最適な手法で

プロモーションを展開した。

区分 令和４年度 令和３年度

事業の

成果

１ 認知度向上目的の広告配信

（ ）配信先：全国のリマーケティングリスト

ユーザー、対象地域（東京都、

神奈川県、埼玉県、千葉県、山

梨県、静岡県、愛知県）

（ ）配信方法：

・ＧＤＮ（※）バナー広告

表示回数： 回

クリック率： ％

・ＳＮＳ広告（ 、 ）

表示回数： 回

クリック率： ％

２ 観光ウェブサイト内決済ページの取引件

数及び取引額の拡大目的の広告配信

（ ）配信先：（お花見団子セット）

デザート、菓子、 、観光、

グルメ・食通、旅行写真または

、よく旅行する人

（緑茶観光）

緑茶、抹茶、飲食男女、自然写

真、お茶、紅茶、旅行写真また

は旅行、よく旅行する人

（ ）配信方法：

・ＧＤＮ（※）バナー広告

表示回数： 回

クリック率： ％

・ＳＮＳ広告（ 、 ）

表示回数： 回

クリック率： ％

１ 認知度向上目的の広告配信

（ ）配信先：全国のリマーケティングリスト

ユーザー、対象地域（東京都、

神奈川県、埼玉県、千葉県、山

梨県、静岡県、愛知県）

（ ）配信方法：

・ 広告

視聴回数： 回

視聴率： ％

・ＧＤＮ（※）バナー広告

表示回数： 回

クリック率： ％

２ 観光ウェブサイト内決済ページの取引件

数及び取引額の拡大目的の広告配信

（ ）配信先：（ゆるキャン△コラボ商品）

エンターテインメント好き、メ

ディア読書好き、コミック・アニ

メーションファン

（ご利益スポット＆グッズ）

大学入試、受験対策、公務員採

用、資格試験

（ ）配信方法：

・ＧＤＮ（※）バナー広告

表示回数： 回

クリック率： ％

事業費

円
（財源内訳）

繰入金（ふるさと応援基金）

（財源内訳）

繰入金 （ふるさと応援基金）

備考 ㈱西日本新聞メディアラボ ㈱西日本新聞メディアラボ

※ＧＤＮ（ ディスプレイネットワーク）は、 に関連するウェブサイト等に、自社の商品やサー

ビスの広告を出すサービス。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
ウ 認知度調査業務委託

観光、移住、物産購入等の施策において「島田市を知っている（認知）」ことは重要な指標となる。令和元

年度の本調査から次の本調査を実施する令和７年度までは、簡易調査を行い、認知施策の成果の把握に努めた。

区分 令和４年度 令和３年度

事業の成果

下記地域の 歳以上 歳未満の男女個人に

対し、インターネット上で島田市及び島田市

の保有する観光コンテンツ等の認知に係るア

ンケート調査を実施した。

・東京都

回収サンプル数： 、認知度： ％

・神奈川県

回収サンプル数： 、認知度： ％

・山梨県

回収サンプル数： 、認知度： ％

・静岡県

回収サンプル数： 、認知度： ％

・愛知県

回収サンプル数： 、認知度： ％

・大阪府

回収サンプル数： 、認知度： ％

・合計

回収サンプル数： 、認知度： ％

下記地域の 歳以上の男女個人に対し、イン

ターネット上で島田市及び島田市の保有する

観光コンテンツ等の認知に係るアンケート調

査を実施した。

・関東

回収サンプル数： 、認知度： ％

・山梨県

回収サンプル数： 、認知度： ％

・静岡県

回収サンプル数： 、認知度： ％

・愛知県

回収サンプル数： 、認知度： ％

・大阪府

回収サンプル数： 、認知度： ％

・神奈川県

回収サンプル数： 、認知度： ％

・東京都

回収サンプル数： 、認知度： ％

・合計

回収サンプル数： 、認知度： ％

事業費 円 （財源内訳）

繰入金（ふるさと応援基金）

（財源内訳）

繰入金（ふるさと応援基金）

エ ウェブサイト機能強化業務

デジタルマーケティングの手法が最大限生かせるよう、動画配信等（認知・興味）の流れから島田市のウェ

ブサイトに流入してくるユーザーに対して、ウェブサイト内をより検索させ、次なる行動（旅行・購入）に移

行しやすいよう、ユーザー目線での情報の整理や各施策のターゲットの興味関心を高めるための機能強化を実

施した。

事業の内容 事業の成果 事業費 円 備 考

島田市所有の下記の施策にお

けるウェブサイトの機能強化

を実施した。

・観光

・子育て

・観光

令和２年度から３年度にかけて構築

又は機能強化を行ったウェブサイト

について、更なる機能強化を実施

し、サイトの利便性を高めることが

できた。

（財源内訳）

県支出金（ふじのくに

少子化突破展開事業補

助金）

繰入金（ふるさと応援

基金）

㈱オカムラ
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
３ 新型コロナウイルス感染症対策事業

公開型地理情報システムレイヤ追加事業【令和４年度新規事業】

ア 公開型地理情報システムレイヤ追加事業

システム名 事業の成果 事業費（円） 備 考

統合型及び公開型ＧＩＳ防災
マップレイヤ追加業務委託

防災対策の推進及び住民の河川氾
濫等に関する理解の向上を目的と
して、洪水ハザードマップ等の防
災関連情報を搭載した。

（財源内訳）
国庫支出金（コロナ臨
時交付金）
一般財源

㈱パスコ
静岡支店

目 財産管理費 決算額 ２２５，９３５，２４０円

１ 財産管理費

普通財産管理経費

普通財産の有効活用を図るため、貸付けや売払いを行った。また、事業用地として取得した土地について分筆

や所有権移転登記等を行った。

ア 市有財産（土地・建物／普通財産）の貸付状況

区 分
有 償 無 償

貸付収入 円
件数 件 面積 ㎡ 件数 件 面積 ㎡

土 地

建 物

合 計

イ 市有財産（土地／普通財産）の売払状況

件数 件 登記面積 ㎡ 売払い収入 円

法定外財産の譲渡によるもの

入札や貸付地等の譲渡によるもの

合 計

ウ 登記実施状況

区 分
地積更正

及び分筆
分筆

名義人住

所変更等

所有権

移転

地目

変更
保存 合計

件数 件

筆数 筆

旧金谷庁舎跡地利活用事業

ＰＦＩ手法による旧金谷庁舎跡地への施設整備及び周辺既存施設との一体的な維持管理・運営の実施に向け、

設計、建設及び工事監理業務並びに運営に係る準備業務を実施し、このうち運営に係る準備業務として実施した

「ＳＣ醸成・向上業務に係る開業準備業務」及び建設業務として実施した「地中埋設物の処分に係る業務」に係

るサービス対価を支払った。

事業名 事業の概要 事業費 円 備 考

ＰＦＩ維持管理

・運営委託

ＳＣ醸成・向上業務に係る開業準備業務

財源内訳

一般財源

金谷ＰＦＩパート

ナーズ㈱

建設業務（地中埋設物の処分に係る業務）

財源内訳

一般財源

金谷ＰＦＩパート

ナーズ㈱
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
２ 庁舎等管理費

庁舎等管理経費

市役所本庁舎等の適切な維持管理を行った。また、昭和 年（ 年）に建築された本庁舎は、老朽化が進ん

でいるため、必要な修繕工事及び設備の更新等を実施した。

ア 修繕の状況

事業名 事業費 円 備 考

施設間内線通話設備蓄電池取替 ㈱門田電話工業所

組織再編に伴う電話設備改修工事 ㈱門田電話工業所

来庁者臨時駐車場ポールコーン取付 ㈱アーク東海

現業詰所水栓柱増設 森下商事㈱

４階女子トイレ換気扇改修 ㈱豊国電気

給湯室ガス警報器更新 ほか４件 島田ガス㈱ ほか３社

合 計

イ 委託業務の状況

事業名 事業費 円 備 考

公共施設包括管理業務委託 日本管財㈱

警備業務委託 セーフティガード㈱

駐車場整理業務委託 （公社）島田市シルバー人材センター

正面玄関前築山等剪定管理業務委託 ㈱島田グリーンセンター

事業所廃棄物処理委託 ㈱アスク長谷川

島田市民会館跡地東側庭園樹木剪定管理業務委託 ㈲六南園

合 計

金谷南支所等管理経費

ア 住民の主体的な活動拠点の確保と行政窓口の拡充による住民サービスの向上を目的に、平成 年４月１日に支

所機能を備えた施設として開所した金谷南地域交流センターの維持管理を行った。また、コミュニティサロン金

谷南として、市内の団体などに施設の貸出しをした。

施設の利用状況

施設名 年度 利用団体数 団体 利用件数 件 利用者数 人

コミュニティサロン金谷南
４

３

イ コミュニティ施設として円滑な管理運営を図った。

施設の利用状況

施設名 年度 管理委託先 委託料 円 利用件数 件 利用者数 人

かなや会館
４

島田市観光協会
３

金谷東会館
４ 金谷東会館

管理運営委員会３

金谷北支所等管理経費

ア 住民の主体的な活動拠点の確保と行政窓口の拡充による住民サービスの向上を目的に、平成 年４月１日に

五和地区へ支所機能を備えた施設として開所した金谷北地域交流センターの維持管理を行った。また、コミュ

ニティサロン金谷北として、市内の団体などに施設の貸出しをした。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
施設の利用状況

施設名 年度 利用団体数 団体 利用件数 件 利用者数 人

コミュニティサロン金谷北
４

３

イ コミュニティ施設北五和会館は管理運営を地元管理運営委員会に委託し、円滑な管理運営を図った。

施設の利用状況

施設名 年度 管理委託先 委託料 円 利用件数 件 利用者数 人

北五和会館
４ 北五和会館

管理運営委員会３

川根支所等管理経費

ア 市役所川根庁舎及び茶室棟「杉風庵」の適切な維持管理を行った。

修繕の状況

事業名 事業費 円 備 考

川根庁舎１階執務室空調機修繕
三菱電機システムサービス㈱

静岡サービスステーション

川根庁舎自火報設備受信用バッテリー取替 島田防災設備㈱

川根庁舎１階避難誘導灯取替修繕 島田防災設備㈱

合 計

委託業務の状況

事業名 事業費 円 備 考

川根庁舎 浄化槽保守点検業務委託 ほか５件 ㈲かわね環境 ほか４社

茶室棟
浄化槽保守点検業務委託 ㈲かわね環境

管理業務委託 （公社）島田市シルバー人材センター

合 計

イ 施設の利用状況

施設名 年度 利用団体数 団体 利用日数 日 利用者数 人

茶室棟「杉風庵」
４

３

３ 財産管理費（繰越明許）

旧金谷庁舎跡地利活用事業

旧金谷庁舎解体に係る工事監理業務委託及び解体工事が完了した。

事業名 事業の概要 事業費 円

（繰越明許）

旧金谷庁舎解体工

事監理業務委託

旧金谷庁舎等の解体に係る工事監理業務

委託料（令和３年度契約額）

委託料

仲山設計

（繰越明許）

旧金谷庁舎解体工

事

解体建物

旧金谷庁舎 ＲＣ造３階建 ㎡

旧保健福祉センター ＲＣ造３階建 ㎡

附属建物 ８棟 Ｓ造１階 ㎡

工事請負費（令和３年度契約額）

工事請負費

㈱特種東海フォレスト

合 計
（財源内訳）

市債（合併特例債）

一般財源
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
目 市役所新庁舎整備費 決算額 ２，９７６，８５２，１７０円

１ 市役所新庁舎整備事業

債務負担行為により令和３年８月から着手している新庁舎建設工事については、工事の遅延のため引渡し期限を

１か月延長し、令和５年７月 日の完成を目標に工事を実施しており、令和４年度は工事の出来高に応じた支払い

を行った。また、 月補正を行い、主要な什器備品の購入及び新庁舎移転業務委託について、債務負担行為による

契約を締結した。

（単位：円）

事業名 事業概要 事業費

新庁舎建設工事監

理業務委託

新庁舎建設工事の監理業務

委託料（令和３年度契約額）

委託料

㈱石本建築事務所名古屋オフィス

新庁舎建設工事段

階コンストラクシ

ョン・マネジメン

ト業務委託

建設工事段階における品質、工程、コスト管理

等に係る支援業務

委託料  
日建設計コンストラクション・マネジメ

ント㈱

新庁舎 ・

認証評価業務

委託

新庁舎の環境負荷低減及び環境品質を評価する

建築評価等第三者認証を取得するために

必要となる評価業務

委託料

㈱石本建築事務所名古屋オフィス

新庁舎ウェルネス

オフィス認証調査

業務委託

新庁舎の環境性能に加え利用者の知的生産性の

向上や健康性の維持増進のための取組みなどを

評価するウェルネスオフィス評価認証を取得す

るために必要となる調査業務

委託料  
㈱石本建築事務所名古屋オフィス

新庁舎什器備品整

備及び移転計画策

定等業務委託

新庁舎の執務空間レイアウト計画、什器備品の

新規購入転用計画、移転計画の策定及び移転の

監理業務

委託料（令和３年度契約額）

委託料

コクヨマーケティング㈱中部支社

新庁舎移転業務委

託

新庁舎への什器備品・文書等の搬送、搬出入管

理、養生、梱包・開梱及び職員説明会の開催な

どの移転業務

委託料（令和４年度契約額）

委託料

アート引越しセンター㈱東京法人第二営

業部

新庁舎建設工事

（建築工事）

・新築工事

新庁舎（ＲＣ造４階建、免震構造）

Ａ＝ ㎡

倉庫棟（Ｓ造２階建） Ａ＝ ㎡

駐輪場、バイク置場ほか

・解体工事

本庁舎（ＲＣ造４階建地下１階）

Ａ＝ ㎡

会議棟（Ｓ造２階建） Ａ＝ ㎡

西雑庫ほか

工事請負費（令和３年度契約額）

※令和４年度末出来高 ％

工事請負費

木内・大河原・アーク東海特定建設工事

共同企業体

新庁舎建設工事

（電気設備工事）

新庁舎に係る電気設備工事一式

工事請負費（令和３年度契約額）

※令和４年度末出来高 ％

工事請負費

シズデン・髙橋電気工業・暁電工特定建

設工事共同企業体

新庁舎建設工事

（空気調和設備工

事）

新庁舎に係る空気調和設備工事一式

工事請負費（令和３年度契約額）

※令和４年度末出来高 ％

工事請負費

菱和設備・特種東海フォレスト・名取

サービス特定建設工事共同企業体
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

新庁舎建設工事

（給排水衛生設備

工事）

新庁舎に係る給排水衛生設備工事一式

工事請負費（令和３年度契約額）

※令和４年度末出来高 ％

工事請負費

エクノス・森下商事特定建設工事共同企

業体

新庁舎建設に伴う

仮駐車場修繕工事

路盤入替 Ａ＝ ㎡

不陸整正 Ａ＝ ㎡

区画線工 Ｌ＝ ｍ

工事請負費

大河原建設㈱

新庁舎執務用机購

入事業

執務用机 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎窓口カウン

ター購入事業

窓口カウンター 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎ハンドル式

移動棚購入事業

ハンドル式移動棚 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱オカムラ

新庁舎横スライド

収納庫購入事業

横スライド収納庫 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱オカダ

新庁舎更衣ロッカ

ー購入事業

更衣ロッカー 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱オカダ

新庁舎執務机用ワ

ゴン購入事業

執務机用ワゴン 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎収納庫（執

務用ロッカー等）

購入事業

収納庫（執務用ロッカー等） 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎収納庫（ロ

ータイプ）購入事

業

収納庫（ロータイプ） 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎２段収納庫

購入事業

２段収納庫 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎収納庫（ハ

イタイプ）購入事

業

収納庫（ハイタイプ） 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎手動式移動

書架購入事業

手動式移動書架 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎会議室等用

テーブル購入事業

会議室等用テーブル 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎窓口カウン

ター用椅子等購入

事業

窓口カウンター用椅子等 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器

新庁舎会議室等用

椅子購入事業

会議室等用椅子 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱サワムラ事務器
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

新庁舎大会議室用

机・椅子購入事業

大会議室用机・椅子 一式

購入金額（令和４年度契約額）

備品購入費

㈱オーイシ

事務費

（内訳）

旅費

需用費

役務費

使用料及び賃借料

合 計

（財源内訳）

国庫支出金

繰入金（公共施設整備基金）

繰入金（木でつくる未来基金）

市債（合併特例債）

市債（合併推進債）

一般財源

２ おおるり東館改修事業

新庁舎に係る行政機能移転後のプラザおおるり東館空きスペースの利活用については、グループ学習や打合せ、

展示など市民が気軽に使えるものとするほか、外郭団体の事務所とする基本方針の中で、現在のおおるり東館の施

設機能を生かした必要な改修を行うための設計業務を委託した。

事業名 事業概要 事業費

プラザおおるり東

館内部改修工事設

計業務委託

プラザおおるりの内部改修工事に伴う設計業務 委託料

㈲こころ木造建築研究所

合 計 財源内訳

一般財源

目 公平委員会費 決算額 ６，２００円

１ 委員報酬

公平委員会委員 ３人

令和４年度は、勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立てはなかった。

公平委員会の開催状況

年度 開催数 開催日 内 容

４ ０回 － －

３ １回 令和３年７月 日

令和２年度における勤務条件に関する措置要求及び不利益処分

に関する不服申立ての状況について

島田市職員団体の登録等に関する規則の一部改正について

目 会計管理費 決算額 ５，４７６，７３３円

１ 会計管理事務費

会計管理事務

現金、有価証券及び物品の出納に関する事務を行うとともに、収入支出の執行を適正に処理するため、職員に

対する啓発を行った。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
ア 会計事務の庁内向けのお知らせの掲示

掲示回数 回

掲示内容 収入処理、支出処理

イ 職員研修システムへの掲載

講座名称 会計事務について

研修内容 調定、納入の通知、収納、支出負担行為、支出命令、支出伝票

目 ふるさと応援基金費 決算額 １４８，６５５，０５３円

１ ふるさと応援基金積立金

令和４年度に受領したふるさと寄附金から、病院事業会計分及びふるさと寄附金の募集に要した経費を控除した

金額をふるさと応援基金へ積み立てた。

新規積立分 円

利子積立分 円

寄附金内訳

区 分 令和４年度 令和３年度

寄附者意向事業 件数 件 寄附金額 円 件数 件 寄附金額 円

子育て支援の充実

福祉施策の充実

環境施策の推進

医療設備の充実（市民病院の整備）

学校教育の充実

保育施策の充実

自治体におまかせ

その他

台風 号・豪雨災害応援寄附 － －

一般会計小計

利子積立分 円 円

必要経費差引後の病院事業会計分 △ 円 △ 円

ふるさと寄附金の募集に要した経費 △ 円 △ 円

台風 号・豪雨災害応援寄附 △ 円 －

ふるさと応援基金積立金合計 円 円

ふるさと応援基金繰入金

繰入金額 円

充当事業一覧

担当課 事業名 繰入金額 円

長寿介護課 養護老人ホームぎんもくせい管理運営経費

子育て応援課 放課後児童クラブ運営事業

保育支援課 市立保育所施設管理経費

学校教育課 小中学校プログラミング教育推進事業

環境課 住宅用省エネルギー

設備設置促進事業市民協働課 移住・定住促進事業

ＤＸ推進課
デジタル変革推進事業

デジタルマーケティング施策推進事業

教育総務課
ＩＣＴ支援員配置経費 小学校費

ＩＣＴ支援員配置経費 中学校費
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
２項 徴税費 決算額 ４００，０３９，６６７円

１目 税務総務費 決算額 ２１３，７９０，７３３円

１ 市税の概要

当市の市税収入は 億 万円で、収納率は ％であった。個々の税については次のとおりである。

税目別収入状況（現年課税分＋滞納繰越分）

区 分

税 目

予 算 額

Ａ 千円

調 定 額

Ｂ 千円

収入済額

Ｃ 千円

収入歩合 ％

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税

入 湯 税

合 計

※収入歩合は、小数点以下第３位を四捨五入

※市民税は、個人市民税及び法人市民税

市民１人及び１世帯当たり税収入額（現年課税分）

年 度
人 口

人

世帯数

世帯

１人当たり 円 １世帯当たり 円

市民税 固定資産税 その他の税 市民税 固定資産税 その他の税

４

３

※人口及び世帯数は、年度末現在（外国人を含む｡

※その他の税は、軽自動車税、市たばこ税、都市計画税及び入湯税

２目 賦課徴収費 決算額 １８６，２４８，９３４円

１ 課税事務費

市民税課税事務費

ア 市民税納税義務者数

年 度
個人市民税 人 法人市民税 社

均等割のみ 均等割＋所得割 合 計 均等割のみ 均等割＋法人税割 合 計

４

３

イ 個人市民税納税義務者１人当たり税負担額（現年課税分）

年 度
個 人 市 民 税

納税義務者数 人 調 定 額 円 １人当たり税負担額 円

４

３

ウ 法人市民税資本金等の金額段階別調定額（現年課税分）

年 度
区 分

資本金等
法人数
社

税 額 円

法人税割 均 等 割 合 計

４

１億円超の法人

１億円以下の法人

合 計

３

１億円超の法人

１億円以下の法人

合 計
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
エ 課税原票イメージ化管理システム賃借料

課税原票管理システムの賃借及びシステム稼働に必要な保守・点検を実施した。

また、５年間の契約期間終了に伴い、機器の契約更新を行った。

業務名称 契約期間 内 容 事業費 円 備 考

課税原票イメージ化

管理システム賃借料

Ｈ ７ １～

Ｒ４ ６

債務負担行為

課税原票管理システ

ムの賃借及び保守等 総額

三菱ＨＣキャピタル㈱

（旧日立キャピタル㈱）

業務名称 契約期間 内 容 事業費 円 備 考

課税原票イメージ化

管理システム賃借料

Ｒ４ ７ １～

Ｒ９ ６

債務負担行為

課税原票管理システ

ムの賃借及び保守等 総額
三菱ＨＣキャピタル㈱

資産税課税事務費

ア 固定資産税納税義務者数（区分ごと） （単位：人）

年 度 土 地 家 屋 償 却 資 産

４

３

※法定免税点以上のもの。

イ 固定資産税納税義務者１人当たり税負担額（現年課税分）

年 度
固 定 資 産 税

納税義務者数 人 調 定 額 円 １人当たり税負担額 円

４

３

※国有資産等所在市町村交付金を除く。

ウ 新築住宅等の軽減状況

年 度 個 数 個 床 面 積 ㎡ 軽 減 税 額 円

４

３

エ 都市計画税納税義務者１人当たり税負担額（現年課税分）

年 度
都 市 計 画 税

納税義務者数 人 調 定 額 円 １人当たり税負担額 円

４

３

オ 国有資産等所在市町村交付金状況

年 度
国有資産 県有資産 合 計

件数 件 交付金額 円 件数 件 交付金額 円 件数 件 交付金額 円

４

３

カ 標準宅地の不動産鑑定評価時点修正業務

令和５年度課税に向けた標準宅地の時点修正率を算出するため、市内 地点（島田地区 地点、金谷地区

地点、川根地区 地点）の鑑定評価を実施した。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 

業務名称 契約期間 内 容 事業費 円 委 託 先

標準宅地の不動産鑑定

評価時点修正業務

Ｒ４ ５ ～

Ｒ４ ９

標準宅地 地点

の鑑定評価

静岡県不動産鑑定

協同組合

キ 令和６年度固定資産税（土地）評価替えに係る標準宅地の不動産鑑定評価業務

令和６年度評価替えに向けて、市内 地点（島田地区 地点、金谷地区 地点、川根地区 地点）の令

和５年１月１日時点の鑑定評価を実施した。

業務名称 契約期間 内 容 事業費 円 委 託 先

令和６年度固定資産税

（土地）評価替えに係

る標準宅地の不動産鑑

定評価業務

Ｒ４ ７～

Ｒ５ ３

標準宅地 地点

の鑑定評価

静岡県不動産鑑定

協同組合

ク 固定資産土地評価業務

令和６年度評価替えに向けて、土地評価の適正かつ均衡な課税を推進するために、市内全域の標準宅地の見

直し、状況類似地域の見直し（路線価地区・その他地区）等を実施した。

業務名称 契約期間 内 容 事業費 円 委 託 先

固定資産土地評価業務

Ｒ３ ７ ～

Ｒ６ ３

債務負担行為

標準宅地、状況類

似地域の見直し等 （総額
㈱パスコ静岡支店

ケ 地番図修正業務委託

六合地区の一部及び川根地区の一部で、地籍調査が終了した区域の土地について、固定資産情報管理システ

ムの地番図デジタルデータの修正及び追加作成を行った。

業務名称 契約期間 内 容 事業費 円 委 託 先

地番図修正業務委託
Ｒ４ ～

Ｒ５ ３

地番図形データ構

造化編集等
㈱パスコ静岡支店

コ 固定資産情報管理システム保守業務委託

固定資産税課税客体（土地・家屋）の正確な把握と評価の適正化・均衡化を図るため、固定資産情報管理

システム（地理情報システム）の保守業務を行った。

業務名称 契約期間 内 容 事業費 円 委 託 先

固定資産情報管理シス

テム保守業務委託

Ｒ４ ４ １～

Ｒ５ ３

固定資産情報管理

システムの保守
㈱パスコ静岡支店

サ 家屋評価システム使用料

業務名称 契約期間 内 容 事業費 円 備 考

家屋評価システム使用

料

Ｒ３ ４ １～

Ｒ８ ３

債務負担行為

家屋評価システム

使用料 （総額

㈱ＳＢＳ情報シス

テム

諸税課税事務費

ア 軽自動車税（種別割）課税台数（現年課税分） （単位：台）

年 度 原動機付自転車 軽自動車 小型特殊自動車 二輪の小型自動車 合 計

４

３
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
イ 軽自動車税（環境性能割）課税状況 （単位：台）

年 度 非 課 税
課 税

合計
税率： ％ 税率：１％ 税率：２％

４

３

ウ 市たばこ税賦課状況

年 度
課 税 標 準

申告者数 人
合 計 本

４

３

エ 入湯税の入湯者数 （単位：人）

年 度 特別徴収義務者数 入湯者数 施設名

４ 田代の郷温泉・川根温泉・川根温泉ホテル

３ 田代の郷温泉・川根温泉・川根温泉ホテル

オ 証明発行件数 （単位：件）

区 分

種 別
市役所 金谷南支所 金谷北支所 川根支所 合 計

固定資産価格通知

固定資産評価証明

固定資産公課証明

所有証明

課税台帳記載事項証明

固定

資産証明

営業証明

住宅用家屋証明

建物不存在証明

狩猟者関係

軽油引取税

閲覧（土地台帳、名寄帳）

交付（旧土地台帳付属

地図の副図の写し）

そ の 他

合 計

カ 市税の減免に関する状況 （単位：件、円）

区分

年度

個人市民税 法人市民税
固定資産税

都市計画税
軽自動車税 合 計

件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額 件数 減免額

４

３

※固定資産税・都市計画税は、令和４年台風第 号による減免を含む（土地：１件 円、家屋：４件

円、償却：１件 円 。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
２ 徴収事務費

市税の滞納額

区分

年度

個人市民税 法人市民税 固定資産税・都市計画税 軽自動車税

件数 件 税額 円 件数 件 税額 円 件数 件 税額 円 件数 件 税額 円

４ 現年課税分

滞
納
繰
越
分

３

２

元

以前

合 計

※現年課税分の滞納は、令和５年５月末現在のものである。

不納欠損処分税目別内訳

区分
年度

個人市民税 法人市民税 固定資産税・都市計画税 軽自動車税

件数 件 税額 円 件数 件 税額 円 件数 件 税額 円 件数 件 税額 円

４ 現年課税分

滞
納
繰
越
分

３

２

元

以前

合 計

※不納欠損額合計 円

不納欠損処分に係る法令該当条項

条 項 項 目 個人市民税 法人市民税
固定資産税
都市計画税

軽自動車税

地 方 税 法
第 条の７第４項

件数 件

金額 円

地 方 税 法
第 条の７第５項

件数 件

金額 円

地 方 税 法
第 条 第 １ 項

件数 件

金額 円

滞納処分執行状況 単位：件

年度 項 目 不 動 産 債 権 動 産 等 合 計

４ 差 押

３ 差 押

口座振替利用状況

年度 税 目 調定件数 件 口座振替件数 件 振替実績件数 件 口座振替利用率 ％

４

市県民税（普通徴収）

固定資産税・都市計画税

軽自動車税（種別割）

合 計
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

３

市県民税（普通徴収）

固定資産税・都市計画税

軽自動車税（種別割）

合 計

※調定件数は、各税目の当初調定件数とした（過年度更正に伴う随時課税分は含まない｡ 。
※口座振替件数は、各納期に口座振替として各金融機関に請求した件数とした（再振替は含まない｡ 。
※口座振替利用率は、口座振替件数を調定件数で除したものである。

コンビニエンスストア・スマートフォン決済収納利用状況

年

度
税 目

コンビニエンスストア スマートフォン 合 計

件数 件 金額 円 件数 件 金額 円 件数 件 金額 円

４

市県民税 普徴

固定資産税

都市計画税

軽自動車税 種別割

合 計

３

市県民税 普徴

固定資産税

都市計画税

軽自動車税 種別割

合 計

※件数は、本税（現年課税分及び滞納繰越分）、督促手数料及び延滞金を含めた納付数である。

市税コンビニエンスストア等収納手数料（スマートフォンを含む｡

業務名称 履行期間 契約先
事業費 円

令和４年度 令和３年度

市税コンビニエンスストア

等収納手数料（単価契約）

令和２年４月１日～

令和７年３月 日
㈱電算システム

地方税共同機構関連業務

令和元年 月から導入したｅＬＴＡＸ共通納税システムは、令和５年度から運用開始となる対象税目追加に関

わるシステム改修及びセキュリティ強化を目的としたデータ連携を開始した。また、車検時の軽自動車納付確認

システムが令和５年１月から運用開始されたことに関わるシステム改修を行い運用開始した。

ア 収納利用状況

年度 税 目 納付件数 件 納付金額 円

４

市県民税 特徴

法人市民税

合 計

３

市県民税 特徴

法人市民税

合 計

イ 共通納税システム経費 （単位：円）

区 分
契約先

（納入先）
令和４年度 令和３年度

地方税共通納税システム

サービス利用料

データ連携利用料

㈱ＴＫＣ

―
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

データ連携設定手数料

税目拡大設定手数料
㈱ＴＫＣ

―

―

地方税共通納税システム分

負担金
地方税共同機構

地方税共通納税システム税

目拡充及びＱＲコード対応

基幹系システム改修業務委

託

㈱ＳＢＳ情報シス

テム
―

合 計 

ウ 軽自動車税納付確認システム【令和４年度新規事業】 （単位：円）

区 分
契約先

（納入先）
令和４年度

軽自動車税納付確認システ

ム（軽ＪＮＫＳ）に関する

基幹系システム改修業務委

託

㈱ＳＢＳ情報シ

ステム

証明交付件数

令和５年１月下旬から電子申請による証明書交付業務を開始した。 （単位：件）

区 分

種 別
市役所

金谷南

支所

金谷北

支所

川根

支所

電子

申請

合計

令和４年度 令和３年度

所得・課税証明

納税

証明

軽自動車税

市県民税等

完納証明 －

酒類販売許可 － － － －

その他 － － － －

合計
令和４年度

令和３年度

静岡地方税滞納整理機構における島田市移管分処理実績（国民健康保険税含む｡

年度 移管件数 件 移管金額 円 機構による徴収金額 円 島田市事務費負担金 円

４

３

３項 戸籍住民基本台帳費 決算額 ６６８，２６０，１４５円

１目 戸籍住民基本台帳費 決算額 ６６８，２６０，１４５円

１ 戸籍住民基本台帳事務費

戸籍

ア 戸籍数及び戸籍人口（令和５年３月 日現在）

戸籍数 戸籍 戸籍人口 人
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
イ 戸籍の届出状況 （単位：件）

区 分 取扱窓口 出生
死亡

失踪
婚姻 離婚 入籍 転籍

養子

縁組

養子

離縁
その他 合 計

本籍人

届 出

（送付を含む）

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

小 計

非本籍

人届出

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

小 計

合 計

ウ 戸籍等交付状況

区 分 取 扱 窓 口
有料交付

件

無料・公用交付

件

令和４年度

手数料 円

令和３年度

手数料 円

戸 籍

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

初倉行政サービスセンター

六合行政サービスセンター

コンビニエンスストア

小 計

除籍・

改製原戸籍

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

小 計

証 明 等

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

小 計

合 計

エ 民事・刑事関係取扱状況 （単位：件）

身分調書関係（叙勲及び表彰）

身分調査関係

オ 相続税法第 条通知書取扱状況 （単位：件）

年間取扱件数
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
住民基本台帳

ア 住民基本台帳人口・世帯数（各年度３月 日現在）

年度 区 分 人口 人 男 人 女 人 世帯数 世帯

４

日本人

島田地区

金谷地区

川根地区

小 計

外国人

島田地区

金谷地区

川根地区

小 計

全 体

島田地区

金谷地区

川根地区

合 計

３

日本人

島田地区

金谷地区

川根地区

小 計

外国人

島田地区

金谷地区

川根地区

小 計

全 体

島田地区

金谷地区

川根地区

合 計

※日本人世帯数は外国人との混合世帯数を含む。

イ 外国人住民国籍別人員数（各年度３月 日現在） （単位：人）

年度

ベ
ト
ナ
ム

フ
ィ
リ
ピ
ン

ブ
ラ
ジ
ル

中

国

ネ
パ
ー
ル

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ペ

ル

ー

韓

国

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

そ

の

他

合

計

４

３

ウ 住民基本台帳届出等の状況 （単位：件）

年度 取 扱 窓 口 転 入 転 居 転 出 世帯変更 合 計

４

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

合 計

３

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

合 計
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
エ 住民票の写し交付等状況

区 分 取扱窓口
有料交付

件

無料・公用交付

件

令和４年度

手数料 円

令和３年度

手数料 円

住民票の写し

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

初倉行政サービスセンター

六合行政サービスセンター

コンビニエンスストア

小 計

住民票の写し

（広域交付）

市 役 所

金谷南支所

川 根 支 所

小 計

住民票記載事項

証 明 書

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

初倉行政サービスセンター

六合行政サービスセンター

小 計

戸籍の附票

の 写 し

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川 根 支 所

コンビニエンスストア

小 計

閲覧 電算リスト 市 役 所

合 計

人口動態

人口動態取扱状況 （単位：件）

年度 取 扱 窓 口 出 生 死 亡 死 産 婚 姻 離 婚 合 計

４

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川根支所

合 計

３

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川根支所

合 計
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
印鑑登録

ア 印鑑登録者数（令和５年３月 日現在） 人

イ 印鑑登録及び証明書交付状況

区 分 取 扱 窓 口

有料

登録・交付

件

無料・公用

登録・交付

件

令和４年度

手数料 円

令和３年度

手数料 円

印鑑登録

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川根支所

小 計

印鑑登録

証 明 書

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川根支所

初倉行政サービスセンター

六合行政サービスセンター

コンビニエンスストア

小 計

合 計

その他の証明等

その他の行政証明書（身分証明・不在証明等）、自動車臨時運行許可証交付状況

区 分 取扱窓口
有料交付

件

無料・公用交付

件

令和４年度

手数料 円

令和３年度

手数料 円

その他

証明書

市 役 所

金谷南支所

金谷北支所

川根支所

小 計

自動車臨時

運行許可証

市 役 所

金谷南支所

川根支所

小 計

合 計

市民課窓口土曜日開庁、平日時間延長業務

ア 土曜日開庁諸証明交付等状況 （単位：件）

年度 取扱窓口 戸 籍
住民票

の写し

住 民 票

記載事項

証 明 書

印鑑登録
印鑑登録

証 明 書

その他

証明書

自 動 車

臨時運行

許 可 証

合 計

４ 市 役 所

３ 市 役 所
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
イ 平日時間延長諸証明交付等状況 （単位：件）

年度 取扱窓口 戸 籍
住民票

の写し

住 民 票

記載事項

証 明 書

印鑑登録
印鑑登録

証 明 書

その他

証明書

自 動 車

臨時運行

許 可 証

合 計

４

市 役 所

金谷南支所

川根支所

合 計

３

市 役 所

金谷南支所

川根支所

合 計

※窓口土曜日開庁、平日時間延長

・土曜日開庁 午前８時 分から正午まで（市役所）

・時間延長（月・水・金）午後５時 分から午後７時まで（市役所）

（木） 午後５時 分から午後７時まで（金谷南支所）

（木） 午後５時 分から午後６時まで（川根支所）

※土曜日開庁は市役所のみ、平日時間延長は市役所・金谷南支所・川根支所で実施した。

戸籍総合情報システム運用事業

戸籍総合情報システムの稼動により、戸籍記載の処理及び証明発行事務が迅速になり、事務の効率化と市民

サービスの向上につながった。また、定期的にシステムの更新を行い、安全性や迅速性等の確保を図った。

（単位：円）

事業名 事業概要 対象施設及び事業費 備 考

戸籍総合

情報シス

テム運用

事業

戸籍総合情報システム機器賃借
（平成 年 月１日～

令和５年９月 日）

市役所・支所・行政
サービスセンター

㈱ＪＥＣＣ
契約額総額
（平成 年度～令和５年度）

戸籍総合情報システム機器等保
守点検業務委託
（令和元年８月１日～

令和５年９月 日）

市役所・支所・行政
サービスセンター

富士フイルムシステムサービス㈱
契約額総額
（令和元年度～令和５年度）

戸籍総合情報システムソフト
ウェア著作権使用
（令和元年８月１日～

令和５年９月 日）

市役所・支所・行政
サービスセンター

富士フイルムシステムサービス㈱
契約額総額
（令和元年度～令和５年度）

戸籍副本等情報の全件送信作業
委託業務
（令和４年５月 日～

令和４年６月 日）

市役所
※国庫対象

富士フイルムシステムサービス㈱
契約額総額

情報提供用個人識別符号の取得
作業委託業務
（令和４年 月 日～

令和４年 月 日）

市役所
※国庫対象

富士フイルムシステムサービス㈱
契約額総額

戸籍事務内連携のための機能整
備にかかる戸籍情報システム改
修委託業務
（令和４年 月 日～

令和５年３月 日）

市役所
※国庫対象

富士フイルムシステムサービス㈱
契約額総額

 
 
 

- 93 -



 

 

主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
 

合 計
（財源内訳）
国庫支出金
一般財源

契約額総額

住民基本台帳ネットワークシステム運用事業

住民基本台帳ネットワークシステムの適正な運用を図るため必要な業務を委託するとともに、マイナンバー

カードの交付及び公的個人認証業務を行った。

（単位：円）

事業名 契約期間 対象施設及び事業費 備 考

住民基本台帳

ネットワーク

システム運用

事業

住民基本台帳ネットワークシステム機器

賃借

令和元年９月１日～令和６年８月 日

市役所、金谷南支所

及び川根支所

静銀リース㈱藤枝営業所

契約額総額

令和元年度～令和６年度

住民基本台帳ネットワークシステム機器

保守業務委託

令和４年４月１日～令和５年３月 日

市役所、金谷南支所

及び川根支所

㈱ＳＢＳ情報システム

契約額総額

住民基本台帳ネットワークシステム機器

運用支援業務委託

令和４年４月１日～令和５年３月 日

市役所、金谷南支所

及び川根支所

㈱ＳＢＳ情報システム

契約額総額

住民基本台帳ネットワークシステム機器

賃借 令和２年度分

令和２年 月１日～令和７年 月

日

市役所

※国庫対象
富士通リース㈱静岡支店

契約額総額

令和２年度～令和７年度

住民基本台帳ネットワークシステム機器

賃借 令和３年度分

令和３年４月１日～令和８年３月

日

市役所

※国庫対象
富士通リース㈱静岡支店

契約額総額

令和３年度～令和７年度

住民基本台帳ネットワークシステム機器

賃借 令和４年度分

令和４年６月１日～令和９年５月 日

市役所

※国庫対象

富士通リース㈱静岡支店

契約額総額

令和４年度～令和９年度

合 計

財源内訳
国庫支出金（マイナ
ンバーカード交付事
務費補助金）

一般財源

契約額総額

証明書のコンビニ交付事業

平成 年１月６日からマイナンバーカードを利用し、全国のコンビニエンスストアで住民票の写し・印鑑登録

証明書・戸籍証明書・戸籍の附票の写しを交付するコンビニ交付サービスを開始し、令和５年１月から発行手数

料を窓口発行のものと比べ１通当たり 円減額している。

令和４年度における上記４種の証明書の全体交付件数に対するコンビニでの交付率は、 ％であった。

なお、コンビニでの証明書交付取扱時間は、午前６時 分から午後 時までとなっている。（ 月 日から１

月３日までを除く｡）
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 

事業概要 事業費 円 備 考

証明書交付センター運営費負担金 負担金 地方公共団体情報システム機構

コンビニ交付サービス使用料 使用料 ㈱ＳＢＳ情報システム

コンビニ交付事務手数料 その他手数料 地方公共団体情報システム機構

減額対応動作確認手数料 その他手数料 ㈱ＳＢＳ情報システム

合 計

（財源内訳）

一般財源

国庫支出金（コロナ臨時交付金）

旅券事務

旅券法の改正（令和５年３月 日施行）により、切替新規に限り電子申請による受付を開始した。

一般旅券申請取扱件数 （単位：件）

年

度
取 扱 窓 口

新 規
増 補

※
紛 失

記載事項

変 更
合 計５年 年

紙 電子 紙 電子

４

市 役 所

金谷南支所

合 計

３

市 役 所

金谷南支所

合 計

※増補：査証欄に余白がなくなった場合、１回だけ査証欄を ページ追加すること。旅券法の改正により廃

止。

ご遺族手続支援コーナー

利用実績

※ 稼働率は、開設枠数に対する利用人数

ガイドブック配付数は、島田市で受理した市民死亡届出件数

利用率は、ガイドブック配付数に対する利用人数

年 度 利用人数 人 開設枠数 枠 稼働率 ％
ガイドブック

配付数 部
利用率 ％

４

３
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
２ マイナンバーカード交付事業

マイナンバーカードについて写真撮影サービス等を実施し交付率向上に努めている。

マイナンバーカード交付数 （単位：枚）

年 度 取扱窓口 有料交付 無料交付 合 計

４年度末累計

４

市 役 所

金谷南支所

川 根 支 所

合 計

３

市 役 所

金谷南支所

川 根 支 所

合 計

マイナンバーカード交付予約システム事業

マイナンバーカードの交付数が増加しており、事務の効率化を図るため、マイナンバーカード交付予約システ

ムを運用し、交付の予約をネット上で行うことができるようにするとともに、従来複数のエクセル表で管理して

いた交付状況をシステム上で管理する。

（単位：円）

事業名 事業概要 事業費 備考

マイナンバー

カード交付予

約事務

マイナンバーカード交付予約システム
使用
令和４年４月１日～令和５年３月 日

（財源内訳）
国庫支出金

使用料
行政システム㈱静岡支店

契約総額

３ 住居表示事務費

住居表示実施区域内の住居番号設定件数 件（令和３年度 件）

住所変更等の証明書交付件数 件（令和３年度 件）

内訳：市役所 件 金谷南支所・金谷北支所 件 川根支所 ０件

４ 戸籍住民基本台帳事務費（繰越明許）

住民基本台帳ネットワークシステムの改修を行い、転出・転入手続きのワンストップ機能を導入したことで、利

便性の向上につながった。

（単位：円）

事業名 契約期間 対象施設及び事業費 備 考

（繰越明許）

住民基本台帳

ネットワーク

システム運用

事業

社会保障・税番号制度に係る住民情

報システム改修（マイナンバーカー

ド所有者の転出・転入手続のワンス

トップ化に係るものに限る。）

（令和４年３月９日～令和５年２月

日）

市役所、金谷南支所

及び川根支所

（財源内訳）

国庫支出金（社会保

障・税番号制度に係る

住民情報システム整備

費補助金）

㈱ＳＢＳ情報システム

契約額総額

令和３年度～令和４年度

５ 新型コロナウイルス感染症対策事業

自治体マイナポイント事業【令和４年度新規事業】

原油価格・物価高騰の影響に直面する市民に向け、国の「自治体マイナポイント事業」を活用し、島田市独自

（上乗せ）のマイナポイント（１人 円分）を付与した。国が実施していたマイナポイント付与事業（第

２弾）と同時期に実施することで、マイナンバーカードの取得促進、交付率アップ（令和４年８月末時点 ％

→令和５年２月末時点 ％）につながった。
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主 要 事 業 の 説 明 款 項 目 
（単位：円）

事業概要 事業者 決済サービス名 委託料 事業費

マイナポイ

ント付与

ＫＤＤＩ株式会社 ａｕＰＡＹ

株式会社ＮＴＴドコモ ｄ払い

楽天Ｅｄｙ株式会社 楽天Ｅｄｙカード

エス・ビー・システムズ株式会社 ＣｏＧＣａ

事務費

合 計
（財源内訳）

国庫支出金（コロナ臨時交

付金）

４項 選挙費 決算額 ５２，２１４，３７８円

１目 選挙管理委員会費 決算額 １６，６５１，５１０円

１ 委員報酬

島田市選挙管理委員会委員 ４人

選挙管理委員会の開催状況

年度 開催数 開催日 内 容

４ ８回

令和４年６月１日 ６月定時登録について

令和４年６月 日 第 回参議院議員通常選挙について

令和４年７月 日 選挙人名簿からの抹消について

令和４年９月１日 ９月定時登録について

令和４年９月 日 裁判員・検察審査員の候補者予定者名簿について

令和４年 月１日 月定時登録について

令和５年３月１日 ３月定時登録について

令和５年３月 日 静岡県議会議員選挙について

３ 回

令和３年５月 日 島田市長選挙・島田市議会議員選挙について

令和３年５月 日 投票所の投票管理者の変更について

令和３年６月１日 ６月定時登録について

令和３年６月２日 静岡県知事選挙について

令和３年６月 日 選挙人名簿からの抹消について

令和３年７月 日 島田市選挙管理委員会委員長の選挙について

令和３年９月１日 ９月定時登録について

令和３年９月 日 参議院議員静岡県選出議員補欠選挙について

令和３年 月６日 参議院議員静岡県選出議員補欠選挙について

令和３年 月 日 衆議院議員総選挙について

令和３年 月 日 選挙人名簿からの抹消について

令和３年 月 日 選挙人名簿からの抹消について

令和３年 月１日 月定時登録について

令和４年３月１日 ３月定時登録について

定時登録者の状況 （単位：人）

登録日 合計 男 女

令和４年６月１日

令和４年９月１日

令和４年 月１日

令和５年３月１日

 
 

- 97 -


